
2田 林業振興費
5目造林費

事業名

事とっ業とり環境の森づくり

ト ー タ ノ レ コスト

主な業務内容

工程表の政策目標償協

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

158，203 175，696 ム17，493

177，698千円(前年度 192，779千円) [正職員:2.5人]

間伐等設計・発注・監督・検査、補助金交付事務等

森林づくり推進課(内線:7335) 

(単位千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(基金繰入金)

158，203 

-森林環境保全税を活用した森林体験企画等により、森林を守り育てる意識の醸成

を図る。

-間伐面積の確保等森林整備の推進

誰もが享受している森林の公益的機能等の恩恵を持続的かつ高度~をに図発る揮。させるため、森林環境保全税を
活用し、森林環境の保全・整備と森林を県民で守り育てる意識の醸成

2 主な事業内容
(単位千円)

区 分 事 業 内 ?te句r 実施主体 予算額 補助率

基礎霊境の森緊急 針-人広工混林iに林下化層に植よ生るの森林自然の発機生能を回促復す間伐等 県 4，000 

とづっくとり推り県進民事参業加の森 勢簸笠議時薪、、高3李鵬産豪華 ボア団フン体テ等ィ 16，000 10/10 

重蓄霊葬儀費雲
税ための、使事い業みのち続を査県、審民に査明、ら検か証に等しを、実透施明性を図る 県 666 

語表林の 保安閑鱗義(造林事業を活用)

場争]森保全林・整の 鵠室恵 保安f結晶謹言葉警語尾業等を活用) 所森有者林等 74，265 
備

融林の 普要?錯鰯辛苦(造林事業を活用) 議議
6.8/10 

景観対策 景観向上のための枯損木の伐採等を支援 市町村 5，460 3/4 

竹林対策 持鰭離jf暴53s品排除を支援 樹齢所市有森町者林村等、 53，100 

開-放設置を竹支林援の抜き伐り等、管理道及びアクセス道 8/10 

制度の普及啓発 税報)の仕組み、使途事業などの県民周知(各種広 県 4，712 

メ口台、 計 158，203 

【参考鳥取県，
畢E五み金士音残保(運額舎用1畠1 ・の状~5t 単イす:

且H日笠2278E主2日ド 1号、含む)(B) 17 71 
0森林環境保全税

戸、=Aート1 250，45: 個人500円一]

，辺，主残額iE:c-D) 
158 。: -適用期間 10年(平成20~29年度)
92. ~4~ 
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

森林づくり推進翠(内線:7335) 

2目 林業振興費 (単位:千円、

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり環境の森づくり事 (財産収入j

業(基金積立事業)
179，382 173，734 5，648 100 179，282 

トータノレコスト 180，162千円(前年度 174，511千円)[正職員・0.1人]

主 な業務内容 森林環境保全税の基金積立業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
森林環境保全税の税収を森林環境保全基金に積み立てて管理し、使途事業に要する経費に充てる。

O税 .率 個人500円法人5%
0適用期間 10年(平成20~29年度)

2 主な事業内容
森林環境保全税について基金に積み立てる。

森林Jークレジyト推進事 1，090 2，165 ム1，075 1，090 
業

ト ータノレコスト 4，209千円(前年度 5，271千円) [正職員・0.4人]

主な業務内容 補助金交付事務、普及啓発、モデル事業実施、認定事務

工程表の政策目標(指標)県有林Jークレ‘ジyトの販売を促進するとともに、Jークレジyト制度の普及を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内の森林を活用したカーボン・オフセットを推進し、企業等からの資金を活用した新たな森林整備を進め

るため、県内でのJークレジット制度を活用した取組を推進する。

2 主な事業内容

(単位千円)

事 業 名 事業内 容 実施主体 予算額 補助率

0県有林でのモデル的な取組につい

県トモ有デ林ルJ クレジッ

て、J クレジット認証を引き続き取得

し、企業レ事にj販売する。 県' 590 
事業 0モデル 業を県内外にPRし、J クレ

ジットを普及する。

0県内の森林Jークレジットの取得、販売
民間事業者、

を推進するため、Jークレジットの取得
森林Jークレジット に係る経費(審査、モコタリング調査、

NPO等(市町
300 1/2 

取得支援事業 第三者検証に係る委託料)を支援す
村、造林公社

る。
は除く)

J クレジyトとっと
0県内の森林Jークレジットを購入し、カ

ーボン・オフセットに取組む企業及び
りの森を守る優良

団体を、森を守る優良企業等として認 県 200 

企業等認定事業
定し、J クレジットの普及を図る。

メ口合、 計 1，090 
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2目 林業振興費

事業名

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

森林づくり推進課(内線:7304)
(単位:千円)

財源内訳
備 考

国庫支出金起債その他一般財源

集落型里山林整備事業 550 1，850 ム1，300 100 450 

トータノレ コスト 5，229千円(前年度 6，509千円) [正職員:0.6人]

主な業務 内容 補助金交付事務、地域協議会の指導・支援

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
放置され荒廃した里山の公益機能や景観の悪化等の課題に対して、集落等が主体となって取組を行い、塁

山林の環境を整備する。
また、森林・山村多面的機能発揮対策交付金(国事業※)の実施にあたり、交付実施主体である地域協議会

への指導、市町村・活動組織に対する説明会の開催等を行う。

※森林・山村多面的機能発揮対策交付金(国事業)
-活動組織が行う里山林の保全活動(侵入竹の伐採・除去、広葉樹等の未利用資源をしいたけ原木等として
利用する活動等)に対する支援(補助率定額)

交付金の流れ:国→地域協議会→幕に活対動す組る織支
-県、市町村が行う事業の推進・指導 援(補助率:10/10) 
交付金の流れ:国→県→市町村

2 主な事業内容

(単位千円)

区 分 事 業 内 廿白内， 実施主体 予算額 補助率

0鎮-景の守観植の向栽森上、等広の整葉た備樹め事林の業花内(木の修、整景果備林樹等整、・備紅・)・葉(Aす)る木

0集落周辺整備事業
-簡易施設(展望台、木製ベンチ、木製標識の
設置等)、作業道の整備(散策路、歩道等)等 集落、森林 市町村が補

集落型里山林整備 -・ (B) 整備を実 助する経費
事業 施する団体 450 

の1/2等
0鳥・森獣林防内止に緩お衝1:帯整備事業 NPO法人

ける刈り払い、除伐等

0里山復活対策事業
-防竹帯の整備・・・ (C)
-里山資源活用推進事業
(竹等の利活用に向けた取組)・・.(D) 

-ナラ枯れ対策事業(集落等参加の防除活動)

森林・山村多面的機 県(国推1進0/費10)(地域協議会の指導、説明会開催)
能発揮対策 県 100 
(国事業)

J口A 言十 550 

県補助上限:鎮守の森等整備事業、集落周辺整備事業及び里山復活対策事業(ナラ枯れ対策事業を除く)
(A+B+C+D)の補助上限単年3，000千円、総額5，000千円
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2目 林業振興費

事業名

平成28年度一般会計当初予算説明資料

財
本年度 前年度 比較

国庫支出金

源

森林づくり推進課(内線 7335)

(単位.千円)

内 訳

起債その他一般財源
備考

とっとり共生の森支援
3，104 2，666 438 3，104 

事業

トータノレコスト 15，581千円(前年度 13，537千円) [正職員:1.6人]

主な業務内容
制度周知、企業等へのPR活動、現地調査・案内、森林保全活動のサポート、参画企業と
の意見交換会等の開催

工程表の政策目標(指傷 品礎調議事協暗殺李FPJZ審議耀臨千体験企画、「とっとり

事業内容の説明

事業の目的・概要

企業等による環境保全活動に、県内の森林を活用していただくため、地泊の元支市援町を村ずと連携・協力し、森林所有
者と企業等との架け橋となり、地元との調整や企業等の行う森林保全活動 を行う。

2 主な事業内容
「とっとり共生の森」制度を推進するために行う以下の取組に要する経費である。
. (新)10周年記念フォーラム(山の日制定記念イベント)の開催と記念を企誌業を作成する。
-ホームベージ、パンフレyト、展示パネルなどにより、制度、実績等 や県民に広く情報発信を行う。
-企業等の参画促進と森林保全活動を支援する。
-参画企業の情報交換会を開催する。

[参画団体一覧]

No 団 体 名 協定締結日 協定期間 面積(ha)

1 (株)山陰合同銀行 H18， 8，28， 10年 28，9 

2 鳥取ガス(株) H19， 1.23 10年 5，5 

3 (公財)イオン環境財団 H19， 3，30 5年 15，8 

4 コカ・コーラウエスト(株) H19， 6， 4 10年 5，4 

5 サントリーホーノレディングス(株) HH2192..68.26 9 il草 B3B7..2 B 

6 日本たばこ産業(株) HH2194.88.222 9 3草 231.0 3 

7 損害保険ジャパン日本興亜(株)・損保ジャパ H26，10，17 5年 (11.29) 
ン日本興Eちきゅう倶楽部 H19，12，25-※ ※41.6 

8 全日本空輸(株) H20， 1.24 5年 2，4 

9 お深-jt議uングス(株) HH2205.33..5 5 2草 47，6 

10 (株)エヌ・ァィ・ティ・ドコモ中国支社 H20， 4，22 10年 2，8 

11 事旦摂票重厚男湯里議事速道路 H20，10，29 10年 5，1 

12 鳥取県生活協同組合 H21. 2，13 10年 1Ll 

13 日本通運(株) H2LlO，23 1年更新 38，9 

14 フ7ミリー(株) H2Ll2，24 10年 12，9 

15 (社)鳥取県トフyク協会 H23， 7， 8 5年 0，7 

16 人形峠環境技術センター安全等連絡協議会 日24，7，12 5年 1.0 

17 NTT西日本鳥取支盾 H25， 9，11 約5年7ヶ月 0，7 

18 楽天(株) H26， 5，29 3年 60，5 

言十 18社 20箇所 431.2 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

森林づくり推進課(内線:7304) 
2目 林業振興費 (単位:千円

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり出合いの森
38，847 33，160 5，687 38，847 管理運営事業

ト タノレコスト 41，186千円(前年度 34，713千円)[正職員 0.3人]

主な業務内容 指定管理者への指導、筋設の改善、財産の管理

工程制改策目標絡協

事業内容の説明

1 る事鳥(施管業取設理の県の運立目管営的「理と費っ・、削概と運減り要営出をに合図ついるいたのてめ森はに」の、、平保来成守園者1管8 
理及び運営、財産の管理を行う。
のニーズに対応した管理運営サービスの向上、民間手法の導入に

よ 理運営費 、 年度から指定管理者制度を導入している。)

2 主な事業内容

(単位.千円)

区 分 内 廿H 旬 予算額

指定管理委託料 協定に基づき、指定管理者に施設の運営管理を委託する。 33，160 
-指定管理者:株式会社谷尾樹楽園
-指定期間 :5年間(平成26年4月1日から平成31年3月31日
まで)
-業務内容:施設の維持管理・運営
-委託料:165，800千円 (33，160千円/年)

中央監視設備の更新 設備の老朽化による更新。 5，687 

-設備機器、施工費等

メii" 計 38，847 

森林づくり推進課管
5，640 6，534 ム894 5，640 

理運営費

ト タノレコスト 6，420千円(前年度 7，311千円) [正職員 0.1人]

主な業務内 容 森林づくり推進課・各地方機関及び各種関係機関への連絡・調整に要する経費

耳訪鮫1政策目標備関

事業内容の説明

森林づくり推進課・各地方機関及び各種関係機関への連絡調整業務に要する経費である。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

森林づくり推進課(内線:7305)
ー士同 括性71'~官山ダJ阿 (単位:千円

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入)
松くし可虫等防除事業 116，179 151，802 ム35，623 12，888 9 103，282 

トータノレコスト 131，775千円(前年度 171，991千円)[正職員 2.0人、非常勤職員1.8人]

主な業務 内容 松くい虫被害に対する被害木の駆除・予防、探査の実施、被害状況等のとりまとめ

工程表の政策目標(指標)市町村等関連機関と役割分担の上、森林病害虫被害対策を徹底

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
松くい虫被害の拡大を防止し、重要な松林を保全するため、県による駆除事業(被害木の伐採、破砕処理

等)及び予防事業(樹幹注入等)の実施と、市町村が行う駆除事業及び予防事業(薬剤散布及び樹幹注入)を
支援する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 実施主体 事業量 予算額 補助串

特別防除 へリコプターを利用した松林への薬剤散布 市町村 1，334ha 41，876 6.5/10、5/10

予 地上散布 噴霧器、スプリンクラー等による松林への薬剤散 県、所有者 72ha 8，704 10/10 
防 布
事

業 樹幹注入 薬剤注入による線虫薬殺 県、市町村 2，920本 23，367 7.5/10 

計 73，947 

緊急防除 ヘリコプターを利用した被害木への薬剤散布 市町村 140m3 2，050 5/10 

駆 伐倒駆除 被害木の伐倒、薬剤処理 市町村、所有者 523m3 4，485 5/10、10/10
除
事

業 特別伐倒駆除 被害木の伐倒、破砕処理 県 I，OOOm3 15，000 

計 1，663m3 21，535 

緊急対応 特別防除トフプノレ発生時における緊急対応の外 県 6，787 
部委託

その他 危被害防止対策、被害木調査、被害発生予察 県、市町村 10，647 調査等

事務費 県 3，263 

合計 116，179 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

森林づくり推進課(内線:7305) 
4目 森林病害虫防除費 (単立・千円)

i事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入)
ナラ枯れ対策事業 107，028 88，842 18，186 46，915 26 60，087 

トータノレコスト 125，743千円(前年度 105，925千円)[正職員:2.4人、非常勤職員:3.7人]

主な業務内容 ナフ枯れ被害に対する被害木の駆除・予防・探査の実施、被害状況等のとりまとめ

工程表の政策目標(指標)森林病害虫被害対策の徹底

事業内容の説明

事業の目的・概要
県中西部を中心に発生しているカシノナガキクイムシ(以下、カシナガ。)によるナラ類(コナラ、ミズナラ等)の

枯損被害の拡大を防止するため、市町村が従来行ってきた伐倒・搬出・破砕や薬剤くん蒸等による駆除に加え

新西率()的た※にに・1お効)ト被い果ラ害ッて的プをはな受法、駆け大(除※る山可に1で)能努との性樹め被の幹る害あと注ると拡入も大大に径(※を、木防2防に)止除にトラすよにッるる要プ予たすを防め設る、に経置ヘ要し費リ、すをコカ全るプシ経額タナーガ費助をとを成誘G助すP因成るS捕を。す殺活るす用。るましこたてと、で被緊、害大急木径対の木策位へ区置の域集を(県中部以
特定し、効

中加害を防
止し、カシナガの密度を下げる。

(※2)景観上保存する必要がある健全木にあらかじめ殺菌剤を注入し、枯損を防止する。

2 主な事業内容

(単位千円)

区分 事業内容 実施主体 事業量 予算額 補助率

緊急対策区域 89，955 

被害木駆除 被害木の伐倒破砕、薬剤処理、シート被覆 市町村 7，500本 61，902 10/10 

被害木調査 地上からの被害木の調査 市町村 3，053 10/10 

予防(トラップ法、樹幹注入) 健全木のトラップ設置、薬剤処理 市町村 1，400本 25，000 10/10 

被害区域(緊急対策区域以外) 375 

被害木駆除 被害木の薬剤処理、伐倒 市町村 60本 375 3/4 

被害木駆除(県有林) 被害木の伐倒破砕、薬剤処理、シート被覆 県 200本 2，460 

被害木探査 ヘリコプターを利用した被害木の調査 県 6，680ha 6，626 

事務費等 県 7，612 

合計 107，028 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成19年度に、「鳥取県ナラ枯れ被害対策協議会」を設置し、国・関係市町・県が連携した被害木駆除の取組
を開始した。
-平成25年度には、広域的に連携した被害対策を開始するための「大山広域ナラ枯れ被害対策協議会」を設置
し、平成26年度には被害のモニタリングを強化するとともに、へpコプターによる3回の空中探査結果に基づく地
上調査により被害木調査の精度を上げることで、効率的な駆除事業を実施した。
-平成27年度には、拡散した被害木の探査の効率性をさらに上げるため、 GPSの増設購入や、市町が行う地上
調査委託への補助を行うことで、早期に事業着手し、全量駆除を目指して取組んでいる。また、大山隠岐国立
公園内ミズナラ林の既被害地を被害対策強化区域として設定し、カシナガ駆除率を向上させる対策を実施して

いる。
-平成28年度からは、新たな被害予防対策として、被害対策強化区域においてトラップ法と樹幹注入を採用し、
予防と駆除を組合わせた総合的な防除を実施し、被害の拡大防止を図ることとしている。
(参考)年度別ナラ枯れ駆除対策実施状況 (単位:千円)

H24 H25 H26 
H27 (ll月補正後 H28(予算)

実施箇所 の見込)

本数 事業費 本数 事業費 本数 事業費 本数 事業費 本数 事業費

大山周辺※ 19 777 709 24，187 4，500 37，494 9，060 89，700 6，795 57，352 

大山周辺以外 1，137 5，178 1，109 7，771 1，021 6，101 700 6，000 965 7，510 

言十 1，156 5，955 1，818 31，958 5，521 43，595 9，760 95，700 7，760 64，862 
※大山周辺:琴浦町、米子市、南部町、伯者町、大山町、江府町
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

森林づくり推進課(内線:7305) 
5目 造林春 (単，立:千円

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源内訳

備 考
国庫支出金 起債その他一般財源

A 

とっとりの森林若返りプロ
21，921 30，221 ム8，300 13，324 8，597 

ジェクト

トータノレコスト 25，820千円(前年度 31，774千円) [正職員 0.5人〕

主な業務内容 研究会の開催に係る業務の調整及び現地実践にかかる調査等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成25年度に発足した「鳥取県人工林皆伐再造林研究会(以下、「研究会J)Jにおいて、皆伐で収益の上

がる短伐期低コスト林業に向けた取組など、皆伐再造林による森林の若返り手法を含めた新たな施業方法を

研究した。その第一弾として取りまとめられた研究成果等の取組に対して支援を行うことにより、低コストでの森

林の若返りを推進する。併せて、今後の皆伐再造林に欠かすことのできないコンテナ苗を安定的に供給する

ため、苗木生産者の生産体制j整備を支援する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

項 目 事 業 内 容 予算額

短伐期低コスト林業 -森林所有者が行う、機械化した皆伐とコンァナ首の低密度植栽の一貫 16，918 

モデルの実践 作業にかかる経費に対する支援。(モデル実施場所若桜町有林等)

新たな施業の研究 -成長及び形質に優れた品種開発等のための現地調査等の実施。 700 

-他県の篤林家が取り組んできた保残木施業等、持続可能な林業モデ

ノレについての研究。

-残存木を支柱替わりに使用したこ重柵の設置等、植栽木のシカ食害対

策についての研究。

苗木生産体制整備 -優良品種を通年で植栽可能なコンァナ首として育成する器具の整備に 4，303 

かかる経費に対する支援。

計 21，921 

3 これまでの取組状況、改善点

0鳥取県人工林皆伐再造林研究会の研究概要

-平成25年度に、低コストな皆伐・再造林の作業システムについて適地適木、木材需要の多様化、伐期短

縮の観点から検討を開始し、新たな技術についてとりまとめてきた。
-平成28年度も引き続き、森林所有者の経営形態に相応する持続可能で多様な山づくりの手法について
検討を進める。

0短伐期低コスト林業モデルの実践

-平成27年度に、鳥取県人工林皆伐再造林研究会における検討結果を踏まえ、県内3箇所(若桜町、鳥取

市、北栄町)において、コンテナ苗を用いた低密度植栽による現地実践を開始した。

-平成28年度も若桜町町有林等で現地実践を継続する。

0首木生産体制整備

-平成27年度は、今後の皆伐再造林に不可欠である通年植栽可能なコンテナ首を安定的に生産するた

め、ミキサー等の施設整備・導入について苗木生産者を支援した。

-平成28年度も引き続き、コンテナ苗生産の省力化につながる生産体制の整備について支援を行う。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

森林づくり推進課(内線:7305) 
5目造林春 (単位:千円

事業名 本年度 前年度 比較
財 源内訳

備考
国庫支出金 起債その他一般財源

樹苗養成事業 7，990 10，135 ム2，145 1，317 6，673 

ト ータノレコスト 13，449千円(前年度 16，347千円)[正職員:0.7人Jド常勤職員 0.4人]

主な業務内容 林業用種苗生産事業者等の登録事務、県営採取園の維持管理

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

健全で生活力ある森林を造成するためには、優良な苗木を育成し植栽することが極めて重要である。このた

め、県営採種園の維持管理等適切に運営して、優れた特性を有する林業用種苗を確保するとともに、林業種

苗法に基づく林業種苗の生産事業者登録事務等を行い生産の安定を図る。また、需給調整後に発生した残

苗の廃棄に対する補償を行う。

2 主な事業内容 ， 
(単位.千円〕

区分 事業内容 実施主体 予算額

林業用種子の採取・精選・発芽検定 県 1，417 
県営採種園
種子採取及び維持管理 大山町羽田井、日南町生山採種闘の

県 4，248 
維持管理・造成

苗木供給安定促進事業
需給調整後に発生した残苗の廃棄に

樹苗組合 1，975 
対する補償

需用費 採種圏整備用苗代 県 350 

dロk 言十 7，990 

I廃止]

「とっとりの木」供給推進 。116，663 ム116，663
事業

トータノレコスト 0千円(前年度 120，546千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

森林の有する公益的機能の維持増進を図りつつ、県産材利用の動きを支えるために、未利用問伐材利用

促進対策事業(平成26年度国補正)を活用して、間伐材の搬出を増加させる。

2 主な事業内容

未利用問伐材利用促進対策事業の終了に伴い廃止する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

5目造林費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

(公共事業)
造林事業 829，958 698，141 131，817 485，064 

源

起債

(154，000) 

220，000 

森林づくり推進課(内線:7305) 

(単位千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(諸収入) 県費負担
15 124，879 278，879 

トータノレコスト 829，958千円(前年度 698，141千円) [正職員 5.8人、非常勤職員:1.6人〕

主 な業務内 容 制度設計、周知説明、補助金交付事務、固との調整

工程表¢激策目標鮪楊 森林整備の推進(間伐面積:4，200ba/年)

事業内容の説明

事業の目的・概要
森林の有する多面的機能に応じた整備を進めるため、一定の要件を満たす森林整備(植栽、間伐、森林

作業道整備等)に対し支援を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分
本年度 前年度 差引
(A) (B) (C~A-B) 

森林環境保全直接支援事業 630，948 430，410 200，538 

森林環境保全整備事業 環境林整備事業 89，806 167，163 ム77，357

県費上乗せ 16，502 16，674 ム172

美しい森林づくり基盤整備交付金 県費上乗せ 38，438 24，052 14，386 

指導監督費 7，920 7，788 132 

人件費継足 46，344 52，054 ム5，710

ぷ口〉、 計 829，958 698，141 131，817 

(着工地区の概要:別紙のとおり)

3 これまでの取組状況、改善点
森林の有している様々な機能を維持増進するため、一定の要件を満たす森林整備に対して支援を行って

きており、間伐及び森林施業の基盤となる森林作業道整備が着実に進んでいる。平成28年度も、引き続き間
伐を中心とした森林の整備を進めていく。

(注)起債欄の上段く>書きは交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は起債欄のく>書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

7自治山費

森林づくり推進課(内線:7304) 

(単位.千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 そのイ也 般財源

とっとりの松原再生
564 900 ム336 564 

プロジェクト

トータノレコスト 3，683千円(前年度 4，006千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 鳥取大学との共同研究、地域住民等との連絡調整・交渉等

工程表の敬策目標的言t郭

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

「松露※」の復活をキーワードに、鳥取大学農学部との共同研究、地元住民等との協働作業を通じて、白砂
青松をイメージした、とっとりの松原再生に取組む。

※「松露(ショウロ)J :直径2~3cmの球形をしたクロマツの根と共生するキノコ。古くから珍重され、天然の
「松露」は高級なものとされている。(以前の松林では普通に見ることができた。)

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 内 廿向旬 予 算 額

鳥取大学との共同研究 0松露菌糸体液の培養技術を持つ鳥取大学農学部と共 314 
同研究契約を締結し、菌糸体液の提供を受ける。不足す
るものについては、同様に鳥取大学と共同研究を行って
いる民間事業者から購入する。

「松露」発生の取組 or松露」をとっとりの松原整備の指標としてとらえ、地元住
民等との協働作業による松林の環境整備(落葉かき、表

250 

土掻き起し、除草等)を実施する。

合計 564 

※関連事業:治山事業(隼室捗改良)

地域 箇所名
予算額 事業量
(千円) 棺栽工 静砂工 防風工

中部 北栄町妻波 20.000 0.45ha 1.000m 150m 
中部 北栄町弓原 16.200 0.35ha 800m 120m 

合計 36，200 0.80ha 1.800m 270m 

3 これまでの取組状況、改善点
地元住民等と松林のあり方、整備の方向性について協議の上、北栄町江北の海岸松林においては、平成
27年3月に「松露菌糸体液Jの散布、平成27年9月に除草作業を実施したほか、鳥取砂丘西側保安林におい
ても平成28年3月に「松露菌糸体液」の散布を予定している。
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7自治山費

事業名

保安林整備管理事業

トータ/レコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

14，660 13，356 1，304 3，217 

森林づくり推進課(内線:7304) 
(単位田千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(諾収入)

5，000 6，443 

53，650千円(前年度 51，405千円)[正職員:5.0人、非常勤職員:1.0人]

保安林の管理及び現況調査、保安林の解除申請及び指定申請業務、保安林台帳
の調整、保安林標識の設置、伐採許可及び作業許可申請の処理、違法伐採及び無
断転用等の適正管理、固との調整等

保安林を適正に管理するため、保安林の指定解除調査、損失補償金の交付、標識の設置、伐採許可等
を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ~守~

保安林適正管理調査 82 保安林の適正な管理のための現況調査等

保安林損失補償 9，619 伐採制限がある保安林に係る調査及び損失補償

保安林指導・監督 2，770 ，保安林の伐採許可、作業許可申請の処理等

保安林標識設置 319 保安林の種類、制限等を表示した標識の設置

保安林指定・解除調査 580 
保安林の指定・解除申請の適否調査等

指定施業要件変更
指定施業要件変更事務
森林審議会の開催

保安林保全情報整備 1，290 衛星画像を活用した保安林の管理

メ口主、 計 14，660 

， 
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7自 治山費

事業名

森林保全管理事業

ト ー ク ノ レ コスト

主 な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

3，316 3，237 79 1，610 

森林づくり推進課(内線・7304)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 般財源

1，706 

22，811千円(前年度 22，650千円)[正職員:2.5人、非常勤職員・1.7人]

森林保全巡視指導員による巡視指導
林地開発に関する許可業務、開発業者の指導監督、違法開発の取締り

森林保全巡視指導員による巡視指導により、違法伐採や不法投棄等を未然に防ぐことで森林を適正に

管理す石ロ
また、林地開発行為により森林の持つ水源のかj函ん養や県土の保全等公益的機能が損なわれることがない

ょう、許可申請の審査等を行う。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区 分 予算額 事 業 内 先4ゴ、ー

森林保全巡視指導 3，140 森林保全巡視指導員 17名
年間巡視日数・340日

林地開発許可事務 96 森林審議会の開催経費(開発行為に係る森林の面積
が5ha以上となる場合、森林審議会へ諮問が必要)

森林火災予防PR事業 80 森林火災予防を啓発する標識を設置

メ口ミ 言十 3，316 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

7目治山費
森林づくり推進課{内線:7335) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考 l

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(公共事業) (26，000) (諸収入) 県費負担
治山事業 94，713 64，956 29，757 28，431 32，000 3 34，279 60，279 

トータノレコ ス ト 94，713千円(前年度 67，563千円)[正職員・3.0人、非常勤職員:0.4人]

主な業務内容
国、市町村及び森林所有者等との調整及び交渉、事業計画策定、森林荒廃調査、測量

設計、業務の執行(監督)、設計変更等

工程表の政策目標(指標)治山事業による保安林の整備・保全

事業内容の説明

1 事業の目的，概要
森林の公益的機能が低下した保安林において早期に機能を回復させるため、植栽等による森林整備を

イ'丁ーフ・。

2 主な事業内容

(単位・千円)

事 業名 本年度(A) 前年度(B) 差引(C=A-B)

治山事業 62，695 39，206 23，489 

保育事業 17，495 22，944 ム5，449
ネ甫

保安林改良事業 45，200 16，262 28，938 

補助事務費 3，135 6，493 ム3，358

助 人件費継足 26，129 17，439 8，690 

事務費継足 2，754 1，818 936 

d口s、 言十 94，713 64，956 29，757 

(着工地区の概要:別紙のとおり)

」一一

(注)起債欄の上段之 書吾は交付税措置を隊，¥jと額である。
備考欄の県費負担は起債欄のく>書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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6款農林水産業費

5項水産業 費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

l目 水産業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

職員人件費 410，929 400，710 10，219 

事業内容の説明

水産関係職員58名分の人件費である。

漁業金融対策費 作::司(t帯、業近代化資金助

成事業) 27，976 26，285 1，691 

トータノレコスト 30，315千円(前年度 28，615千円)[正職員:0.3人]

主な業務内容 周知説明、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 経営能力の向上

事業内容の説明

1事業の目的・概要

内

その他

(手掛;j.)

1，057 

水産課(内線:7309) 

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

409，872 

「zd
27，976 

漁業者等の資本整備の高度化と漁業経営の近代化(漁船建造等)を図るため、長期かつ低利の資金の融

資を行った融資機関に対し利子補給を行う。

2主な事業内容

(1)融資枠及び利子補給額

区 分 本融年資度枠 利補給子率 貸利 付率 有子需給審

(千円) (%) (%) (千円)

過 年度承認分 25，309 

1号資金(20トン未満掃、船建造、機器購入) 142，000 1.25 0.70 503 

28 2号資金(20トン以上漁船建造、機器購入) 468，000 1.25 0.70 1，659 

年 3号資金(治、船保管施設、製氷冷凍施設等) 30，000 1.25 0.70 106 

度 4号資金(漁場改良造成用機具等) 10，000 1.25 0.70 36 

分 5号資金(漁具、養殖施設) 80，000 1.25 0.70 284 

共同利用施設 70，000 0.40 0.70 79 

言十 800，000 27，976 

(2)償還期間(主なもの)

-漁船建造(木造以外) 20年以内(据置3年以内)

-機器購入 10年以内(据置3年以内)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 水産業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

糖(資漁、金業金事経融業営対)安策定費対策 F務負22訪
564 712 ム148

トータルコスト 1，344千円(前年度 1，489千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 周知説明、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 経営能力の向上

事業内容の説明

源
起債

内

水産課(内線:7309) 

(単位・千円)
訳

その他 一般財源
備考

戸T53
564 

1中事小業漁の業目者的等・概の要経営の安定を図るため、運転資金の融通を行った融資機関に対し、利子補給を行う。

2主(な1)事融業資内枠容及び利子補給額

区 分 議芸露 利補給(子率%) 利貸(付率%) 利本子補年(給千度額円)
(千円)

過年度承認分 11 

1号資金(掃、船・漁具等の補修費) 80，000 283 
28 

2号資金(燃油・漁業用資材購入費) 60，000 1.25 0.70 212 
年

3号資金(災害時の糖、業損失) 8，000 29 
度

5号資金(組退職織金・事等業)の再編整備に伴う資金、 8，000 29 
分

計 156，000 564 

(2)償.燃漁組還船油織期等・・間漁事漁(具業主業等のな資も再の材の補編の)修整購費備入に費伴

う資金
315年年年以以以内内内

漁(対漁業業策金事経敵業営対)維策費持安定 F務負22訪 作TZ3
284 490 ム206 284 

トータルコスト 1，064千円(前年度 1，267千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 周知説明、補助金交付事務 、

工程表の政策目標(指標) 経営能力の向上

事業内容の説明

債1務漁事の業業整経の理営目等の的維に，概必持要要がな困資難金となのっ融た通中を小行漁っ業た金者融に機対関し、にそ対のし漁て業利経子営補の給再を建行をう。図るため、緊急に必要な固定化

2(主1)な融事資業枠内及容び利子補給額 | 
区 分

議芸ι梨給も) 覇基(%) 高子需給震円)

過年度承認分 。
28年度承認分 80，000 1.25 0.70 284 

言十 80，000 284 

(2)償還期間 10年以内(据置2年以内)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 水産業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

漁業金融対策費 Fit司(漁業経営財務基盤

強化資金事業) 3，927 7，248 ム3，321

トータノレコスト 5，487千円(前年度 8，801千円)[正職員:0.2人]

主な業務内容 周知説明、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 経営能力の向上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

内

その他

水産課(内線:7309) 

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

?明記
3，927 

燃油高、資材高騰や魚価安等の影響から資金繰りに窮している中小漁業者等の資金繰りを円滑にするた

め、漁業経営継続のための長期運転資金(借り換えを含む)として、この資金の融通を行った金融機関に対し

て利子補給を行う。

2主な事業内容

(1)融資枠及び利子補給額

区 分 本年度 利子 貸付 本年度
『・ 融資枠 補給率 利率 利子補給額

(千円) (%) (%) (千円)

過年度承認分 3，023 

28年度承認分 255，000 1.25 0.70 904 

計 255，000 3，927 

(2)償還期間 10年以内(据置2年以内)
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1目 水産業総務費

事業名

もうかる6次化・農商工

連携支援事業費補助

金 (6次産業型利子補

給事業)(漁業関係)

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標併読書3

事業内容の説明

1事業の目的・概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

〔慣務負司
55 71 ム16

835千円(前年度 848千円) [正職員 0.1人]

周知説明、補助金交付事務

経営能力の向上

内

その他

水産課(内線:7309)

(単位，千円)

訳
備考

一般財源

?務負担:訪
55 

漁業者等の6次産業化を加速的に推進するため、「農家が取り組む6次産業化推進事業」の補助残に漁業近

代化資金を活用する場合に、利子補給を行い、実質金利を無利子化する。

2 主な事業内容

(1)融資枠及び利子補給額

本年度 漁業近代化 上乗せ利子補給率(%) 貸付利率 本年度

区 分 融 資枠 資金利子補 利子補給額

(千円) 給率 (%) 県 市町村 (%) (千円)

過年度承認分 。
28年度承認分 31，150 1.25 0.35 0.35 0.00 55 

言十 31，150 55 

， 

(2)利子補給期間 10年間

ι 
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l目 水産業総務費

事業名

鳥取県県営境港水産

施設事業特別会計

繰出金

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

116，223 128，766 ム12，543

116，223千円(前年度 128，766千円) [正職員 0.0人]

特別会計への繰出し

内

その他

水産課(内線:7309) 

(単位千円)

訳
備考

一般財源

116，223 

鳥取県県営境港水産施設の運営を円滑に行うために起債償還等に係る経費を特別会計に拠出するもの

である。

鳥取県沿岸漁業改善

資金助成事業特別 1，136 1，161 ム25 1，136 
会計繰出金

トータ/レコスト 1，136千円(前年度 1，161千円) [正職員・0.0人]

主な業務内容 特別会計への繰出し、請求書の審査

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

沿岸漁業従事者等の経営改善等を図るための「沿岸漁業改善資金貸付金Jに係る資金造成、円滑な

貸付事務の実施に必要な経費を特別会計に拠出するものである。

2 主な事業内容

[繰出金内訳]

貸付金事務委託料 100，000千円 × 1% = 1，000千円

償還金事務委託料 10，112千円 × 0.5% 今 51千円

消費税 (1.000千円+51千円) × 8% 台 85千円

計 1，136千円

、~
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

2目 水産業振興費

事業名 |本年度l前年度 !比較
財

国融出金

]

)

 

ω一円一
3
4ベ
一
考

線
一
位
一
痛

内一単一

1

1
(
|
 

課
一
一
源

水

訳

厨

(新)水産養殖企業

立地支援事業

トータルコスト

主な業務内容

200，000 。200，000 200，000 

201，560千円(前年度 0千円)[正職員:0.2人]

補助金交付事務、事業者との打ち合わせ、事業実施状況把握

工程初攻策時帰菊|収益性の高い儲かる水産業の実現

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

本県養殖業の振興を図ることを目的に、県内に養殖施設を新設する企業等に対して、その初期投資に要

する費用を助成する。

2 

-進出予定地赤碕港(琴浦町)約5，000rrl
.魚種:ギンザケ、ニジマス等

-生産量約600トン

・養殖方式循環瀬過方式(特許)海水360トン/h淡水180トン/h

進出予定企業(株)林養魚場(福島県西白河郡西郷村)

く施設の整備予定地・配置イメージ>

司民‘

中心

O地域の新たなブランド品の創出が期待できる。

0同社の循環漏過方式による高密度養殖は、本県が推進している「つくり育てる漁業」

3 これまでの取組状況、改善点

・本県の海面養殖業は、海面養殖に適した内湾がほとんどなく、また、冬場の厳しい波浪条件等から立ち後れ

てきた。
・近年は、美保湾でのギンザケ養殖事業化等をきっかけに養殖推進県として、全国から注目されており、被災

地の養殖業者から、本県での養殖事業化を希望する声が聞かれるようになった。

・この機会に企業誘致を進めることにより、本県の水産業強化を図る。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

水産課(内線 7309)

2目 水産業振興費 (単位:千円)

I ~. ~ "" I ，.，. "，. ""  I u. "'-'- I 財源内訳|事業名 1;本 年度 |前 年度|比較 備考| I f:I'J -.  I.X. I ....u 'f'，)I. I国庫演出金|起債|その他|一般財源|

事策
t
f
1
4
 

・今弘
n
p呆確者業就業漁

業
132，534 I 107，562 I 24，972 132，534 

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

158，267千円(前年度 133，963千円) [正職員:3.3人]

制度設計、周知説明、計画の審査・承認、補助金交付事務、講習会の開催

漁業後継者の確保

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

高齢化と後継者不足による活力低下が進む漁村の担い手を確保するため、新規就業希望者の受入れ、指

導及び着業に必要な支援を行う。

2 主な事業内容

3 昨年度事業からの変更内容

(1)漁業研修事業

①漁業研修事業を一本化する。

従来の漁業研修事業「漁業就業チャレンジ体験トライアノレ」、「漁業雇用促進対策事業」、「漁業担い手

育成研修事業」を一本化し、雇用型研修と独立型研修を組み合わせた研修を可能とする。

②漁業研修支援資金を廃止し、研修生には研修手当を支給する。

(2)漁業経営開始円滑化事業

・補助対象に漁具を追加する。(補助対象経費上限は現行の2，500万円のままとする。)

4 これまでの取組状況、改善点

0事業創設後の研修実績(平成26年度末時点)

区 分 受入数 着業数 研修中止数 研修中数

漁業雇用促進対策事業 235 151 69 15 

漁業担い手育成研修事業 43 32 9 2 

J口L 言十 278 183 78 17 

0平成28年度からは、漁業研修事業を一本化し、雇用型と独立型の進路変更を容易にするなど、研修生の

状況に応じた研修が実施できるよう自由度の高い漁業研修事業に改正し、漁業研修の円滑な実施を図るこ

ととした。
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2目 水産業振興費

事業 名

(新)

魚を育む内水面漁業活

動支援事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表刀攻策目標佐観望号

事業内容の説明

事業の目的・慨要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内

摩続出量 起債 その他

9，000 。 9，000 

11，339千円(前年度 0千円)[正職員:0.3人]

補助金交付事務、事業実施状況把握

安心して漁業ができる秩序ある漁場と豊かな漁場環境の維持

水産課(内線:7309)

(単位;千円)

訳
備考

一般財源

9，000 

魚の豊かな川づくりを推進するため、県内3大河川の漁業協同組合等が行う環境保全活動等に要する経

費を支援する。

く背景〉

温暖化や疾病等の影響で近年河川環境は大きく変化し、漁協が行う増殖事業(放流)のみでは、漁業資源

を維持できる状況にない。このため、県としても、滞、業者自らにより解決することができない事項について、河川

環境を保全し将来に渡って健全な漁業を営むための取り組み(漁業協同組合等の提案に基づく取り組み)

を支援するものである。

2 主な事業内容

事業の内容 魚を育む内水面漁業活動支援事業補助金

実施主体 漁業協同組合又は任意団体

補助対象経費 (1) /i可川・湖沼内の水産資源増殖

採卵、採卵のための捕獲、種卵又は種首購入(漁業権魚種を除く)

(2)鳥獣被害の防除

有害鳥獣の駆除、有害鳥獣の追払い、追払い装置の導入

(3)漁場環境の改善

藻類の造成、人工産卵場の造成、河川湖沼内の清掃、外来魚の駆除、魚類遡上量又

は流下量等の調査

(4)普及啓発

釣り場マップの作成、釣り教室の開催

事 業 費 9，∞0千円

補 助 額 9，000千円

3 これまでの取組状況、改善点

[内水面漁業を取り巻く現状]

(1)環境面

-海洋環境の変動等によりアユの天然遡上量が激減。ウグイ・ノ、ェ(ハヤ)等の多様な生物も見られなくなった。

-河)11内の堆砂が苔や水草の成長を阻害。

-湖底に堆積したへドロやごみ等により水質が悪化し、魚貝類の生息に影響。

(2)増殖面

./可)11等の環境が激変する中、単なる種音放流による噌殖効果が低下。

-カワウによる食害が深刻化。

-冷水病、コイへノレベスウイルス病なと、の魚病がまん延。

(3)地域振興

-ヤマメ、イワナ等渓流魚の釣り客が、山間部の地域振興のきっかけとして期待されている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

2目 水産業振興費

事、業名 本年度 前年度 比較
財 1m(、 内

国敵地 起債 その他

水産課(内線:7309) 十

(単位:千円)

訳
備考

般財源

ギンザケ養殖支援事 35，898 32，196 3，702 35，898 

業

トータルコスト 37，458千円(前年度 33，749千円)[正職員 0.2人]

主な業務内容 補助金交付事務、事業者との打ち合わせ、事業実施状況把握

工程表羽蹴目標錨盟申 養殖漁業の振興

事業内容の説明

事業の目的・槻要

大手水産企業グループが県内内水面養殖業者と連携して取り組んでいる大規模なギンザケ養殖の事

業化に向けた施設整備に対して支援する。

2 主な事業内容
事業の内容 ギンザケ養殖事業費補助金

事業実施主体 ギンザケ養殖事業を実施する大手水産企業グノレ プ

補助対象経費 海面養殖施設の増設、機器整備等に要する経費

内水面での稚魚生産に必要な養殖施設の整備・改良

事業費 179，489千円(海面水揚げ量2，OOOtレベル)

海面:115，719千円+内水面:63，770千円

補助額 35，898千円

3 これまでの取組状況、改善点

(1)取組状況(実績・計画)

事業年次 H23期 H24期 H25期 H26期 H27期 H28期

内水面養殖期間 H23.7-H23.12 H23.12-H24.12 H24.12-H25.12 H25.12-H26.12 H26.12-H27.12 H27.12-H28，12 
海面養殖期間 H23.12-H24春 H24.12-H25春 H25.12-H26春 H26.12-H27春 H27.12-H2B春 H28.12-H29春

淡水での種苗|委託 15.0 60.0 79.0 107.8 136.0 160.0 

生産量 |直営 35.6 45.0 65.6 130.0 

海面での成魚生産量
112.0 471.0 667.0 819.0 1，250.0 2，000. 

(仕上がりは翌年)

0東日本大震災による漁業生産基盤の壊滅的被害を受けた大手水産企業グループが、ギンザケ養殖

事業の再開を目指し平成23年から美保湾での事業化実証試験を開始した。

02年間の試験結果から、美保湾産ギンザケは成長・肉質ともに評価が高いことがわかり、大手水

産企業グループは、県内で2，000トンの成魚生産目標(圏内シェアの 2割)の達成に向け、段階的に

施設を整備して増産していくこととなった。

0平成25年度から本格事業化し、海面水揚量1.000 tまでの施設を整備した。平成26年度には境港市

竹内団地に新しい加工場を整備 (6次産業化ネットワーク交付金[国・ H25補正J)し、平成27年4
月から稼働した。

0平成26年期(平成26.1一平成27.6)の海面水揚実績は819t。県外向けの出荷量は、「境港サーモン」

の生食用フィレ加工品の販売先が増えた結果、原魚ベースで413t。県内向けの出荷量についても、

県漁協への土場分と業務用卸売庖への販売が好調で、県内の主要スーパーの取扱量が前年から倍

増し、原魚ベースで27tとなった。

0平成27年7月からは、出荷まで内水面で育成した「大山湧水サーモン」を初出荷し、「境港サーモ

ン」とともに市場から高い評価を得ている。

(2)大手水産企業グループ会社の雇用状況(実績・計画) (単位:人)

区分 平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末

常時雇用 9 11 11 15 78 89 

臨時雇用 2 2 

合計 9 11 11 15 80 91 

※数値は、養殖部・食品部・業務部の合計値
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2目 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ

国庫支出金

漁場環境保全事業 10，240 19，364 ム9，124 92 

源 内

起債 その他

(使用料毎朝

728 

水産課(内線:7309) 

(単位・千円)

訳
備考

一般財源

9，420 

トータルコスト 19，598千円(前年度 30，235千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 補助金事務、処分命令、補償事務、事業実施状況調査等

耳嶺鮫激策目標錯関 安IL.'、して漁業ができる秩序ある漁場と豊かな漁場環境の維持

事業内容の説明

事業の目的・概要

漁業被害低減や漁業被害からの回復に取り組むとともに、疾病検査体制を確保し検査を実施することで、

漁場環境の保全を図る。

2 主な事業内容

(1)漁場被害に対する支援 (単位千円)

事業項目 事業内容 予算額 実施主体 補助率

漁場の回復 磯場資源回復緊急支援事業 2，950 鳥取県漁業 2/3 
平成26年9月に発生した有害赤潮被害を漁場に対 協同組合

し、早期に資源回復させるため、アワビ、サザエの稚貝 (中山支所)

購入経費を継続して支援。

事業期間:平成27~29年度
A 許 2.950 

(2)漁場の保全 (単位:千円)

事業項目 事業内容 予算額 実施主体 補助率

漁場の保全 湖山池覆砂支援事業 5，700 湖山池漁業

貧酸素水塊等の影響が少ない水域に新たな漁場を 協同組合 県1/2
整備するため、漁協が行う覆砂事業を支援し、ヤマト 市1/2
シジミ掃、獲量の安定・増大を図る。

事業期間:平成27~29年度
カワウ対策事業 531 県

カワウによる漁業被害に係る対策検討会を開催す

る。
メ合、 計 6.231 

(3)防痔体制の強化 (単位:千円

事業項目 事業内容 予算額 実織主体 財源

防疫体制の まん延防止命令の実施 500 県 日本水産資

強化 コイヘノレペスウィルスに感染したコイの所有者に対 源保護協会

し焼却、埋却、消毒命令を行った場合の損失補償を (助成事業)

行う。 10/10 
県栽培漁業センターにおけるウイルス検査の実施 375 県 同協会1/2

コイヘルベスウイノレス病検査に使用する試薬等の消 県1/2
耗品費。 検査手数料

魚病に対応する職員の研修受講 184 県 国1/2
魚類防疫体制強化のための研修の受講経費。 県1/2

lミh 言十 1.059 
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事業名 本 年度 |前 年度|比較 一J財
一
他聞

2目 水産業振興費

(新)

鳥取県水産多面機能

発揮対策事業

1，895 。 1，895 1，895 

トータノレコスト

主な業務内容

8，133千円(前年度 O千円) [正職員 0.8人]

補助金交付事務

万舗の政策目欄欄|安心して漁業ができる秩序ある漁場と豊かな漁場環境の維持

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

漁業者等で構成される活動組織が、国の水産多面的機能発揮対策事業を活用して行う藻場保全活動に

ついて支援する。(※国の行政事業レビューによる見直しに応じて、新たに地方負担を行うもの。)

活動費

平成25年~27年度 平成28年度~

2 主な事業内容

実施主体 漁業者、漁業協同組合、 NPO

事業内容 海藻の移植、食害生物の除去、海藻が生える岩にかかった漁網等の回収

補助率 活動にかかる経費の半分のうち、国が7割、地方自治体が3割(県1.5/10、市町村

1.5/10)を負担。

事業費 県補助金: 1，895千円

3 これまでの取組状況、改善点

近年、沿岸域の海藻が急激に減少する「磯焼け」が全国的な問題になっている。本県沿岸においても、高
水温による海藻の枯死や、海藻を食べる南方の魚が増えてきたことによる藻場の衰退が懸念されている。

※平成27年には浜村において、アワビやサザエの餌となるアラメが

枯れ、海藻を食べるムラサキウニが多数確認された(写真)。このよう

な状況が拡大すると深刻な磯焼け状況となり、アワビやサザエを始

め、藻場を住みかとする生物が少なくなる。

=今 藻場を保全するために本県では、県や国の補助事業を活用して平成16年度から藻場造成活動を行っ

ており、平成25年度からは国の水産多面的機能発揮対策事業を活用している。

併せて、平成27年度には鳥取県藻場造成アクションプログラムを改訂し、藻場造成のための行動計画

を示したところである。

五百軍事事歪成アクションプログラム(改訂版)の概要

藻場の減少が生じている県下の沿岸にアラメの海中林を造成する。外敵からの食害や高水

温対策として、移植直後に食害生物の駆除を行い、他の海藻が消失した海域ではあわせて高

水温耐性のあるホンダワラ類を積極的に増殖してアラメとホンダワラ類の混生藻場の創出を試

みる。これにより、平成32年には漁業者の多くが「藻場の回復」を実感し、沿岸漁業の豊カdょ資

源の回復が図られることを目標とする。

一178-



平成 28年度一般会計当初予算説明資料

2目 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内

部イ青 その他

資源増殖推進事業 17，693 6，924 10，769 

トータノレコスト 23，931千円(前年度 13，136千円)[正職員:0.8人]

主な業務内容 補助金交付事務、情報収集

工程表の政策目棟指関 安心して漁業ができる秩序ある漁場と豊かな漁場環境の維持

事業内容の説明

事業の目的・概要

水産課(内線 7309)

(単位:千円)

訳
備考

ー般財源

17，693 

水産資源の増殖を進めるため、養殖業者等が(公財)鳥取県栽培漁業協会から購入する種苗について、

購入費の一部を支援する。また、資源管理を適切に行うため、漁業情報処理システム(各漁協の魚種別、

漁業種類別の漁獲量と金額を自動的に集計)を運用する。

2 主な事業内容

(1)栽培漁業地域支援対策事業

事業内容 海域への種苗放流を積極的に行う者へ種首購入経費の 部を支援

実施主体 漁業協同組合、市町村等で構成する団体、養殖業者

補助率 放流種苗(ヒラメ、(新)キジハタ):3/4 
養殖種苗(ヒラメ、アワピ、イワガキ、ワカメ):1/2

((新)キジハ夕、(新)マサノ~):3/4

事業費 補助金: 17，014千円

(2)資源管理型漁業促進事業

事業区分 事業内容 j 実施主体 | 事業費

li章、業情報処理シスァム維持管理 |情報システムのり ス料 県 I 679千円

栽培漁業ビジネスプ 3，519 3，436 83 3，519 
ラン推進事業

トータノレコスト 5，079千円(前年度 4，989千円)[正職員 0.2人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の激策目標錦関 安心して漁業ができる秩序ある治、場と豊かな漁場環境の維持

事業内容の説明

事業の目的・概要

産業として成り立つアワビ・サザエの栽培漁業を推進するため、栽培漁業ビジネスプランを策定・実践す

る漁業協同組合の種苗購入経費の一部を支援する。

※栽培漁業ビジネスプランとは一 県の定めた目標漁獲量(5年後に現在の1.3倍)を目指し、アラメ

等の藻場造成、漁場管理(ヒトデ等の外敵駆除等)及び資源管理(産

卵期保護、禁漁区の設定、漁獲サイズの制限等)の活動計画

2 主な事業内容

実施主体 漁業協同組合

事業内容 「栽培;漁業ビジネスプラン」を策定・実践する漁協に対し種苗購入経費の一部を

支援

補助率 放流種苗(アワビ、サザエ): 1/3 

事業費 補助金: 3，519千円
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2目 水産業振興費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財

国敵雌

省エネ漁業推進事業 14，529 31，800 ム17，271

源 内

起債 その他

水産課(内線・7309)

(単位千円)

訳

一般財源 備考

14，529 

トータルコスト 15，309千円(前年度 32，577千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 事業の周知説明、補助金交付事務

工程赤力政策目標錨容易 経営能力の向上

事業内容の説明
1事業の目的・概要

資源の減少、漁価の低迷に加え、燃油価格の高止まりにより漁業経営状況が悪化している中、省

ネルギー化により漁業経営の改善に取り組む漁業者に対して支援を行い、漁業者の経営能力強化を

図る。

2主な事業内容

( 1 )事業実施主体

次の要件を満たす県内漁業者

(ア)20トン未満の漁船漁業者

(イ)補助申請時の年齢が満70歳以下の者

(ウ)過去3年間に平均90日以上の出漁実績がある者

(エ)省エネ化に資することを当該漁業者の所属する漁業協同組合長等が証明すること

ただし、 (2)支援内容のうち漁船用LED及び低燃費型船底塗料については、上記要件(ア)を満た

す必要はないものと:する。

(2 )支援内容

区分 補助対象の内容 補助対象経費の上限額 補助率

漁船用機器 省エネエンジン 7， 000千円

省エネエンジン以外の機器 2， 000千円 1/3 

漁船用LED 3， 000千円

漁船の改造 省エネ型漁船への改造 5， 000千円

低燃費型船底塗料 低燃費型船底塗料と従来との差額 塗料使用量X700円Ikg 定額

3 これまでの取組状況、改善点

0平成21年度から平成26年度まで実施した「漁業経営能力向上促進事業jにより、漁業経営改善計画を策

定して漁業経営改善に取り組む漁業者が省エネエンジン等設備投資を行うために必要な経費に支援した。

く補助実績〉 (単位・件)

年度 省工オ司ンス/ 糊銅轍量等 合計

平成21年度 4 。 4 

平成22年度 8 3 11 

平成23年度 9 5 14 

平成24年度 7 1 8 

平成25年度 7 2 9 

平成26年度 3 。 3 

0平成27年度からは、事業名を「省エネ漁業推進事業Jに変更し、補助要件の緩和及び補助メニュ

ーを追加を行った。

<補助要件の緩和内容>

-補助対象年齢の上限の緩和 (65歳未満→70歳以下)

-漁業経営改善計画の策定を補助要件から削除

<追加する補助メニュー>

-漁船用LED

-省エネ型漁船への改造

-低燃費型船底塗料
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2目 水産業振興資

財 源 内
事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他

水産課(内線 7309)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

沖合底びき網漁業生
25，319 29，476 ム4，157 25，319 

産体制存続事業

トータルコスト 26，099千円(前年度 30，253千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表窃腕目標銘関 省エネ型治、業への転換、経営能力の向上、漁場の変化に対応した漁法への転換

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成24年度に終了した国の担い手代船取得リース事業のリース残に対する助成及び現所有船の継続利用

のための機器整備費等の助成である。

2 主な事業内容

(1)沖合底びき網漁業生産体制存続事業(漁船リース)(平成23年度からの継続事業)

事業の内容 漁業協同組合が行う漁船ロース事業に必要な経費の一部を助成する。

実施 主体 漁業協同組合

補助対象経費 リ ス料のうちの付加料部分(付加料:Y ス料から船価を除いた額)

補 助 率
間接補助(国庫補助金を充当し、その残額から漁協事務費と消費税を差し引い

た額の1/3を市町村が負担する場合に限り、残りの2/3を県が負担する。

6年目以降の国補助率減額分は、船主負担とするロ)

予 算 額 8，652千円

(2)沖合底びき網漁業生産体制存続事業(機器等整備)(平成23年度からの継続事業)

事業の内容 現所有船の継続利用のために必要な機器整備経費等を助成する。

事業実施主体 沖合底びき網漁業者(漁業経営改善計画を策定した者)

補助対象経費 省エ才、機関、漁船用機器、神具等の整備経費

補 助 率 間接補助市町村1/6 県1/3

予 算 額 16，667千円

ー.

3 これまでの取組状況、改善点

漁船リース推進事業により平成15年度以降5隻の沖合底びき網漁船が建造されたが、平成17年度以降は

国の助成額が減額されたことなどから制度の利用実績がなく、漁船の更新が進んでいなかった。このまま放置

すれば、廃業による県内漁業等への影響が大きいため、県と市町村で助成率の見直しを行い、平成23年度か

ら新たにリース制度等を創設することで、沖合底びき網漁業の生産体制を維持することとした。その結果、平成

23年度に2隻、平成25年度に1隻の沖合底びき網漁船が漁船リース事業を利用して新たに漁船を建造し、操

業を開始した。また、平成23年度から、現所有船を継続使用するための機器整備経費を助成する事業を開始

したところ、平成23年度に1件、平成24年度に1件、平成26年度に1件の利用があり、漁ろう作業の効率化や

環境改善等が図られた。
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2目 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内

国庫支出金 起債 その他

水産課(内線 7309)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

浜に活 1漁プロ村ジのェ活占力
緊急再生プ クト 8，036 7，536 500 8，036 

トータノレコスト 11，155千円(前年度10，642千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 補助金交付事務、事業者等との打合せ

工程表羽蹴目標錨関 収い産益地性づのく高りいを儲推か進るす水る産。業を実現し、将来にわたって安定的に水産物を供給する強

事業内容の説明

事業の目的・概要

魅力ある商品づくり等により消費者の魚離れを食い止め、県産魚の消費拡大と魚価向上を図るため、水産

関係者による消費者エーズの把握や販路拡大、魚食普及の取組を支援するとともに、魚食普及番組を制作・

放映し、県産魚の消費拡大等を推進する。

2 主な事業内容

(1)もうかる漁村再生活動支援事業

県内4地域で策定した「浜の活力再生プラン(5年計画)Jの実践、具体化のために「プラン実施検討会J及
び「マーケyトイン交流」を支援する。

実施主体 県内4地域の地域水産業再生委員会

事業内容 プラン実施検討会 専門家を招鴨して、プアンの具体化、実施、評価などを検討。

マ ケットイン交流 漁村(生産者、加工業者)と消費者、量販居、農村等との地域間交

流の実施し、新ブ‘ランドの創出やマーケyトイン商品開発を行う。

事業費等 補助金 2，000千円 ( (定額(上限)500千円 X4地域(平成28年度限り)) 

(2)魚食普及活動強化推進事業

①県産魚の消費拡大や魚価向上を図るため、掃、協女性部等が実施する魚食普及活動を支援する。

実施主体 漁協女性部、魚食普及グルプ

事業内容 大学等での課外料理教室や学校給食向けメニューの提案等

事業費等 補助金 1，500千円 [定額(上限)500千円 X3団体〕

②消費者目線に立った魚食普及番組(実践的な魚の調理・保存方法、句の地魚情報等)の制作・放映を行

い、県産魚の消費拡大を図る。

実施主体 県(鳥取県CATV協議会に委託)

事業内容 魚食普及番組を委託制作し、県内CATV5局で放送する。

事業費等 委託費:4，536千円 (制作費、放送料)

※浜の活力再生プランとは・.. 

0個々の地域の現状に合わせて「将来自分たちのあるべき姿Jr取り組むべき課題Jを、地域毎に考え、「浜

の活力再生プラン」として策定。

0具体的には、地域の漁業所得が5年間でl割以上アップすることを目標とし、それを実現するための収入

向上の取組やコスト削減の取組などを整理してプランとしてとりまとめ。

or浜の活力再生プラン」を策定した漁業地域が取組実施のため国の補助事業を活用する場合には、優:

先採択、あるいは策定義務の仕組みが講じられている。

[県内4地区で平成26年度末に策定したf浜の活力再生プラン」の概要]

区分 関係市町村 取組概要 所得向上目標

岩美地区 岩美町 道の駅を活用した販促等 H25: 1， 149百万円=今回0:1，278百万円

中部地区 鳥取市、湯梨浜町 未利用資源の有効活用等 H25: 628百万円尋問。: 724百万円

西部地区 琴浦町、大山町、米子市 向鮮度出荷によるブランド化等 H25: 310百万円今日30: 372百万円

境港地区 境港市 両度衛生市場の整備等 H25: 1， 523百万円尋問。:1，985百万円
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2目 水産業振興費

事業名

日韓漁業対策費

(漁業共済掛金助成

事業)

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

財 源

本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

5，260 5，710 ム450

6，040千円(前年度 6，487千円) [正職員:0.1人]

補助金交付業務

経営能力の向上

内

その他

水産課(内線:7309) 

(単位:千円)

訳

備考

一般財源

5，260 

新日韓漁業協定の締結による暫定水域の設定に伴い、韓国漁船等との漁場競合によって水揚げの減少

が予想される漁業者等が漁業共済組合に支払う漁業共済掛金の一定割合を助成することにより、その影響を l

緩和し本県漁業の維持安定を図る。

2 主な事業内容

実 施 主 体 助 成 対 象 者 掛金の助成率

全国合同漁業共済組合 水産関係民間団体事業実施要領に定める補助を 自己負担額の10%(漁

鳥取県事務所 受ける者で、 50t以上の沖合底曳網漁業、いか釣漁 災法による国庫補助

業及びかにかご漁業を営む者 のない者は20%)

水産物加工流通対

策事業 3，324 6，604 ム3，280 3，324 

トータルコスト 8，003千円(前年度 11，263千円)[正職員 0.6人]

主な業務内容 関係者への事業周知、事業申請者への説明協議、補助金事務等

工程表刀腕目標併調 収産益地性づくのり高をい推儲進かするる水。産業を実現し、将来にわたって安定的に水産物を供給する強い

事業内容の説明

事業の目的・概要

水産物の流通改革や消費拡大に関するチャレンジ的な取組等l乙対して支援する。

2 主な事業内容

(1)助成事業 (単位・千円)

事業名 事業内容 予算額 補助率

水産物流通改革・消費拡 既存の水産物流通を改革し消費拡犬にチャレンジ 補助金3，000 1/2 

大チャレンジ支援事業 する先進的でモデル的な取組に対し幅広く支援 審査会 148 

未利用資源を有効活用!蓄養殖・加工実証事業 H28は具体的な要望なし

鳥取県版ファストフイツシュ生産促進事業

(2)産地消費者動向セミナー(年2回、 176千円)

県産魚サプライチェーン構築の普及啓発、きっかけづくりとして、生産者、仲買業者等を対象に、県主催の

最近の魚介類の消費者ニーズ、消費動向について鮮魚流通コンサルタントによるセミナーを開催する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

2目 水産業振興費

水産課(内線 7316)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 1原 内 訳

備考
国庫細金 起債 その他 一般財源

信都民入場

水産業企画振興事 26，358 27，681 ム1，323 10 26，348 

業

トータルコスト 31，037千円(前年度 32，340千円) [正職員 0.6人、非常勤職員:0.4人]

主な業務内容 韓国江原道との水産国際交流・水産関係諸団体への負担金、連絡調整

工程表刀政策目棟縮努

事業内容の説明

事業の目的・概要

本県で開催する日韓水産セミナーの開催経費、水産関係諸国体への負担金及び水産振興局の管理運

営・連絡調整に係る経費である。

2 主な事業内容
(1)第17回日韓水産セミナーの開催(日韓交互開催)2，292千円

(2)水産関係団体参画負担金 8，536千円

(3)その他連絡調整経費 15，530千円

とっとり賀露かにっこ館 (使用料等)

管理運営事業費
24，820 23，053 1，767 628 24，192 

トータ/レコスト 49，774千円(前年度 47，901千円) [正職員:3.2人、非常勤職員:3目1人]

主な業務内容 管理運営

工程表Hの政策目標俄訴事9
年間入館者数20万人の定着化

事業内容の説明

鳥取県立とっとり賀露かにっこ館の管理運営に要する経費である。

-管理運営(人件費、飼育委託費、生物購入費、電気料、施設管理委託費 等)

-展示企画、イベント費(体験イベント材料、記念品 等)

.PR費(パンフレyト作成等)
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2目 水産業振興費

事業名

[廃止]

陸上養殖推進事業

トータルコスト

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内

国庫支出金 起債 その他

。30，700 ム30，700

0千円(前年度 33，030千円)[正職員:0.0人]

水産課(内線 7309)

(単位・千円)

訳
備考

一般財源

井戸海水を用いた陸上養殖事業への新規参入を促すため、陸上養殖実証試験に必要な井戸海水取水施

設整備費、養殖施設整備費、市場調査等のマーケyティング経費を支援する。

2 主な事業内容

養殖事業への参入を検討している企業の事業実施計画が明らかになってから、改めて予算措置する。

3 参考

0県内における陸上養殖の取組状況

※現在、県はこれらの企業に対し、県栽培漁業センターによる養殖技術開発・普及指導(事業名養殖事業

展開可能性調査)などの支援を行っているところである。

[廃止]
砂浜域海水井戸開発 。 4，710 ム4，710
試験

トータルコスト 0千円(前年度 6，263千円)[正職員:0人]

事業内容の説明

事業の目的・概要

陸上養殖への企業参入を促すため、県内の海岸線の大部分を占める砂浜海岸において海水井戸開発

試験を行う。

2 主な事業内容

県内砂浜域に係る試験候補地での海水井戸開発試験が終了したため、本事業を終了する。
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4目 漁業調整費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源

国庫支出金 起債

漁業調整事業
f帯負?;9

13，648 7，221 6，427 2，819 

内

その他

(手散料)

427 

水産課(内線:7309)

(単位:千円)

訳
備考

般財源

作負担f副
10，402 

トータルコスト 59，656千円(前年度 53，035千円) [正職員:5.9人、非常勤職員:0.2人]

主な業務内容 制度設計、国・他県・他団体との調整、委員会の運営、申請書の審査・登録

工程表の政策目標(指標) 安心して漁業ができる秩序ある漁場と豊かな漁業環境の維持

事業内容の説明

書菱自展望会鯉づき漁業の管理、調整、指導を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業 区 分 事業内容 予算額 負担割合

県面漁地業先の海管面理及・び調整内水 業海の面円滑漁な業操及業びと内水水産面資漁源業のの保適護正培な養管を理図をる行ロい、漁

Z擁護妻著書長
対す韓る国協t帯議、船とと関の係漁機場関競へ合の、要違請法活操動業をな行どうの。諸問題に

調他整県との入会漁業の 業他聞の県調漁業整を者行とう入。り会って操業する海域に係る各漁 1，893 国庫定額

啓漁場発利業用者のと調遊整漁、者指の導漁、整の周漁を図知業る者、。まとた遊必漁要者にの応トラじブてル漁を場防利ぐ用たにめ係、調る整両規者則の等調

推漁進船漁業安全操業の

フび期災害・危間機管理義情態報など変の迅早速な急周事も知縮を行う。臨
海の運区漁営業調整委員会

・行漁漁漁政業業業庁許調に整の関可諮すのにる取問関制機扱す限方る関協・針と禁し議決止て定等の答につ申いての指示
3，053 国庫定額

会内水の運面営漁場管理委員
・行裁内政水定庁面(土のの地諮水及産問び機動土植関地物とのしのて定採の着捕物及申のび使増用殖権に設関定す等る)指示 1，178 国庫定額

漁登録船事登務録・遊漁船業 漁船登録・遊漁船業登録の事務を行う。 400 単県

ム(新整)備漁事船業登録システ 許漁の利船可便証登性録の発のシ向ス行テ上機ムを能を図を再る追。構加築すしる、こ綿と、業で許漁可業の関登係録手及続びき
7，124 単県

言十 13，648 

3・漁債船務登負録担シ行ス為テ限ム度保額守管理委託 1 ， 428千円(平成29~32年度)
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4目漁業調整費

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

漁業調整委員会費

(海区漁業調整委員会 21，219 20，688 531 

費[職員人件費])

事業内容の説明

水産課(内線:7309) 

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 般財源

21，219 

海区漁業調整委員会事務局職員3名分の人件費である。

5目 漁業取締費

事業名

内水面漁業取締費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

本年度 前 年 度 比較
財

国庫支出金

5，818 7，069 r ム1，251

源

起債

水産課(内線:7309) 
(単位:チ円)

内 訳
備考

その他 一般財源

5，818 

7，378千円(前年度 8，622千円) [正職員:0.2人、非常勤職員:3.8人]

内水面漁業取締、内水面指導

安心して漁業ができる秩序ある漁場と豊かな漁場環境の維持

事業の秩目序的・概要
漁業 の維持を確立するため、内水面における漁業取締活動を行う。

2 主な事業内容
(単位千円)

事業区分 事業内容 事業費 負担割合

内水面漁業指導員 内水面漁業に関する法令が励行されるよう内水面漁
5，366 単県

経費 業指導員を配置 (13人)して適切な漁業指導・監視を行

フ。

内水面禁止看板修 内水面漁業調整規則で規定する禁止区域、禁止期間
235 単県

繕 の周知看板の修繕を行う。

取締活動費 知事任命した漁業監督公務員が内水面の「漁業に関

する法令」の励行に関する取締活動を行う。 217 単県

計 5，818 

ノ
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8目 漁港建設費

事業名 |本年度|前年度| 比較 !国庫支JL 源 内

起債 その他

特(公定共漁事港業i層)、場整備事業 1200，0001184，0001 16，0001 
<47，000> 

133，000 60，000 

トータ/レコスト 201，560千円(前年度 184，777千円) [正職員・0.2人]

主な業務内容 計画に係る打合せ等

工程表の政策目標(指標)I将来にわたって安定的に水産物を供給する強い産地づくり推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

水産課(内線:7309) 

(単位・千円)

訳
備考

一般財源

県費負担

7，000 54，000 

因が策定した高度衛生管理基本計画、特定漁港漁場整備事業計画に基づき、境漁港に高度衛生管理型市場を

整備する。

2 主な事業内容

(1)平成28年度当初予算による整備箇所

l 対象施設 | 内容

|陸送上屋 | 用地買収、移転補償

ω全体計爾概要

0水産物の安定的な提供に対応できる力強し、水産業づくりの推進及び消費者に安心・安全な水産物を提供できる

ように、境漁港で水揚げされる水産物の高度衛生管理を強化し、まき網漁業、かにかご漁業、沖合底びき網漁業、
いか釣漁業、各種沿岸漁業に対応した、高度衛生管理荷さばき所の整備を実施する。また、本事業を核として、付

加価値の向上と大量水揚げ・迅速処理に対応できるような集荷・販売力の強化に努め、観光連携によって地域活

性化を推進する。

0災害に強く安全な地域づくりの推進、地震・津波等の災害時に漁業の早期再開を図るため、陸揚岸壁の耐震化を

行う。

(3)総事業費 185億円

現計画は120億円であるが、資材費の上昇等により事業費の糟が見込まれることから、現在、計画変更の手続中

である。 ti ¥ ¥ 
(心全体整備スケジュール Il一一一

¥ 

... 
3 これまでの取組状況、改善点

平成25年3月にさかいみなと漁港・市場活性化協議会が策定した「さかいみなと漁港・市場活性化ビジョン」に基づ
き、平成25年度から国の直轄調査が開始され、平成26年9月には境港地区高度衛生管理基本計画が、平成26年10
月には特定漁港漁場整備事業計画書が公表となった。

この事業計図書に基づき、木県では、平成27年10月に基本設計をとりまとめ、現在、実施設計にとりかかっていると
ころである。
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9目 水産基盤整備事業費
水産課(内線:7309)

(単位:千円)

事 業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(公共事業)

魚礁調査・維持管理事業 457 368 89 457 

トータノレコスト 2，796千円(前年度 2，707千円)[正職員・0.3人]

主な業務内容 調査及び評価、関係機関との連携・調整

工程表の政策目標(指標) 漁場資源の増産

事業内容の説明

中海の基礎生産力を増大させるために整備した藻場造成マウンドの保守管理を行うための経費である。

(単位:千円)

事 業内容 事業費

中海藻場造成マウンド標識灯保守点検委託料 457 

(公共事業)

フロンティア漁場整備 <76，000> 県費負担

事業負担金 95，635 92，401 3，234 95，000 635 76，635 

(直轄負担金)

トータノレコスト 97，195千円(前年度 93，691千円)[正職員 0.2人]

主な業務内容 直轄事業に係る関係機関との協議・調整、負担金の協議・支払い

工程表の政策目標(指標) 漁場資源の増産

事業内容の説明

国が排他的経済水域内で行うズワイガニ、アカガレイを対象とした保護育成場の造成及びマイワシ、

マサパ、マアジを対象とした資源増大のための湧奔流漁場造成に対する負担金である。

(単位:千円)

区分 国直轄事業費 うち鳥取県負担金 事業内容

日本海西部地区 1，463，975 66，611 保護育成礁のブロック製作、大水深で

(ズワイガニ、アカガレイ) のブロック据付に係る工事等

隠岐海峡地区 1，480，787 29，024 人工海底山脈(マウンド)造成のブ、ロy

(マイワシ、マサハ¥マアシ') ク製作、大水深でのブロック据付に係

る工事等

言十 2，944，762 95，635 

全体事業概要

[日本海西部地区]

事業期間:平成19~28年度総事業費 8，660百万円 事業規模 8，400ha、21箇所設置場所:山陰沖合

[隠岐海峡地区]

事業期間平成25~28年度総事業費 :2， 100百万円 事業規模:1.0ha、l箇所設置場所.隠岐海峡

(注)起債欄の上段く 〉書きは、交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄のく >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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9目 水産基盤整備事業費 単位・千円
水産課(内線:7309) 

事業名 本年度 、前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(公共事業) (34，000) 県費負担
水産基盤整備事業 84，000 33，600 50，400 42，000 42，000 34，000 

トータノレコスト 86，339千円(前年度 35，930千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 十イワガキ着定基質の製作、設置

工程表刀攻策目標緒開 漁場資源の増産

事業内容の説明

事業の目的・概要
「夏輝ブランド」で知られるイワガキは、鳥取県の沿岸漁業における重要対象種であるが、近年漁獲量が

減少していることから、資源の糟産を図るためのイワガキ増殖場を整備する。

2 主な事業内容
(単位千円)

項目 実施主体 事業内容 予算額 参考

イワガキ増殖場 県内I地区において、イワガキが付着するた

整備 県 めの着定基質(コンクリートプロック等)を製 84，000 国1/2
作し、浅海域に設置してイワガキの増産を図
る。
整備箇所:酒津
ブロック設置数:計280基
漁場開発面積:計0.70ha

※全体事業概要
整備年度:平成24年度~平成28年度
整備箇所数:12地区
事業量:六脚ブロック12t型計2，520基
漁場開発面積:6.05ha 
事業費:760，46.7千円(国1/2、県1/2)

言十 84，000 

(注)起債欄の上段( )書きは、交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は起債欄の( )書きの金額と一般財源の金額を力目算したものである。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

5項水産業費

2目 水産業振興費

境港水産事務所(電話 0859-42-3167)

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

高度衛生管理型市場 4，164 2，888 1，276 4，164 

推進実在事業

トータノレコスト 8，063千円(前年度 6，771千円)[正職員:0.5人]

主な業務内容 委託事務、補助金事務、連絡調整など

工程表の政策目標(指腸 高度衛生管理型市場の整備へ向けた基盤づくり

事業内容の説明

事業の目的・概要

境港市場を高度衛生管理型市場としていくためには、現状の荷捌き方法(作業工程)の多くを見直す必

要がある。このため、県(市場開設者)と荷受業者等が連携し、荷捌きに適合した資材の開発・導入試験を

行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業区分 事業内容 実施主体 補助率 予算額

荷捌き資材の 境市場の荷捌きに適合した資材を導入するた 県 3，564 

試作品開発・導 め、試作品開発をコンサル・鉄工所など外部に (市場開設

入試験 委託すると共に、既存品を購入し、実用的に改良 者)

を行う。

-専用活魚水槽の導入

(活魚の水質管理対策)

-ベニズワイガニ漁業用ベノレトコンベアの開発

(岸壁からの異物混入対策)

-ベニズワイガニ漁業用敷台導入の検討

(長靴・床からの汚染対策)

-平成27年度試作品(選別台等)の改良

資材開発・作業 両度衛生管理を実践している市場の作業工程 荷受業者等 県1/2 600 

工程検討調査 や使用資材調査費の補助

メ口企入 言十 4，164 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成27年度より、木製の魚箱や選別台による木片・細菌の混入といった容器等からの汚染対策を目的とし

て、プラスチック魚箱の導入、ステンレス製の選別台の検討、長靴・床からの汚染対策を目的とした松葉が

に陳列用専用敷台を検討している。

-卸や、生産者など関係者の意見を聞きながら、現場に合った資機材の導入試験を行っており、関係者の高

度衛生管理に向けた意識向上につながっている。
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2目 水産業振興費

事業名 本 年 度 前年度 比較
財

国庫支出金

境港水産事務所(電話:08回-42-3167)

(単位千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

境港お魚ガイド活動 2，532 2，532 。 2，532 
支援事業

トータノレコスト 4，092千円(前年度 4，085千円) [正職員 0.2人]

主な業務内容 補助金交付事務など

工程表似攻策目標備関 観光分野との連携、漁港見学ツアーの充実、食育・魚食普及活動の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

専門ガイドによる境漁港見学ツアー及び各種魚食普及活動等を支援し、産地境港の知名度向上並びに水

産物の消費拡大、単価アップを図る。

2 主な事業内容

補 助 金 名 境港お魚ガイド活動支援事業費補助金

境漁港見学ツアーの実施及び各種魚食普及活動(工場見学、

補助対象事業の概要 料理教室、お魚検定等)を実施する専門ガイドの雇用経費並

びに取組費用を助成する。

補助対象 経費
専門ガイド人件費(2名)、旅費(県外PRに係る旅費を含む)、

消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用賃借料等

実 施 主 体 般社団法人境港水産振興協会

事 業 費 5，626千円

負 担 割 〆E念Z、 県4.5/10 市4.5/10 事業主体1/10

補 助 額 2，532千円

3 これまでの取組状況、改善点

お魚ガイドは観光客の評判が良く高評価であり、マスコミ関係からの取材や問い合わせも多い。また、 ]TB
の個人向けオプ、ンョンツアーとの契約により参加者数がさらに増加してきたが、平成25年度限りでツアーの取

扱いが終了したため、旅行代理庖の新規取扱い等へ向けてのPRが必要な状況である。

ツアーの参加範囲は山陰中心から関西、関東、九州、沖縄など全国的に拡大しており、さらなるPR及びツ

アー内容の充実が求められている。

[市場見学ツアー実績]

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

実施期間 6/1~7/31 6/1 ~1l/30 4/1~1 1/30 4/1~3/31 4/1 ~3/31 4/1~3/31 4/1 ~3/31 

参加団体数 14 56 194 123 165 97 109(※) 

参加人数 271 495 1，014 763 1，323 1，364 1，148(※) 

マグロ見学 B月以降、 「境漁港見 委託から補 早朝セリ見 ]TBの個人 参加人数が

ツアーとし 「境漁港見 学ツアー」と 助事業に転 学ツアーを 向けオプシ 3年連続の

備 考
て、 6~7月 学ツアーJとして一本化 換し、通年 開始した。 ョンツアー 1，000人超

のみ実施し して実施期 し、実施期 実施とし の取扱いが え。

た。 聞を延長し 聞を4~11 た。 終了。

た。 月とした。

※平成27年度の参加団体数及び参加人数は、平成27年12月末までの実績値。
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2目 水産業振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国底拙金

境港水産事務所(電話:0859-42-3167) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

さかいみなと漁港・市 1，769 1，709 60 1，769 

場活性化推進事業

トータノレコスト 37，640千円(前年度 37，428千円)[正職員:4.6人]

主な業務内容 補助金交付事務、衛生関係マニュアノレ検討、協議会・意見交換会開催など

工程表刀政策目標銘担割 高度衛生管理型漁港・市場整備に係る基本設計の策定

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成25年3月に策定した「さかいみなと漁港・市場活性化ビジョンJを踏まえ、国が平成26年9月に策定した

「高度衛生管理基本計画」に基づき漁港・市場整備が進められている中、市場関係者の意識の向上を図り、

衛生管理の運用(ソフト)に対する理解を深めていくとともに、高度衛生をアピーノレポイントとした境港ブランド

の強化を図り、県内外へ広く発信する。

2 主な事業内容

(単位・千円)

事業区分 事業内容 予算額

境港市産地協議会調査・ 境港市産地協議会(事務局:境港市)が主体となって 642 

発信活動支援事業補助金 行う衛生管理型漁港・市場の先進地視察経費及び県

外への境港ブランド発信活動に対し、経費の1/3を県費

補助する。

さかいみなと漁港・市場活 -活性化協議会、 WG(作業部会)の開催 632 

性化協議会の開催及び衛 -市場衛生管理に関する研修会(専門家を招鴨)

生管理体制の検討等 -高度衛生管理体制(管理マニュアノレ)の検討

県民への広報及び意見交 -消費者団体、観光分野(水木しげるロ ド関係者等)、 495 

換会の開催 自治会等との意見交換会の開催

-境漁港PRパネノレ作成

-県政広報テレビ番組、県政だより、ワェブサイト、広報

パネノレ等による広報啓発活動

2口A 計 1，769 

3 これまでの取組状況、改善点

「さかいみなと漁港・市場活性化協議会Jでは、消費者の「安全・安心」のニーズに対応した高度衛生管理

型、かっ、災害に強い漁港・市場整備を推進するため、平成25年3月に「さかいみなと漁港・市場活性化ピ

ジョン」を策定した。

活性化協議会での意見集約、調整を経て、平成26年9月には水産庁により今後の漁港・市場整備の基本

計画となる「境港地区高度衛生管理基本計画」が策定された。

協議会では、高度衛生管理基本計画の策定に向けて全面的に協力するとともに、先進地視察や衛生管理

講習会を実施し、ビジョンの実現に向け取り組んできた。

今後も主として高度衛生管理の運用(ソフト)面の体制強化に力を入れ、取組を継続していく。
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2目 水産業振興費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財

マグロ資源地域活用 650 650 。
推進事業

トータノレコスト 6，109千円(前年度 6，086千円)[正職員 0.7人]

主な業務内容 補助金交付事務など

工程表の政策目標(指標) 食育・魚食普及活動の推進

事業内容の説明

事業の自的・概要

境港水産事務所(電話 0859-42-3167)

(単位千円)

源 肉 言問
備考

起債 その他 ー般財源

650 

日本一の水揚量を誇る境港産クロマグロの認知度向上・消費拡大及び資源管理への取組姿勢を県内外

へPRするための地域の幅広い関係者の連携による活動に対して支援を行う。

2 主な事業内容

(単位千円)

事業区分 事業内容 事業費 予算額 実施主体 補助率

鳥取県マグロ資源 クロマグロの認知度向上・消費 1，950 650 境港天然本マ 1/3 

地域活用推進事業 拡大及び資源管理といったPR グロ PR推進

費補助金 活動等について支援を行う。 協議会

境港水産振興費 1，326 1，326 。 1，326 

トータノレコスト 4，445千円(前年度 4，422千円)[正職員・0.4人]

主な業務内容 会議開催、関係機関との連絡調整、情報交換、活動支援、指導等

工程表の政策目標(指標)
角度衛生管理型市場の整備へ向けた基盤づくり

観光分野との連携、漁港見学ツアーの充実、食育・魚食普及活動の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

境港地区、県西部地区、境漁港の水産振興に係る事務を行う。

2 主な事業内容

-漁港の整備や市場の機能強化について、幅広く地元や水産関係者等の意見を聴取するために設置して

いる「さかいみなと漁港・市場活性化協議会」を運営する。

-関係機関と連携して、市場観光を推進する。

-境港産水産物の消費拡大を図るため、情報発信、食育、魚食普及の推進、ブランド化の推進等を行う。

-境港地区、県西部地区、境漁港の水産振興に必要な各種団体との連絡調整、情報交換、支援、指導等

を行う。
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5目 漁業取締費

事業名

海面漁業取締費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

境港水産事務所(電話:0859-42-3167)

(単位田千円)

本年度 前 年度 比較
財 源 内ノ 訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

32，800 95，330 ム62，530 32，800 

81，927千円(前年度 144，250千円) [正職員:6.3人]

漁業取締、船舶の維持管理

取締船「はやぶさ」による迅速、適確な指導、取締り

事業の目的・概要

漁業秩序の維持を確立するため、海面における漁業取締活動を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業区 分 事業内容 予算額

取締活動 知事が任命した漁業監督公務員(漁業取締船「はやぶさ」職員等)が

「漁業に関する法令」の励行に関する活動を行う。 18，454 

漁業取締船「はや 維持補修整備を行う。

ぶさ」の維持管理 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

通常整備 通常整備 通常整備 通常整備 14，346 
、 l回 2回 l回 2回

中間検査 定期検査

計 32，800 
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6款農林水産業費
5項水産業費 水産試験場(電話:0859-45-4500)

6目 水産試験場費 (単位千円)

本年度 前年度
財 源 内 訳

備考事業名 比較
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入等)
水産試験場試験研 49，903 51，429 ム1，526 19，465 30，438 
究費

トータルコスト 162，974千円(前年度 167，130千円) [正職員:14.5人、非常勤職員 8.0人]

主な業務内容 試験研究

-本県特産のズワイガニの水揚量1，200トン程度維持できる管理方法を確立。
-境港の水産加工を支えるべェズワイの漁獲量について、脱出口付き通常漁具を導入
することにより稚がにを保護し、 10，000トン程度の漁獲量を維持していく。
-沿岸漁業及びまき網漁業にとって重要な魚種であるマアジの資源回復を図る。

工程表の攻策目標銘自由 -日本海クロマグロの持続的利用のための調査研究
-沖合底びき網で混獲される小型のズワイガニ及びカレイ類を海底で逃避させる改良糖、
具の漁船への導入を図る。
-マイワシの資源変動を調査するための調査手法の開発
-鳥取県産魚の科学的調査によるブランド化の推進
-潮流観測ブイによる沿岸潮流情報の沿岸漁業関係者等への提供
-中海の漁業の再生に資するための調査研究

事業内容の説明
水産試験場の試験研究に要する経費である。

(単位:千円)

試験研究課題名 予算額 前年度予算額

(新)白いか高鮮度出荷技術開発試験[別途再掲] 121 。
， 

鳥取県産魚のブランドカを高める効率的活け締め手法の開 858 918 
発試験[)lIJ途再掲]

沿岸潮流観測ブイ修繕改修事業 7，636 6，781 

浮魚資源変動調査 11，519 11，536 

底魚資源変動調査 15，593 15，405 

中海水産資源生産力回復調査 2，178 2，470 

海洋環境変動調査 9，167 10，498 

水産情報発信事業 2，831 3，821 

計8課題 49，903 51，429 
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水産試験場(電話:0859-45-4500)

6目 水産試験場費 (単位.千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国蹴出金 起債 その他 般財源

(新)白いか高鮮度出荷技
術開発試験 (121) (0) (121) (121) 

トータノレコスト (901千円(前年度0千円) [正職員 0.1人J)

主な業務内容 試験・研究

工程表羽掛目標錨器開 鳥取県産魚の科学的調査によるブランド化の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要
ケンサキイカ(白いか)の新たな鮮度保持技術として、「活締め(神経締め)Jについて技術開発

及び評価を行い、消費ニーズが高く付加価値向上につながる新たな白いかの出荷形態を創出する。

2 主な事業内容

(1) 自イ8年カ度の中活に締有め効技な術活の締開め発手
H2 法の技術開発を行う。

(2)高鮮度を数値的に把握できる評価手法の開発
H29年度までに経時的に身の透明度を測定できる手法、体色の変化を把握できる手法を開発し、

活締めしたイカと従来の出荷方法のイカを比較し、活締めの効果を数値的に評価する。
[工程表]

H28年度 日29年度
①活締め技術の開発
②評価機器の開発
③評価の実施 〈と=三〉

④活締めマ ュアノレの策定 • 3 」れまでの取組状況、改善点
( 1)取組状況
-平成25年度に水産試験場と栽培格、業センターは、活イカブランド出荷システム実証試験を行い、「活イカ
取り扱いマニュアノレ」を策定した。
-その効果もあり、鳥取県漁協賀露本所を中心に白いか、スルメイカの活イカ出荷が普及した。(賀露本所
の活イカ出荷漁業者 2経営体→5経営体に増加、赤碕町漁協10経営体が活イカを実施、境港支所1経
営体指導希望)
-しかし、県内で活イカを取り扱う大手業者は、現状で東部及び西部に各l社と少ない。そのため、漁業者
が手聞をかけ活イカを出荷しても、業者の需要で魚価が大きく変動する(高値1，500円/杯→安値300円/
杯)。このため、活イカの持ち帰りが需要に左右されている状況である。

(2)改善点
-高鮮度の白いかの消費者ニーズは高く、活イカを出荷直前に魚箱に仕立てた鮮イカは、通常の1.5倍程
度の値が付くこともある。また、県外(京都)から、「鮮度の良いイカを出荷することは可能か?Jという間合
せがあるなど、活イカではない高鮮度の白いかに対してのニース
-そこで、活イカで陸揚げした白いかの高鮮度出荷技術(活締め)を確立することで、現在普及しつつある
活イカ陸揚げ体制を普遍的なものにする。
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6目 水産試験場費

水産試験場(竃話・0859-45-4500)

(単位千円)

事業 名1 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫拙金 起債 その他 般財源

鳥取県産魚のブランドカ
を高める効率的活け締め (858) (918) (660) (858) 
手法の開発試験

トータノレコスト (2，418千円(前年度4，024千円) [正職員 0.2人、非常勤職員 0.1人J)
主な業務内容 試験・研究

刀霊却現櫛目標併調 鳥取県産魚の科学的調査によるブランド化の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要
増加傾向の養殖漁業において魚種に対応した大量処理が可能な効率的活け締め出荷体制を確立する

ため、活け締め機の開発を行う。また、定置網等の魚にも応用させ、より高鮮度で付加価値の高い鮮魚出
荷により経営を安定化させる。

2 主な事業内容
-目標…魚種の形状・特性に対応した沈静化実用機および活け締め機の開発
-対象魚種・・ギンザケ、サパ、ハマチ、サワラ等
-共同研究機関・国立米子工業高等専門学校

年度 項目 内容および分担

27 電気刺激による沈静化手法検討 -電気刺激による沈静化試験(水試・高専)
-電気刺激による骨折や出血等 (水試)
-挙動分析及び魚体インピーダンス等の測定

(高専)

28~29 沈静化実用機の開発 -骨折・出血の低減化(水試・高専)
活け締め機の開発 -試作(高専)

-検証(水試)

3 これまでの取組状況、改善点
(1)取組状況
-電気による沈静化を行うため、すのこ型の小型試験装置を試作した。
-沈静化を行うための最適な通電条件の検討を行った。

(2)改善点
-沈静化した魚で一部に脊推骨の骨折及び出血が見られたので電圧調整による出血率の低減を試み、
3%までの低減に成功した。今後は、出血率ゼロを目標に通電方法の再検討を行う。
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6目水産試験場費

水産試験場(電話:0859-45-4500) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

第一鳥取丸維持管理費 ，，59，509 109，251 ム49，742 59，509 

トータルコスト 72，766千円(前年度 122，452千円)[正職員:1.7人]

主な業務内容 第一鳥取丸の維持管理

耳訪取激策目標俄調

事業内容の説明

試験船(第一鳥取丸)の安全な運行を図るためのドック等の維持管理に要する経費である。

平成28年度は、通常ドッグ(ベンド、ツグ)を実施する。

水産試験場管理運
続再評ヰ望号

営費
13，448 12，835 613 1，197 12，251 

トータノレコスト 26，705千円(前年度 26，036千円)[正職員・1.7人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 水産試験場の管理運営

工筆家ロロ政策目標仮説菊

事業内容の説明

水産試験場の管理運営に要する経費である。
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6款農林水産業費

5項水産業費

10目 栽培漁業センター費

事業名 本年度

栽培漁業センター

試験研究費
49，814 

前年度 比較
財

融制金

61，242 ム11，428 1，078 

栽培漁業センター(電話:0858-34-3321)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

日芽側望号

120 48，616 

トータルコスト 123，115千円(前年度 135，015千円) [正職員:9.4人、非常勤職員:8.7人]

主な業務内容 調査、試験研究

栽培漁業の推進(栽培漁業実用化対象種:8種)

工程表校掛目標鈎関 資源管理体制の推進(資源管理対象種:11種)

収益性の高い漁業の創出と普及、市場価値の高い養殖対象種の創出と普及

魚病対策の実施、漁場環境の監視と修復技術の提示

事業内容の説明

栽培漁業センターの試験研究に要する経費である。

(単位:千円)

試験研究課題名 予算額 前年度予算額

(新)サケマス養殖技術支援事業[別途再掲] 1，702 

(新)美保湾ヒトデ大量発生による資源影響調査[別途再掲] 987 

資源回復技術開発試験 2，879 2，012 

豊かで安，むな魚を育む漁場環境監視事業 3，541 3，554 

キジハタ栽培j帯、業実用化支援調査 4，344 9，128 

魚病対策事業 1，715 3，417 

養殖事業展開可能性調査 6，202 12，365 

湖山池漁場環境回復試験 4，007 3，866 

沿岸漁業重要資源調査 9，425 9，624 

東郷池ヤマトシジミ資源回復試験 7，923 8，234 

(新)アユ資源緊急海洋生態調査[別途再掲] 980 

環境に適した漁法の開発試験 3，522 2，237 

藻場造成調査 619 2，195 

未利用海藻増産試験(海の葉っぱピ、ジネス創出活動 1，968 1，947 
Part 11) 

活イカブランド出荷システム実証試験[事業終了] 926 

美保湾ヒラメ事業放流サポート調査[事業終了] 1，737 

言十14課題(終了2課題)
49，814 61，242 
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栽培漁業センター(電話:0858-34-3321) 

10目 栽培漁業センター費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳 l備考

国庫拙金 起債 その他 一般財源

(新)サケマス養殖技
(1，702) 

術支援事業
(0) (1，702) (1，702) 

トータノレコスト (4，041千円(前年度 0千円)[正職員:0.3人、非常勤職員:0.1人J)

主な業務内容 試験・研究

工程初瞬間標錨関 魅力ある養殖対象種の創出と普及

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取県ではサケマス類の養殖が盛り上がりをみせており、さらなる発展の可能性が認められることから、技

術支援を行うことで、県内のサケマ只類養殖のさらなる増産に繋げる。

2 主な事業内容

項目 事業内容

ギンザケの雨水温 {也魚種ではビタミンC等を添加したエサの投与により、高水温耐性の獲得が可

耐性の獲得の検討 能であることが知られている。同様にギンザケで高水温耐性の獲得を目指す。

二倍体(※)作出 ージマスにおいて開発されている二倍体技術を本県ージマス養殖に導入し、二

技術の導入 倍体作出技術の精度を向上させる。

(※)ニ倍体とは、染色体を3組持つ生物(通常は2組なので一倍体)のことで、産卵期に卵巣が発達しな

いため卵に栄養をとられず、身ヤセしない特徴がある(例 ニジマス等)。

3 これまでの取組状況、改善点

-鳥取県内では、美保湾におけるギンザケ養殖の他、関金町には日本屈指の規模を誇る養魚揚がギンザケ

稚魚、ニジマス、ヤマメ等を生産し、それぞれ生産規模を拡大しつつある。他にも2者がサケマス類の養殖を

実施している。

-ギンザケ養殖では、海水馴致時の温度差による減耗や出荷時期の拡大といった課題、ニジマス養殖等で

は、産卵期の品質悪化(身ヤセ・色落ち)による刺身商材不足といった課題がある。

-現在、県内サケマス類養殖業者からは、ギンザケの高温耐性獲得の検討やニジマス等の三倍体技術の精

度向上などが要望としてあがっている

-これらの要望はいずれも生産性の向上及びニーズの強い刺身商材の販売機会拡大を目的としており、中山

問地域の振興、県内業者のさらなる収益拡大が期待できる。
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10目 栽培漁業センター費

事業名 本年度 前年度 比較
財

栽培漁業センター(電話:0858-34-3321)

(単位.千円)

源 内 訳
備考

紀イ音 その他 ー般財源

(新)美保湾ヒトデ大 (987) (0) (987) (987) 

量発生による資源影

響調査

トータルコスト (3，326円(前年度 0千円)[正職員:0.3人、非常勤職員:0.5人J)

主な業務内容 調査、試験、研究

工程表窃攻策目標併調 漁場(沿岸・内水面)環境の監視と保全技術の開発・普及

事業内容の説明

事業の目的・概要

大量発生したヒトデの現状等を把握し、効率的な駆除方法の提示を行う。また、美保湾域で放流等を行っ

ているヒラメ・パイなどの栽培漁業対象資源に与える影響を把握し、これら資源の増殖方法の検討を行う。

2 主な事業内容

区分 事業内容

(1)効率的な駆除方法についての検討 調査内容:小型底びき網による曳網調査で、ヒトデ時期別

-海域別の分布及び生態の把握、効果的な駆除方法の検

討を行う。

(2)パイ、ヒラメ資源に与える影響把握と 調査内容:小型底びき網による曳網調査及び市場調査

増殖方法の検討 で、ヒトデ、によるバイ稚貝の食害実態及び放流ヒラメに与

える影響を把握し、資源増殖策を検討する。

3 これまでの取組状況、改善点

(1)平成26年秋季に美保湾でヒトデが大量発生し、ヒラメ等を漁獲する小型底びき網では擦れ等により漁獲

物が傷つけられたり、操業ができなくなる等の甚大な影響を及ぼした。

(2)県はヒトデ駆除のため支援事業を実施し駆除を行ったが15トン程度の回収に留まり大規模な駆除はで

きなかった。

(3)平成27年春のヒラメ稚魚分布調査においても大量のヒトデ(マヒトデ、スナヒトデ等)の入網が確認され

た。また入網したヒトデには、昨年の再生産群と恩われる幼体のヒトデが大量に含まれており、大量異常

発生が一過性ではなく、引き続き発生することが懸念される。

(4)また、殻高2cm未満の小型のバイが月の経過に伴って減耗している状況が観察され、ヒトデによる食害

の可能性が示唆された。
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1 0目 栽培漁業センター費

栽培漁業センター(電話:0858-34-3321) 

(単t立:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
起債 その他 ー般財源、

(新)アユ資源緊急海 (980) (0) (980) (980) 

洋生態調査

トータルコスト (1，760千円(前年度 0千円)[正職員:0.1人、非常勤職員・0.2人])

主な業務内容 調査、研究

工程表η掛目標絡協 漁場(沿岸・内水面)環境の監視と保全技術の開発・普及

事業内容の説明

事業の目的・概要

アユ資源は、人工放流種苗のほか天然遡上資源、に大きく依存していることから、天然アユの遡上が極端

に少なく、著しい不漁となっている原因を究明し、対策を検討するための緊急海洋生態調査を行う。

く日野J11のアユ資源状況>
(単位:万尾)

区分 人工種苗放流数 天然遡上数 摘要

平成25年度 125.0 388.0 平成27年度の天然遡上数は平成25年度の100

平成27年度 145.0 3.6 分の1以下

2 主な事業内容

アユは河川の下流域で1O~1l月に産卵し、生まれた仔魚は直ぐに海へ下り、春に再び川を遡上する生

活を送っている。天然アユの遡上が少ない原因は、この海洋生活期にあると考えられることから、本県の海

域におけるアユ仔稚魚の資源変動要因を明らかにする。

調査内容 考えられる対策

アユ仔魚との競合生物調査 ①アユの海洋での減耗要因の解明(カタクチイワシ発生量や水温変

(カタクチイワシ等の資源量把握) 動などとの関係解明)

餌料調査 ②アユ遡上数、遡上時期の予測

(プランクトンの量の把握)

水温測定 [対策]司遡上数量の予測に基づく各漁協による放流数・時期の

(海水温の把握) 調整

次年度のアユ資源量予測 ~長期的には~

水温や餌等の環境変動に対応した禁漁期等の柔軟な対応

3 これまでの取組状況、改善点

アユの海洋生活期の調査は平成27年度のアユの著しい不漁を受け、本県では初の試みに、平成27年

9月補正予算から開始しているものである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10目 栽培漁業センター費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国教出金

栽培漁業センター(電話・0858-34-3321)

(単位:千円)

源 内 訳
l備考

起債 その他 一般財源

栽培漁業センター 19，979 3，272 16，707 19，979 

施設強化事業

トータルコスト 20，759千円(前年度 4，049千円)[正職員・0.1人]

主な業務内容 調査、検討

工程表Hの政策目標併調

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

栽培t魚業及び養殖業の種苗供給ニーズに応えるため、老朽化した現有取水施設の更新及び強化方法に

ついて、経済的(整備費・管理費)かっ、魚介類の飼育に適した海水(水温・塩分・病原体の有無等)の取水

方法を目指して調査・検討を行う。

2 主な事業内容

事業区分 事業内容

次期取水設備の事前調査 平成27年度に開いた2回の「栽培滞、業センター次期取水設備検討

委員会jで、委員から、次期取水設備に向けた事前調査は海水井

戸による取水が望ましいと提案されたため、海水井戸の試掘調査を

行う。

(1)海水井戸の試掘調査(委託)

(2)海水井戸試掘調査結果報告会の開催

3 これまでの取組状況、改善点

(1)外海水導水施設の状況

①中 700mm導水管(昭和55年度整備:35年経過)

老朽化により鋼管肉厚が薄く、管内の清掃・修理が困難となっているため、詰まり次第使用不能となる。

②中 500mm導水管(平成6年度整備:21年経過)

これまでに亀裂破孔が3回(平成16年、平成19年、平成26年)発生し、その度使用不能・修繕してきながL

特に平成27年度の修繕には3，456万円を要した。これまでの経緯から今後も破孔が予測される。

(2)海水井戸の状況

①近年の使用水量の精大や海水の高水温化(夏期に30"C近い)に対応するため、平成17年度と25年度に、

敷地内に海水井戸(4本)を整備した。

②但し、海水井戸は経費(整備費・管理費)節減に繋がるが、海水温の変動幅が狭い(15~20"C)ため、特に
夏期の高水温(20~25"C)が必要なマサパやキジハタなどの養殖技術開発や種苗生産には、通常海水と

の併用が必要である。よって、老朽化した外海水導水管の代替取水施設が必要である。

(3)栽培漁業センター次期取水外海水導水施設検討委員会からの提案

平成27年度次期取水設備検討委員会を2回開催し、専門家の意見を収集した。その結果、センター周辺

の海に近い位置で海水井戸を掘り、より外海水に近い地下海水を手に入れることで、外海水の代替水とす

ることが望ましし、という提案を受けた。
J f 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

栽培機業センター(電話:0858-34-3321) 

1 0目 栽培漁業センター費 (単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備 考
国教出金 起債 その他 一般財源

衡是負担行為

栽培漁業センタ} 101，04C f影所」聖司
管理運営費 47，621 86，366 ム38，745 469 

トータルコスト 57，758千円(前年度 96，461千円)[正職員:1.3人、非常勤職員:3.7人]

主な業務内容 栽培漁業センターの管理運営

工程表刀攻策目標俗調

事業内容の説明

試験研究開発業務を支障なく行うための庁舎管理(光熱水費、建物・設備・機械の日々の点検、休日・夜間

の庁舎の警備等)、海水取水管の清掃、さらには、公益財団法人栽培漁業協会への交付金等に要する経費

である。

0債務負担行為限度額

公益財団法人鳥取県栽培掃、業協会交付金 101 ， 040千円(平成29~32年度)

おしどり維持管理費 1，398 2，672 ム1，274 1，398 

トータノレコスト 16，214千円(前年度 17，426千円)[正職員:1.9人]，

主な業務内容 調査船「おしどりjの維持管理

工程表η攻策目標世簡望号

事業内容の説明

沿岸漁業に係る試験調査を計画的かつ安全に実施するための船体の維持保全経費である。

句込

、
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
日款農林水産業費

1項農業費
1目 農業総務費

販路拡大・輸出促進課(内線・7832)

(単位田千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 tt 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

[「鳥取フードバレも取ー県戦」略輸事出業促] 
食のみやこ鳥 39，335 50，227 ム10，892 39，335 

進活動支援事業

トータノレコスト 44，014千円(前年度 54，886千円)[正職員:0.6人]

主な業務内容 連絡調整、補助事業、物産展開催等

工程表の政策目標(指標) 海外における県産品の販路拡大

1事等業ア事の内ジ取業容ア組のの圏を目説で支的明の援・販し概路、要県拡内大事や業T者PPが関輸係出園に、またり組、販み路や開す拓い等環の可能性があるEU固などに打って出る事業者
取 境を整備する。

2 主仕事業内容 (単位:千円

区分 事業 内 容
実施

予算額主体

「食のみやこ (I)TPP関係国
県

輸制鳥強取出化県支事」援海業外体
水の開産催物等・和〔マ牛レ等ーをシ中ア心、とシしンたガ市ポ場ー調ル査、ベ、バトイナヤムー、ア招メへリカい等、観〕光物産展

(11，963) 

(2)ドド[台ーー湾ノノレレ、の・香全販港農路、とやタのイプ連〕ロ携モ等ーション力を活用した梨、スイカ、柿のブランド化 県

(10，505) 

(3)販新路規の市新場規開開拓拓
等のため見本市への出展、レストランフェアを開催 県

[EU、ロシア、マカオ〕 (14，925) 

(4)香すEC港るサ仕のイ組EトCみをサ活をイ構用ト築しにた県物産産品販を売出支品援し、国際宅急便を活用して小口配送 県

(2，740) 

援鳥促「食事取進の業県活み」動輸や支出こ 現輸[(補変地出助更促で率1年進の2商活間/3談動の)交会を支付、物援決産し定、展額県への産の上農出限林展を水設な産定ど物の(1の輸事輸業出出者に拡取/5大り，0に組00つむ千な県円げ内)る事業者の 事業者 39，305 

その他 (1)日本畜産物輸出促進協議会牛肉輸出促進部会負担金 県 30 

(2)鳥取県PR海外バッグ作成 県 (2，609) 

ii 言十 39，335 
(42，742) 

※( )は平成27年度2月補正(臨時会)で対応

3 これまでの取組状況、改善点
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名

(新)農産物関西販売拠
点チャレンジ「食のみや
こ鳥取県」フェア

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

6，160 。6，160 

9，279千円(前年度 0千円) [正職員 0.4人]

交付事務、団体との調整等

国内外における県産品の販路拡大

販路拡大・輸出促進課(内線:7832) 
(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

6，160 

る県関産西品圏販に売おフいェてア農に産対物し販て売支援拠す点、るとな。る常設底舗設置の可能性を探るため、]Aグループが主体となり開催す

2 主な事業内容
(単位:千円)

内 廿'*・ 実施主体 予算額 補助率

フェア開催に係る取組に対する支援 ]Aグループ(全農とっと

(運送料、会場使用料、装飾用資材費、 PRチ り、鳥取いなば、鳥取中

ラシ印刷費等) 央、鳥取西部、鳥取県 6，160 県1/2以内

畜産、大山乳業)と県漁

協で構成する関西販売

拠点準繍協議会(仮称)

lロb、 計 6，160 

3 これまでの取組状況、改善点

当初、常設l苫舗での農産物販売を検討していたが、]Aグループ関係者との会議を重ねた中で、まずは定

期的なフェアを開催し、ニース、把握・調査を行い、次の点についてさらに検討していくこととなった。

-採算面や物流面についての課題

-適地や庖銭形態(消費者の反応を踏まえる)

-販売品目(農産物だけの販売にとどまらず、精肉、乳製品、水産品、加工品など幅広く県産品を取り扱うこ

ととする。)
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1目 農業総務費

事業 名

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前 年 度 比較
財 源

国庫支出金 起債

販路拡大・輸出促進課(内線 7832)
(単位千円)

内 訳
備考

その他 般財源

(新)
「食のみやこ鳥取県」 55，698 。55，69E 55，69E 
メディア発信事業

トータノレコスト 72，854千円(前年度0千円)[正職員:2.2人]

主な業務内容 県産農林水産物のメディアを活用したPR活動実施及びこれに伴う連絡調整

工程去の政措目 IU指標) 県産農林水産物のブランド力形成を支援

事業内容の説明

事業の目的・概要
情報発信力の高い首都圏における集中的なメディア露出など、従来の試食宣伝型に留まらないPRを

展開し、県産農林水産物のブランド形成、販路拡大を支援する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 予算額

ブフンド化情報発信 生産者団体等と首都圏での情報発信について、具体的な内容を調

プロジェクト会議 整する。 1，211 

ブフンド化・販路拡大に -話題性や差別性の高い食材を中心として、よりインパクトや話題性

向けたPRの実施 の高いイベント・広告を仕掛けることにより高品質な鳥取県農林水 54，487 
産物や「食のみやこ鳥取県」の更なる認知拡大を図る。

-消費者に旬の時期に産地で食べる(=現地に行く)動機付けに繋

げていくようなメディア展開、有名厨での販売等を行い、観光キヤン
ベーンなどと連携を図りながら観光客誘致にも繋げる。
-ソーシヤノレネットワーク等を活用して広く消費者の認知拡大を図

る。

-認知度調査を実施し、事業実施効果を図る。 等

[想定するPR例]
-高級フルーツ府や人気パティシエとのタイアップ企画
-高級レストランでのフェア開催、シェフの招致

-テレピ、ラジオ等とのタイアップ企画
-雑誌掲載、ブロガーの活用 など

d口h 計 55，698 

3 これまでの取組状況、改善点
0これまでは、イベント開催とマスコミへのアプローチを同一業者に委託していたが、より事業効果を高める

ため、イベント開催業務とマスコミ等への情報発信業務をそれぞれ専門とする業者に委託する。

[イベント開催とマスコミアプローチを分ける狙い]

-企画力のある業者を選定することにより、注目度の高いイベントを開催できる。

-年聞を通したTV、WEB、出版等のメディア露出を確保する。

0従来ブ‘ランド‘化を図ってきた県産品(鳥取和牛、新甘泉等)だけで無く、本県のオリジナル産品(輝太郎、

花御所柿等)など話題性のある品目も積極的にメディア露出することにより、年聞を通じた「食のみやこ鳥

取県」のイメージアップを図る。

0県産農林水産物のブランド形成に加えて、高級レストラン等における定番メエュー化など販路拡大の促

進に取り組む。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
販路拡大・輸出促進課(内線:7833)

(単位・千円)

事業名 本年度 前 年 度
財

比較
国庫支出金

源 内 訳

起債 その他 一般財源
備考

食のみやこ鳥取県推進
事業(おいしい鳥取PR 11，539 11，539 。 11，539 
推進事業)

トータノレコスト 29，474千円(前年度 29，399千円)[正職員 2.3人]

主な業務内容 鳥取県フェアに係る企画運営・県内出展者との調整・商談、補助金交付など

工程表の政策目標(指標)商談会・県フェア開催によるマッチング機会を増やす

事業内容の説明

事業の目的・概要

語会ま等た嬰を開ア催ン融すテるナaン関ヨツプを共鑑同宣許してu制、る岡山県を7はEじ駿め近F県Fk2連開携して発、首都臨圏iとお議いて議農産官物の商、警談

2 主な事業内容
(単位千円)

事業名 実施主体 事業内容 事業費 予算額 補助率

農産物等販路 農事業業者法人等、
事業主体の創意工夫による販路開拓活動支援 6，000 3，000 県1/2

開拓支援事業 0国内における販路の支開援拓支援
0消費者との交流

県産品販売友 県 Oピーコックストア千里中央庖 7，539 7，539 
好庖提携事業 -定期的舗な展鳥開取す県る鳥フェ取ア県のフ開ェ催ア

-多庖 (農産物中心)

。名の開古催屋高島屋

-旬の時期に鳥取県の良質な農産物等をPR
しながら販売
-外商カタログでの県産品の販売

岡山県をはじ 県 -共同アンテナショyプ及び東京大田市場にお 1，000 1，000 
めとした中国 いて、岡山県共産を品はのじ販め路!とした中国地方の近県と
地方連事携業販路 連携して、県 拡大を図る。
拡大

合計 14，539 11，539 

3 これまでの取組状況、改善点
く取組状況〉
0例年10件程度の農業法人等による販路開拓の取組を支援している。
0ピーコックストア千里中央底(豊中市)において、月 1回(12月を除く)の鳥取県フェア(農産物、加工品)を
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1目 農業総務費

事業名

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

販路拡大・輸出促進課(内線:7832)
(単イ立:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

食のみやこ，鳥取ブランド団 30，724 30，911 ム187 30，724 
体支援交付金

トータノレコスト 33，843千円(前年度 34，017千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 交付事務、事業評価、広報等

工程表の政策目標(指標)商談会、県フェア開催によるマッチング機会を増やす

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内の農林水産業団体が「食のみやこ鳥取県」の県内外への発信を目的に実施する商品開発や販路拡大、

消費者交流等の活動を支援する。

2 主な事業内容
(単位・千円)

対象事業 対象区分 予算額 補助率

「食のみやこ，鳥取県Jの推有し進たに新向商け品たの取企組画 JA 13，000 
(例)・農林水産物を活用 開発

-県内外への販路開拓、地産地消の推進 全農とっとり 7，000 県1/2以内
-直販施設整備やネット販売の事前調査
-生産者・消費者交流、異業種連携など 漁業協同組合 4，000 

水産加工業協同組合

業費※※新園はに対規つ、県象のいそ外取ての組支)他援、の拡す補充る助さ。れ金(たたをだ取受し組け、等てハいをー対なドい象整独と備す自、る人事。件

標準事務費 6，724 

合計 30，724 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成18年度からの交付金化により、事業者の自由な発想による柔軟な事業展開が可能となり、対象団体
の自主的かっ積極的な取組が促進されるとともに、事業担当課及び交付要綱の一本化により、県・団体

ともに事務の効率化が図られている。

-販路拡大、地産地消の推進、都市部消費者との直接交流等の取組が進んでいる。

(取組事例)
'JA鳥取いなば.直販事業の強化、農産加工品の開発等

'JA鳥取中央.直売所の消費拡大、商品開発等
-大山乳業農業協同組合:展示会出展、ブランドパッケージ開発、試食宣伝活動等
-全国農業協同組合連合会鳥取県本部:県外て、の試食宣伝、販売促進活動等
鳥取県漁業協同組合・販促グッズの作成等
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名

[廃止]
「食のみやこ鳥取県J
首都圏メディアキャンペーン
事業

トークノレコスト

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

本 年 度 前 年度 比較

。 73，226 ム73，226

0千円(前年度 88，756千円)

販路拡大・輸出促進課(内線:7832)
(単位:千円)

財 源内訳
備 考

国庫支出金起債その他一般財源

首都圏における集中的なメディア露出などにより、県産農林水産物のブランド形成、販路拡大を支援する。

2 主な事業内容
事業に対して一定の成果が得られたため、廃止する。

食売事[廃の業り止込み]めやこ!J鳥とっ取と県り~元気ブランド 。 10，500 ム10，500

トータノレコスト 。千円(前年度 12，053千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要
テレビ‘ンョyヒーング番組の開設、放映を通じて食のみやこ鳥取ブランドのさらなる向上や県産品の販路拡大等

を支援する。

2め主、平一な成旦事27事業年業内度を容事休業止結す果る等。を検証しながら、より効果的な事業になるような仕掛け等について再検討中であるた
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6款農林水産業費
1項 農 業 費
1目 農業総務費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

食のみやこ推進課(内線:7835) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

や食事こ業の」(み推発進や見事こ・体鳥業験)取「県食推の進み 32，227 33，512 ム1，285 32，227 

トータノレコスト 57，181千円(前年度 59，913千円)[正職員・3.2人]
主な業務内容 企画運営、普及啓発、交付金交付事務

県内外への食のみやこ鳥取県の浸透、県産農林水産物のPR
工程表の政策目標(指標) 食による地域振興、学校給食等での地産地消の推進

食のみやこ鳥取県推進サポータ}の拡大

事業内容の説明

事業の目的・概要
県民が「食のみやこ鳥取県」を実感、体験できる向環け境たづくりを進め、鳥取の食の豊かさを積極的に県内外に

発信する機運を高めるとともに、県産品の全国に PRを行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業項目 事 業 内 廿H づ 事業費 予算額 実施主体 補助率

録「食、のPRみ等やこ鳥取県」推進サボーターの登 2，000 2，000 県

県ク「食・」ロ商「の鳥ゴ品みマ取パやー物ッこクがケ鳥」たー、取り「ジ県ロふ等ゴ」るママへさーーとの認クク「推食」証添奨の食付事み品の業やロ支ゴこ援鳥マ取
4，000 2，000 

t推ふっる同進社県説産サ品ホ承獄認・ー事事タ業業ー者者
県 1 /2

食ジの発み信やこイメ

地わ(B・元り生5、5の産食ラ逸者文ジ品、オ化企再、を業発日メ等デ本見ィの海事ア製新業を造関通現連じ場載てや発)商信品のこだ 6，453 6，453 県

「とっとり県産品利用促進協議部会」の開催 56 56 県

食取のみやこ鳥支 食品の支化の援み・ブやラこン鳥ド化取に県つのなイがメーる民ジ間ア等yプのや取特組産へ
県 1/2 

県づくり 18，590 10，090 民間団体等 ーー・・・・・--
援交付金 非県営利10イP/ン1ト0等

材化学促供校進給給事シ食ス業等テ食ム整市め備町に行村等うのが広取県域組産的へ食、材の効支を率学援的校供給給食体に制導入の検する討た、
900 450 

プ市産等者町グ村ノ、レ生 県 1/2 

松7ヲ葉ンドが発に傍ト襲ッ業7' 
特選とっとり松葉がに五輝星の県内外への 1，604 1，604 鳥議会取県産量PR推進協 定額
PR 

発県信産事魚業ブランド ラ県ン産ド魚化販活売動、支消援費拡大のための県産魚のブ 3，200 1，600 
鳥取県産魚F

県 1/2 R推進協議会

鳥取県・秋田県 鳥めの取共県同・秋PR田イヘ県シのト及ハヂびハ飲タの食認底知7ェ度7の向開上催のた 13，818 6，909 共同ノψすPR事業 県. 

県強化産支牛援肉事販業売 め県と産し牛た肉県販産売牛強肉化ののPRた活め動のへ鳥の取支和援牛をはじ 2，130 1，065 販鳥売取協県議牛会肉 県 1/2 

ぷEbZ、 計 52，751 32，227 

3 これまでの取組状況、改善点
-く県民の機運醸成・イメージ定着〉 食のみやこ推進サポーターの拡大に伴い、「食のみやこ鳥取県Jの
ロゴ・イメージも着実に県民に浸透している。[サボーター登録数:1，333府舗(平成28年1月12日現在)J
.<県民主体の「食のみやこ鳥取県Jづくり〉 食のみやこ鳥取県づくり支援交付金の活用により、民間を主体
とした食による地域振興活動が拡大している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

財
事業名 本 年 度 前年 度 比較

国庫支出金

事食事業業のみ)(魅や力こあ鳥る取商県品推づ進くり 1，690 1，968 ム278

源

食のみやこ推進課(内線:7836) 

(単位千円)

内 訳
備考

起債 その他 一般財源

1，690 

トータノレコスト 11，048千円(前年度 13，866千円)[正職員:1.2人]

主な業務内容 制度普及、補助金交付事務、企画運営

工程表の政策目標(指標) 県内外への食のみやこ鳥取県の浸透

事業内容の説明

事業の目的・概要
県産の農林水産物を用いた魅力のある加工品の開発やPR、販路拡大への支援を行う。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事業項目 事業内容 事業費 予算額 実施主体 補助率

鳥取県ふるさと 鳥取県ふるさと認証食品協議会の開催
認証食品普及 -協議会(商品審査品制等度)のの開P催R 144 144 

県
事業 -ふるさと認証食品 、販路拡大の

支援

とっとりの魅力 とっとりオリジナル加工品づくり支援事業 加工グノレー

ある加工品づく -地元食材を用いた加工品開発と販路拡大 3，000 1，500 プ、農業法 県1/2
り支援事業 を支援(補助限度額250千円) 人等

食のみやこ烏 特産品の開発・PRを促進するため、県産の原

取県特産品コ 材クー料ノをレ、使表用彰しのた実"鳥施取らしい"加工食品のコン 46 46 県
ンクーノレ事業

A口、 計 3，190 1，690 

3 これまでの取組状況、改善点

-ふるさと認証食品制度の普及が進み、認証商品数は増加してきている。

(平成17年度 35商品→平成27年12月末日 :485荷品)

-とっとりのオリジナノレ加工品づくり支援事業を平成18年度から平成27年度12月末までに67団体が活用し、

商平成品開発・販路拡大を行っている。
27年度食のみやこ鳥取県特産品コンクールでは25商品の応募があり、受賞者から販路拡大に効果

的との評価を受けている。
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1目 農業総務費

事 業名

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

食のみやこ推進課(内線:7853)
(単位.千円)

財源、内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

食業の(魅み力やあこる鳥食づ取く県り推事進業)事 8，382 12，065 ム3，683 8，382 

トータルコスト 18，519千円(前年度 24，489千円) [IE職員:1.3人]

主な事業内容 補助金交付事務、企画運営、普及啓発

工程表の政策目標(指標) 食による地域振興、郷土料理の普及定着

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県産食材を用いた名物料理の開発とPRによる地域振興を進めるとともに、郷土料理の普及を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業項目 事 業 内 容F 事業費 予算額 実施主体 補助率

とっとりパーガーフェスタ支援事業 とっとりパー
-ご当地パーガーの祭典として全国の注目を集 13，055 3，555 ガーフェスタ 定額

食による地域 める「とっとりパーガーフェスタ」への支援 実行委員会
おこし支援 ー---・・・・・--ー・--------ーー・・・・・--------白幽----ーーーー・--ー-----ー"-_.ーー・・・・---ー.開問----

「食のみやこ鳥取県」おもてなし事業
-大規模コンベンションでの食のみやこ鳥取県 467 467 県
PR 

とっとりオリグナ
県産食材やジピエを使った料理開発、 PR等の

ホテル、飲食

lレメニューづくり
支援(補助限度額250千円)

4，600 2，300 底、推進サ 県 1/2 
支援事業 ボーダー等

美味しい郷土料理普及推進事業
(公社)鳥取

. (公社)鳥取県栄養士会による料理講習会、
県栄養士会

県産食材を使 料理開発の支援

った料理教室 ー-------ー--------ーーーーー・・・・ー・・-----------ー-
2，060 2，060 

------ーーー.幽.
定額

等への支援 調理の技普及推県進日事業 (一社)県日本
. (一社)鳥取県本調理技能士会、(社)鳥取 調理技能士
県調理師連合会による自治会等での料理講 会、(一社)県
習、発表会の支援 調理師連合会

i口'- 言十 20，182 8，382 

3 これまでの取組状況、改善点
-県内で開催される大規模なコンベンションやスポーツ大会等の機会をとらえ、平成24年度より(公財)とっと

りコンベン、ンョンピユーローと連携して全国からの来県者に対し、ご当地グルメなどによる「食のみやこ鳥取

県JのPRを実施した。

-とっとりパーガーフェスタについては、平成23年度から全国ご当地パーガーグランプリを開催し、平成27年

度は県内外から31団体が出展し、 3万人の来場者があるなど、県を代表するイベントとして成長した。

平成27年度は県内団体が2位に入賞し、地域が連携した取組に発展している。

-とっとりオリジナノレメニューづくり支援事業については、平成18年度から平成27年12月末までに、約40社が

活用し、県産食材を使用した料理が開発され商品化されている。
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平 成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名 本 年 度 前年度

食のみやこ鳥取米消費
6，387 7，135 拡大事業

比較

ム748

食のみやこ推進課(内線:7835) 
(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

6，387 

トータノレコスト 11，066千円(前年度 14，124千円)[正職員 0.6人]

主な事業内容 普及啓発、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 学校給食等での地産地消の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県産米の消費拡大及び水田の有効活用による米粉用米を使用した米粉食品の普及を図る。

2 主な事業内容

(1)米の消費拡大特別支援事業(5，090千円) (単位:千円)

事業項目 事 業 内 イ足ロ胃ー 事業費 予算額 実施主体 補助率

米の消費拡大特 県産米の向付加価値化や魅力発信によ

別支援交付金 り、県外産米から県内産米への切替えを 7，635 5，090 県 県 2/3 

促す取組等に対して支援

(2)米飯ごはんを広め隊事業(992千円) (単位千円)

事業項目 事 業 内 令~ 事業費 予算額 実施主体 補助率

「夏休みチャレン 夏休み期間中の小学生の米飯朝ごはん

ジ自分で作ろう 作りの取り組みについて、写真や感想を
684 684 県

米飯朝ご飯」キ 募集

ヤンベーン

ごはんを食べよ 県産米を使用した米飯給食の回数増に
]A鳥取県 県 1/3

う学校給食支援 伴う米飯と小麦粉パンの経費の差額支 924 308 
中央会

市町村 1/3 

事業 援 JA全農とせり 1/3

~ 計 1，608 992 

(3)米粉活用普及推進事業(305千円) (単位・千円)

事業項目 事 業 内 廿~・ 事業費 予算額 実施主体 補助率

米粉消費拡大
県米粉食品普及推進協議会への助成 鳥取県米

事業
-米粉食品のPR、試食会・米粉料理コン 455 305 粉食品普 県1/2

テスト、米粉食品・料理の庖登録制度、 及推進協 (一部定額)

料理講習会等への米粉提供 議会

3 これまでの取組状況、改善点

-米の消費拡大特別支援事業では平成27年度は、 5団体(5，000千円)が実施し、県内産米の魅力を県内外

の消費者に向けて発信した。

-米飯給食の回数増への助成等により、学校給食での米飯給食は着実に増加してきでいる。

(平成15年度:3.07回/週→平成27年度:4.36回/週)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
食のみやこ推進課(内線 7835)

(単位千円)

事業 名 本年度 前年度 比較 一一国一連一茎』出L金一 前源借 歪内亙E 訳-般財源 備考

合と消っ対費と策拡り事大ジピ事業エ業(と利)っ用とり促ジ進ピ総エ 5，412 7，223 ム1，811 5，412 

トータノレコスト 8，531千円(前年度 11，882千円)[正職員:0.4人]

主 な業務内容 普及啓発・PR、料理・加工品の開発支援

工程表の政策目標(指標) 県内外への食のみやこ鳥取県の浸透

事業内容の説明

1るジと事ピと業もエのにの、目消都的市動拡・部概大に要をお図けるるた県め産、ジジピヒエ事エの料P理Rとの販普路及開・P拓Rを及行びうジ。ピエを使った料理・加工品の開発支援を進め

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業項目 事 業 内 ?iJ. ・ 事業費 予算額

ジピエの県内向 1 シェフからトラ学ンぶと、ジ県ピ内エ処肉理処業理者研と修の会マ 700 700 
け普及・PR 2県内レス ッチング商談会

ジピエの都と販市部路
拡向大けPR

Z1産の賜有討生食都名材霊圏里ノ趣をエ高持に尚見フ里お展察どl付ー等迩るムを資と行しったうと4.ジり3ジビZピZ致PエRレ事事ス)?業トヲ?ン民フェ主アiZのE実置筆換、有E名Zノtヱ県フ

4，712 4，712 

{} 計 5，412 5，412 

[平成28年度対策事業の概要]

項目 事業名 等 予算額(千円) 担当所属

捕獲
鳥ニ議獣捕議獲者警確護保譲環住境鍵整備犠事犠業義研修会及び経費支援等)

18，239 緑豊かな自然課

鳥獣対策センタ}
解体処理 鳥獣・侵被入害防総止合柵対等策の事設業置 253，824 

-捕獲奨励金の交付
くらυη安，出縫課

衛生管理 -食肉処理業の許可及び衛生管理指導

解材商の品体育管処成理理人
いな-・解進庖ば鋪体協の処議紹ジ理会介ピ組のマエ織ッ人推プ材進の、活育協看議成性板化会、、商Pの(研R品活資修管動材、理イののベ作徹ン成底ト開、い催な等ば)のジビエ推

市町自村主事補業助 智八鳥頭頭取町町市、、岩若美桜町町

1，000 

販路開拓
とっ・-ジジとりピピジエエピ、ののエ都県消費市内拡部向大け向事普け業及PR・とP販R路拡大

5，412 市場開拓局

利用促進

いな・・ジジば販ピピの路エエジ開コのピー拓情エデと報開マィ発発ネッ信チ普ーン(及タフグーォ事、ーl業精名ラ肉をム配在開置庫催等、フのァ情ン報ク収ラブ集育成)

8，516 

東東部部振振興興課監

調査・研究 まるごと一頭活用に向けた調査研究

誘客促進
幸せ・ジ(イ運ピベぶエン福等ト(をで29活の)ロ用PRーし等ド、事)国業道29(号ニ線ク(の29誘)ロ客ーをト促す量進進事業)

1，007 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

I目 農業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

(新)ご当地グルメPR冊
子「新・食探」による烏 2，754 。2，754 
取の味PR事業

トータノレコスト 4，314千円(前年度 0千円)[正職員:0.2人]

主な事業内容 普及啓発、企画運営

工程表の政策目標(指標) 食による地域振興、郷土料理の普及定着

事業内容の説明

事業の目的・概要

食のみやこ推進課(内線 7853)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

2，754 

鳥取県内のご当地グルメや郷土料理などの地域の食文化や飲食庖等の情報を掲載し、県内外の観光客が

食べ歩きをするための冊子を作成するとともに、 Web等も活用し、鳥取県の食を広く情報発信する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業内容 実施主体 予算額

平成24年度に発行した冊子「食探」をリニューアルし、鳥取県の食情報を

紹介するとともに、 Webを活用した動画配信を行う。 県 2，754 
[冊子の概要(予定)J
1 構成:ご当地グルメ、伝統料理、スイーツ、カフェ、ジピエ、土産、

庖舗等の紹介、庖長インタビュー等

2 仕様 A5版、 64ページ程度、フノレカラー、 400底舗程度を収録

3 発行部数:4万部

4 配布先:県関係施設、観光案内所、道の駅、観光文化施設、県内旅

館・ホテル、各種イベント会場など

3 これまでの取組状況、改善点

-今回は全県版として汎用性を高めることとし、併せて各ジャンルの代表的な庖舗の特徴をPRする動画の

配信も行いWebを活用した情報発信にも注力する。

〈平成24年度発行「鳥取食探」の成果)

. r食探JEast版、 West版を作成し、観光案内所、道の駅、観光文化施設、県内旅館・ホテル等に配布し、烏

取県の食の魅力のPRを行った。

-ご当地グルメ、句の農林水産物、スイーツ、土産、地酒といった鳥取県内の食文化や名物を取り上げで紹介

し、鳥取県の食の魅力をPR。また、観光スポットを一緒に掲載し、食と観光を同時に楽しめる仕様として情報

発信を行った。
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1目 農業総務費

事業名

平成28年度一般会計当初予算説明資料

財
本 年 度 前年 度 比較

国庫支出金

源

金のみやこ推進課(内線:7836)

(単位:千円)

内 訳
備考

起債 その他 一般財源

ト「(食新コレの)あクみシなやョたンこが鳥事カ取業メ県ラ」マフンォ 979 。 979 979 

ト ータノレコスト 2，539千円(前年度 O千円) [正職員:0.2人]

主な 業務内容 企画調整、情報発信、会議開催、審査

工程表の政策目標(指標) 食による地域振興、郷土料理の普及定着

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
四季折々の鳥取県の句の食材、郷土料理等をテーマとした画像を広く公募し、採用した作品は県が作成す

るパンフレットやホームページ等に活用することにより、鳥取県の食の魅力をPRする。また、県産米きぬむすめ
を採用者への副賞とし、県産米の消費拡大を図る。

2 主な事業内容 (単{立:千円)

事業項目 事業内容 事業費 予算額 実施主体

県産食材、食材が写る風景、食材と人物等のテーマを指
定し、画像を県内外から広く募集。

あなたがカメラマ 上半期募集期間 4月 ~9月
ン「食のみやこ 下半期募集期間 10月 ~3月 979 979 県
鳥取県Jフォトコ
レクション事業 -採用画像数上半期100点、下半期100点

-採用者への副賞きぬむすめ10キロを200世帯へプレゼ
ント

3 これまでの取組状況、改善点

-食のみやこ鳥取県のPRのため、多くの画像を活用しているが、新たな食材の画像が不足しでいる。

-本事業で冊子やホームページ等で使用可能な食に関連した画像の収集を行うとともに、本県の食材や郷

土料理等について広く情報発信を行う。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

日す 司阜

事業名 本年度 前年度 比較 国庫支出金 起債

食のみやこ推進課(内線・7807)

(単位千円)

内 訳
備考その{也 一般財源

事6次業化・農商工連携支援
77，978 82，928 ム4，950 77，978 

ト ータノレコスト 109，170千円(前年度Jl4，765千円) [正職員:4目。人]
u 

主 な業務内容 事業PR、補助金審査、執行管理、事業者への支援等

工程表の政策目標(指標)?華勝華街騨悲持誌の取組累計数

事業内容の説明

事業の目的・概要
農林漁業者自らが、加工・製造、流通・販売までを一体的に取り組む6次産業化や、食品加工業者と農林

漁業者が連携して商品開発、製造等に取り組むための施設整備等を支援する。

2 主な事業内容
(1)助成事業・77，771千円 (単位:千円)

事業名 区分 実施主体 事業内容 予算額

初めての6次産業化パッ 農林漁業者等
初等[補のめ助ソて率フ6ト]次県及産2び/業3機化器に整[取補備り助等組上にむ限か農額か林るH漁経00業費千者の円補、農助業法人

2，400 
クアップ事業

もうかる6スタ トアッ 農林漁業者等 個人農家、農産加工グノレ プ、農業法人の6次産業 4，000 
次化・農商 プ型

イ[じ補取助組率(ま]県たlは/2規模拡[補大助)に上係限る額備]品1，0整00備千等円の補助
工連携支
援事業 6次産業型 農林漁業者等 6次産業化に係る推進活動及び生産体制を含めた施 62，371 

設整備等の補助
[補助率11/2(県・1/3、市町村:1/6) 

※え国」際、新認規証雇取用得の、県い外ず加れ工かかのら県内加工への「のりか
条件を満たす事業は補

助率を1/6篇上げ
[補助上限額]
-農林漁業者(個人): 3，000千円
-農業を営む法人等 7，000千円
-任意組織・農漁協受益者l人当たり3，000千円
(上限30，000千円)

※補事出助業資率実をを受施嵩け主上た体げ法にす人「る農j事を林追業漁加に業つ成い長て産は上記金額X3/2※ 業化ファンドから

農商工連携 食品加工業者 県内農林漁業者と連携して加工品を製造する食品加 9，000 
型 等 工業者等に対する施設整備の補助

[補助率]県1/3、市町村(任意)
※国際認証取得、県外加工から県内加工への「のりか
えJのいずれかの条件を満たす事業は補助率を1/6
嵩上げ

[補助上限額)10，000千円
※補助率を嵩上げする事業については上記金額X3/2

iロb、 計 77，771 

(2)審査会開催経費(外部審査員報酬)・207千円

3 これまでの取組状況、改善点
. rとっとり発 !6次産業化総合支援事業」や「鳥取県食品加工施設整備補助金」、「力日工品ステyプアyプ
支援事業Jなどの支援制度を創設し、 6次産業化や農商工連携を推進してきた。
-平等成に応27年度に、これらの制度を整理統合し「もうかる6次化・農商工連携支援事業」を創設した。事業規模
等 じたきめ細かい支援を行うとともに、輸出のための国際認証取得や、これまで県外で加工してい業
を県内加工へ切り替える場合等に補助率を篇上げする制度とし、県内食品加工の活性化を図っている。
-さらに6次産業化の取組を障害路する農林漁業者等に対し、取組スタートを強力に後押しするため「初めての
6次産業化パyクアyプ事業」を創設した。
-平成21年度から平成27年12月末現在で、 6次産業化や農商工連携の取り組みを192件支援している。
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1目 農業総務費

事業名

鳥取県6次産業化ネットワ
ーク活動交付金

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前 年度 比較
拐、

起債

14，927 260，794 ム245，867 14，927 

20，386千円(前年度 265，453千円) [正職員:0.7人]

制度PR、交付金事務等

食のみやこ推進課(内線 7807)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 ー般財源

1助農金事林を業漁活の業用目者し的て自・県ら概全が要域、加を工対象・製と造した、流支通援・体販制売をま整で備をす主る体。的に取り組む6次産業化を推進するため、国庫補

2 O業主支化な県援事サ全体ポ業域制ーを内整対ト容セ備象ン事とタ業しーた)、を6予整次算備産額す業1る4化，。9(2農7千商円工(連委携託)料に)取り組む農林漁業者等に対する支援窓口(鳥取6次産 l

鳥取6次産業化サポートセンターの概要

設置期間 平成28年4月~平成29年3月末

体 制 企画立案推進員2名、管理運営員1名

主な業務内容
個専※別門園相家、県談派の対遣関応、係国、機人、県材関補等育助成と連事研携業修しの会て紹の、介開6、次催申産、請他業等化業支推者援進との等マのッ活チ動ンをグ行促う進。交流会の開催
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1旦一星蓋盤蓋童

事 業名

平成28年度一般会計当初予算説明資料

食のみやこ推進課(内線:7807)
(単位:千円)

1 ~ ~ "'" 1. u. "'- 1 財源内訳|
本年度|前年度|比較 備考

| 1 ~U ~Ã 1国庫支出金|起債|その他|一般財源|

丸750I 7叶ム仰51 I I I 2，750 I 
9，768千円(前年度 10，831千円)[正職員:0.9人]

補助金交付事務、事業関係調整

6次産業化及び農商工連携事業の取組累計数
(平成27年度目標値:延べ177件)

6次産業化・食品加工人材
育成等推進事業

トータノレコ ス ト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内における中間加工(1次加工、 2次加工)の技術向上と商品開発促進により、県外で行われている加工

工程を県内に取り込むとともに、農林水産業者や食品加工業者の人材育成等により、 6次産業化と食品加工
産業の振興を図る。

2 主な事業内容
(1)加工技術向上・中間加工品開発の支援:1，590千円 (単位:千円)

事業区分 | 事 業 内 容 |補助率|予算額'

Z閑加工技襲|県内中間加工業者が嬬妻ニーズに対揺るため、県が
上対策事業|間加工技術に関する専¥人を県内加工業者の現場に派 | ー 1 1，090 

し、実践的な助言指導を実施

中間加工品開 1:最終製品製造者を除く県内事業者と連携する中間加工業者
発支援事業 I fjJJO工品試作開発に係る試作材料代等の経費に対する支|定額 I 500 

補助上限額:100千円 (1商品当たり)

合計 I I 1，590 

(2)人材育成対策事業:1，160千円
食品加工業者や農林漁業者を対象としたセミナーを開催する。

3 これまでの取組状況、改善点
〈取組状況〉
・平成26年度にフードバレーPTにおいて食品加工・6次産業化加速ワーキンググループを設置し、農林水
産業者の事例研究等とともに、 6次産業化人材育成に係る課題と対策を整理した。
-同WGにおいて、県内中間加工業者が技術面等において実需者ニーズに十分に対応できず、県外業者
に加工工程が流出している事案がみられたことから、県内中間加工業者の技術等向上及び6次産業化の取
組を志向する農林水産業者への意識啓発等を行い、 6次産業化の取組を加速する。

1目 農業総務費
}

)

 

M
一円

登
千

線
一
位

内
一
単

i
(
 

i
 

ヤ
」
一

や一の一

事業名 本年度 前年度 比較
府 自且 内 訳

備考
起債 その仰』 a般財源

食のみやこ推進課 (諾収入)

管理運営費 8，454 8，581 ム127 8 8，446 

トータノレコスト 9，234千円(前年度 9，358千円) [正職員:0.1人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内 容 連絡調整事務・管理運営業務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

関市の管場理開運拓営局に内要及すびる食経の費みでやあこる推。進課内の連絡調整・事業実施に要する経費、各地方機関及び各種関係機
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

3項農地費

2目 土地改良費

事業名

[廃止]湖山池周辺農地

再生基盤整備事業

く地方機関計上予算〉

本年度|前年度|比較

o I 24，223 Iム24，223

トータルコスト 10千円(前年度 2叩 9千円)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

東部農林事務所(0857-20-3575)

(単位千円)

財源内訳 l 

lムーパ l備考
国庫支出金起債その他|一般財源

湖山池の塩分導入による汽水化の取組みに伴い、池水を農業用水に利用していた周辺水田を大規模飼
料作へ転換したが、一部の農地において湧水及び田函沈下による排水不良や、野鳥の食害による飼料作物
(牧草)の生育不良など、耕作に支障が生じているので必要な整備を行う。

2 主な事業内容
平成27年度予算をもって完了するため、事業を終了する。

-222-



6款農林水産業費

3項農地 費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

西部総合事務所農林局(0859-31-9664) 
1目 農地総務費 く地方機関計上予算〉 (単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源、

大沢川管渠点検診断 715 620 95 715 
調査事業

ト ー タ ル コ スト 4，614千円(前年度 4，503千円) [正職員 0.5人]

主な業務内容 調査委託発注監督業務、地河及び市との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明 . 
事業の自的・概要

鳥取県西部地震により被災した大沢川管渠について、被災宅地住民の将来不安解消のため、暗渠排水管

の老朽化や破損状況の点検・調査を委託して実施する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

項 目 内 廿d ョー 事業費 予算額 負担割合

目視調 査 目視により、管内の劣化状況を調査 918 
米県子市1l//22 

強度試験 シュミットハンマーによる38箇所の強度測定 338 

合同調査
大確米認子沢を川市行及暗うび渠(隔県排年の水調担路査当被)者害が者合連同絡で協管議内会部との、

174 

計 1，430 715 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

4項 林業費

2目 林業振興費 く地方機関計上予算〉

事業 名 本年度 前年度 比較

西部総合事務所農林局(0859-31-9678)

(単位:千円)

財源 内 訳

国庫支出金起債その他一般財源
備考

よみがえれ弓ヶ浜!

白砂青松アダプトプロ 10，940 11，620 ム680 810 10，130 
グラム

トータノレコス ト 12，500千円(前年度 13，173千円)[正職員 0.2人]

主な業務内容 ボランティア団体への活動支援及び報奨金支給、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)アダプトプログラム等による森林づくりの推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成23年に豪雪被害を受けた国道431号沿線の弓ヶ浜松林の復活を図るために、企業や団体が自主的に

松林の生育・管理を行う仕組みとして、弓ヶ浜・白砂青松アダプトプログラムを平成24年度に開始した。

実施母体である「弓ヶ浜・白砂青松そだて隊J(以下、「そだて隊」という。)37団体と県が連携し、松林の美化

活動やマツ首の植栽及び松くい虫被害防止などの保全活動を継続的に行うことで、美しい白砂青松の復活を

目指すとともに、そだて隊が主体となり次世代や地域住民などを対象とする森林環境教室や交流活動等を展

関することで、雪害前より魅力的な弓ヶ浜松林への再生を図る。

2 主な事業内容

(1)そだて隊が行う松林の保全活動や交流活動に対する報奨金の支給

区分 活 動内容 報奨金上限 予算額(千円)

-林内の草刈り、清掃(基本活動) 10万円/区画 2，500 
ボランティア

. "'7ツ苗の植栽 8万円/区画 1，200 

. "'7ツ枯れ予防 79万円/区画 3，160 

ホヲンティ7プラス -植栽等、一般に開放された交流活動(独自活動) 15万円/区画 1，500 

合計 に 8，360 

(2)県による活動のサポート

区分 内 廿~ 予算額(千円)

刈払い -車道に近接しボランティア作業に危険を伴う国道431号沿いの草刈り

校条搬出 -そだて隊が集積した枝条や伐採した潜木の搬出処分
1，890 

活動PR -団体のPR看板設置(新規団体分及び板面一部修正) 110 

傷害保険 -そだて隊の活動に係る傷害保険について県が一括して加入 580 

合計 2，580 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

6款農林水産業費

1項 農 業 費 西部総合事務所日野振興センター日野振興局(電話 0859-72-2017)

1目 農業総務費 く地方機関計上予算> (単位:千円)

財 源 内 訳
事 業 名 本年度 前年度 比較 備 考

国庫支出金 起債 その他~一般財源

(新)
日野発!3町連携・農 700 。 700 700 
林業創生支援事業

トータ/レコスト 2，260千円(前年度 0千円) (正職員:0.2人〕

主な業務内容 農林業関係モデノレ施策の検討・実証、補助金交付事務

工程表の政策目標係議事司

事業内容の説明

事業の目的・概要

「鳥取県日野郡ふるさと広域連携協約J(地方自治法に基づき、県及び日野郡3町が平成27年6月27日に

締結)に基づき、県、日野郡3町及び民間団体等が連携して行う郡内農林業の振興や地域活性化に向けた

取組を支援し、もって日野郡における新たな地方創生モデルの創出を促進する。

2 主な事業内容

鳥取県日野郡連携会議から提示されたモデル施策の事業化に向けた検討、実証を行う日野農林業創生

協議会の取組を支援する。

※1 鳥取県日野郡連携会議

県及び日野郡3町が、日野郡の区域における行政サービスの維持・向上や効率的な行財政運営

の促進等を目的に締結した「鳥取県日野郡ふるさと広域連携協約」に基づき設ける協議の場

※2 日里子農林業創生協議会

県、日野郡3町及び}Aや森林組合等の関係民間団体を構成員とし、鳥取県日野郡連携会議の

下部組織として新たに設置予定

(単位:千円)

区 分 事業内容 実施主体 補助率 事業費 予算額

日野発 !3町 モデノレ施策のスキーム検討、 日野農林業創生 県1/4 2，800 700 

連携・農林業 実証に要する経費への支援 協議会 町3/4

創生支援事業

3 これまでの取組状況、改善点

0日野郡では、日野郡郡民会議や法定協議会を設置し、日野郡3町が共同で行政課題の解決に取り組んで

きたが、活動のスピードアップと多様化を目的として、平成27年7月に、県及び日野郡3町で組織する「鳥取

県日野郡連携会議」が発足した。

0地方創生において、地域の基幹産業である農林業の振興、発展を目指すことは、県及び日野郡3町の共

通の戦略であり、新たな取組の実施に向けて模索しているところ。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

西部総合事務所日野振興センター日野振興局(電話:0859-72-2005) 

6目 農作物対策費 く地方機関計上予算> (単位千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

[日野モデル]つなが
450 450 。 450 

る!日野郡鳥獣被害

対策協議会支援事業

トークノレコスト 1，230千円(前年度 1，227千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 関係機関との協議・調整、補助金事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

日野「日郡野3郡町鳥で獣は被、平害成対2策5年協1議2月会に県内初となる市町村が連携し、広域を対象として鳥獣被害対策に取り
組む (以下「協議会」という。)Jを設置した。協議会の取組を支援することによ

り、日野郡における総合的かっ効果的な鳥獣被害対策を推進する。

※協議会の概要

(目 的)効率的かつ効果的な鳥獣被害防止対策等の実施と鳥獣駆除を担う人材を育成・確保する。

(会長)日野町長

(構成員)日野郡3町、日野郡猟友会、日南町森林組合、鳥取日野森林組合、鳥取県農業共済連合会西部

支所、鳥取西部農業協同組合、県(西部総合事務所生活環境局、日野振興センター)

(事務局)日野郡3町で持ち回り

(設立日)平成25年12月3日

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業名 事業内 容 実施主体 補助率 予算額

[日野モデル]協議会が実施する鳥獣被害対策活動に係る必 協議会 県1/4 450 

つながる?日野 要経費のうち、国庫交付金の対象外となる経費 町3/4

郡鳥獣被害対策 を支援する。

協議会支援事業

3 これまでの取組状況、改善点

(1)協議会では、平成26年度から鳥獣対策の実動部隊である「実縮隊」を地域おこし協力隊員や猟友会員等で

紐織し、正しい侵入防止策に関する普及啓発、新しい捕獲技術の実証展示、センサーカメラ等を使ったモニ

タリング調査、インターネyトや県・町の広報誌を活用した情報発信などを積極的に行ってきた。

(2)その結果、新たに地域ぐるみで侵入防止対策に取り組む事例も出てきており、郡内では実施隊の活動をさ

らに充実してしてことが必要との認識が高まりつつある。

(3)平成27年12月19日、連携協約に基づく「第1回日野郡連携会議Jにおいても協議会のあり方が主要テーマ

として議論され、日野郡3町と県が協力して、協議会の体制強化と実施隊の核となる人材の確保について検

討していくことで合意した。

(4)具体的には、平成29年度に向けて、協議会が新たに取り組むべき課題やその解決策を検討するとともに、

実施隊チーフの権限強化、各隊員の役割に応じた適正な処遇を行って、優秀な人材が地域に定着して

いけるよう、 3町及び県が今後協議を進めていくこととしている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

西部総合事務所日野振興センター日野振興局(電話 0859-72-2006)

6目 農作物対策費 く地方機関計上予算> (単位・千円)

事業名 本年度|前年度|比較
源財般

訳
て一也;

 

内
一
初

源
一
蹴

財
一
時

一
出支庫国

備考

[廃止J[日野モデル]

目指せ I I r米のうま

さ日本一」取得支援事

業

トータノレコスト 10千円(前年度 2，078千円)

。 525 ム525

事業内容の説明

1 事業の目的・概要 ‘ 

米・食味鑑定士協会が開催する「米・食味分析鑑定コンクーノレ:国際大会」での上位賞、及び一般財団

法人日本穀物検定協会が公表する全国米食味ランキング格付けの最上位評価「特AJ獲得に向けて、日

野郡産米レベノレアyプ推進協議会が取り組む栽培技術の確立等にかかる取組を支援する。

2 主な事業内容

平成27年度で事業年度終了のため。
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年度当初予算説明 資 料

前年度 財 源 向 訳
事業内容の説明 | 

事 業 名 本年度 予揮額 比較 A/8 備考

(A) (8) (A)ー(8)
国庫支出金 起 憤 その他 一般財源

{主な事業箇所}

<862.500> 県費負担

一般公共事業 4. 317，目 044-3. 300. 214 1. 016. 110 2. 380. 015 1.111.000 248. 311 511. 652 13乱闘 1.440. 152 (次買に記載)

(2. 944. 1621 (2. 644. 2311 (30凪5311 く16.000> 県費負担

車 轄事 業 95. 635 92.401 3.234 95. 000 635 103.5X 16. 635 {次頁に記蹴)

県置負担

単県公共事業 5乱894 50.480 3.414 1.030 52.864 106.8X 52.864 {次頁に記載}

県置負担

公共事業 一般単県公共事業 53. 894 50.480 3.414 1.030 52. 864 106. 81 52.864 

関 係

県 費 嵩 上 捕 助

小計 <938. 500> 県費負担

{ー般公共，直臨単県} 4.466.513 3.443.155 1.023.418 2. 38~ 015 1.206. 000 249.401 631. 151 129.1X 1. 569. 651 

<2.190> 県費負担

災害公共事業 358. 168 438. 922 b. 80.154 328. 690 15.000 15.018 81. 1x 11. 268 

<600> 県費負担

民 事 公 共 事 章 348.168 428.322 b. 8凪154 328.690 12.00日 1.418 81. 31 8.018 

直轄虫害公共事業

<1.590> 県費負担

一般単県民書公共事業 10.600 10.600 3. 000 1.600 100.01 9. 190 

く940.690> 県費負担

島林水産部合計 4. 825. 341 3. 882. 011 943.264 2. 108. 105 1. 221. 000 249.401 646. 229 124.3X 1.586. 919 

農林水産部{単位:千円)

8 2 平成

係関算予

l
N
N
回
l

(注)一般公共事業の事業費は、補助事務費、事務費継足及び人件費継足を含む額である.

直轄事業の上段( )書きは事業費である.

起債欄の上段く 〉書きは交付税措置を除いた額である.

備考欄の県費負担額は起債欄のく >書吉の金額と一般財源の金額を加算した額である.



年度当初予算説明資料
』 骨同 "目、 担罵司司、"、=ロl' ¥"'FUL. -rnJ 

前年度 財 源 向 訳
事業内容の説明 | 

事 業 名 本年度 予算額 比較
国庫支出金 起 憤 その他 一般財源

A/B 惜考

(A) (B) (A) -(B) (主な事業・箇所}

一般公共事業計
<862， 500> 県費負担

4. 317， 044 3，300目274 1，016，770 2，380，015 1， 111， 000 248， 377 577. 652 130. 8~ 1，440，152 

<287， 000> 県費負担 県営量業用水再編封策事業

一般公共 腫華麗村整備事業 1，729， 834 1，237，204 492，630 904， 167 363，00日 155， 702 306，965 139.8% 593，965 大井手地区(鳥取市)

<31UOO> 県費負担 県営フォレストーコミュニティ総合整備事業|

林道事業 1，378， 539 1， 082， 373 296，166 787，目 353 394，000 92，657 104，529 127.4% 419，029 山守長送(智顕町) 外

事 業 く154.000> 県費負担 森林環境保全直接支援事業

造林事業 829， 958 698，141 131，817 485， 064 220，000 15 124，879 118.9% 278，879 全県

<26， 000> 県置負担 保安林改良事薫

治山事輩 94. 713 64，956 29，757 28，431 32， 00日 3 34，279 145.8% 60，279 弓原地区{北栄町) 外

<81，000> 県置負担 特定漁港漁場整借家業

水産基盤整情事業 284， 000 217， 600 66，400 175， 000 102， 0目。 7，000 130.5% 88， 000 境港地区{境港市)

直結事業計
12， 944. 762l 12， 644， 231l 1300， 531l <76， 000> 県費負担

95， 635 92，401 3，234 95， 000 635 103.5% 76， 635 

12， 944. 762l 12，644， 231l 1300， 531l <76，0日0> 県畳負担 フロンァィア漁場整備事業負担金

水産基盤整備事業 95，635 92，401 3， 234 95，000 635 103.5% 76，635 日本嵩西部地区舛
、

<938， 500> 県費負担
公共事業計

4.412，679 3，392， 675 1. 020， 004 2， 380， 015 1，206， 000 248， 377 578， 287 130. a 1，516，787 

一般単県公共事業計
県費負担

53， 894 50，480 乱414 1，030 52， 864 106. 8% 52， 864 

県費負担 県単土地改良事業(譲与促進費}

単県公共 塵量豊村整備事業 22， 277 15，872 6，405 30 22， 247 140.4% 22， 247 

土地改良事業調査

事 業 県費負担 県単林道維持捕修・補助事車

林道事業 31，160 34. 240 1:; 3，080 1， 000 30，160 91. 0% 3凪160 全県

県費負担 車礁調査・維持菅理事業

水産基盤整情事業 457 368 89 457 124.2% 457 鳥取県沖(米子市)

県費嵩上補助計

団体営土地改良事業費補助金

単県公共事業計
県費負担

53，894 50，480 3，414 1，030 52， 864 106.8% 52， 864 

{注) 般公共事業の事業費は‘補助事務賞、事務費継足及び人件費継足を含む額である.

8 2 平成

l
M
N
回
l

直轄事業の上段( )書きは事業費である.

起債欄のよ段< >書きは交付税措置を除いた額である.

備考欄の県費負担額は起債棚田く 〉書きの金額と一般財源の金額を加算した額である.



年度当初予算説明資 料

前年度 財 源 向 訳
事業内容の説明

事 業 名 本年度 予算額 比較 A/8 備考

(A) (8) (A) -(8) 
国庫支出金 起 憧 その他 一般財源

{主な事業・箇所)

災害公共事業計
(600) 県置負担

348， 168 428， 322 6. 80，154 328， 690 12， 000 7，478 81. 3% 8，078 

(50) 県費負担

災害公共 耕地虫害寵旧事業 194，897 268，272 ゐ 73，375 19乱297 1，000 600 72.6% 650 

(550) 県費負担

林道施設虫害橿旧事業 153，271 160， 050 '" 6，779 135，393 11，000 6，878 95.8% 7，428 

事 業
直属災害公共事業計

直轄耕地虫害檀旧費負担金

一般単県災害公共事業計
く1，590) 県費負担

10，600 10， 600 3，000 7，600 100.0% 9，190 

県費負担

単県耕地虫害復旧事業 5，600 5， 600 5，600 100.0% 5，600 

(1，590) 県置負担

県単林道施設提害彊旧事業 5，000 5，00日 3， 000 2，000 100.0% 3，590 

災害公共事業計
(2，190) 県費負担

358， 768 438， 922 '" 80， 154 328， 690 15，000 15，078 81. 7l 17，268 

農林水産部(単位.千円}

8 2 平成
係関算予

l
M
ω
D
l
 

(939，100) 県費負担

一般公共事業計(見書公共吉む) 4. 760， 847 3，82凪997 939，850 2， 708， 705 1，218，000 248， 377 585， 765 124.6% 1守 524，865

(1， 590) 県費負担

単県公共事業計(毘害単県含む) 64. 494 61，080 3，414 3，000 1， 030 60， 464 105.6% 62， 054 

(940，690) 県費負担

農林水産部合計{再掲} 4， 825， 341 3， 882， 077 943，264 2， 708， 705 1，221，000 249，407 646， 229 124.3% 1，586，919 

{注)一般公共事業の事業費は‘補助事務費、事務費継足及び人件費継足を含む額である.

直轄事業の上段( )書きは事業費である.

起債織の上段く >書きは交付税措置を除いた額である.

備考欄の県費負担額は起債欄のく 〉書きの金額と一般財源の金額を加算した額である.



平成28年度公共事業着工地区の概要

寸-..，J

全体計画 H28年度事業費 H28以降

可臨 業 名 地匡(路線等]名 事業箇所 [ J:末機事業費 [ J 末場事業費

事業織要 |期間 事業費 事業概要 事業費 臨調.l儀費

1"メント司修業 ミトツクマネ 五 千 石
米4白 子番 市町

"箇所 1式

153， 327 4. 000 A. nnr 

中山 2 期 大 山
町| 闘 l=2，20伽、A"2Z4.1 na 

l._，m.jl_OO 1=実道縫復l~計8伽1式
10，000 30.82に

町 ¥ A=138.0ha }式

名刺 2 期 大 山
1，286，600 5.000 ~dQ_ R1~ 

大 井 手

'‘ 
取

市 I温用水水施施E保E対1式策 1式

嘩量z
f 112.000 115. 627 

市町 Il|頭樋用醐首円水工工改路修改lは土修抽澱3箇閣出L声所4改6改"修修 11断箇所
化事業 今 在 司民

鳥J¥ 取冒音 62. 500 ?空間削

大 ロ i橿
n‘ 取 市

376. 000 95，仰唱 1.i~_1I3n 

阿 毘 繰 日 商
町 i区画義理炉14.4ha

176， 000 ?1_ nnn ， 7~ nnn 

調査 鳥取中 部

禽 首

市町冒T

:1弐

HH~ 昭278 
1式

Jt 栄 100. 000 45， 000 7~_ onr 
-県回 目提定 1式 1式

河 肉 島 取 市 H28 
Il nnn 11_ nnn . ，州

1弐 1弐
福 成 南 郡 町 H28 

6，000 6. 000 G.OOO 

到脈 JII 
1米・子ヨ惨 市街

L1箇~，所17， HH限289 |実審施理蜘費補償1式1式

~O，司'" 19，250 'o_t nm 

整備事業 弓 渓 'A 港
市 1'"層破艮 A=5.1ha

H28 
|土層面両副M

21，400 21.400 21.4目。
l業 因幡 自 兎 島 取 市 "̂ートマρ 作2成箇所3箇所

1箇所

191，000 50. 000 ~n_ 1.1;.1 

鳥
川ため'ー池ドマ改，修プ作2成箇所2! 

1箇所

= 谷 取 市
lR'.のno 46，ω。 56.59: 

天 神 野 倉 吉 市 'f ード切プ作4置成所2箇所
1弐

989， 000 52. 000 snM5 
1箇所 実纏鮫針 1式

司昆 谷 倉 首 司信
60，000 ?.t. nnn ~n_ nnr 

私 都 八 覇 町 旦lたたた江めめめ地池口池改改廃足修修止立312基箇箇面所所所Jl 

1式

301.000 14. 000 103.50{ 

婁 捜
琴Jt 浦S詮 町町

HH~ Un泡6 
'実--，緯山股崎計m1式1式

284. 700 68.0M 111'. ~q~ 

福 部

'‘ 
取 市

'"路I l=7，5D4m 
HHN W2h4 a 

用嘗路地調Z査L=110式200111 

~7n_ nnn "剛 225. 90; 

湖山砂丘 鳥 取 市

菅路工 l=28，595m
HH~ 陀悶凶7 

菅実路纏工霞計L41式500m 

1，631. 000 200.000 1.621，OO[ 

久米ヶ原 Z期 倉 吉 市

置路工 L=J，170剛
.iOIl_ non I曹裳閣路範鋤工健櫨計幡LE811式す10' 

~n_ nnn 3川17.10~ 

羽 合 渓 粛梨浜町

宮路工 L=2，896ra 
315.000 奮用路地工補償LE414式0' 

50.000 ?~O_ ?.1;' 

改1箇修務1箇所
1式

対策事業 羽 合 湿
倉辺 製吉渓 市町 .1;<1，. ?自白 28. 000 2且O附咽

福 山 大 ロ 倉 吉 市

1式 |実施設計 1式

170. 000 27. 000 170. 000 

江 府 江 府 町

水路改修 L=3，849聞
HH~ 2'4 n 

水路改修 L;;25加

357， 500 12. 000 12日j，981
1箇所 1箇所

西 谷 鳥 取 市 "28 
6.000 6，000 6，000 

1菌防 1箇所

般若・般若区有 '昆 禽 市 H28 
13.000 13.000 13.000 

1箇疎 1箇所

組谷第 1 琴 浦 町 H28 
1~. nnn 15.000 15.000 

鳥取第 8 鳥琴大湖山町町取伯北栄番市町町I 耐震.. 獄 5箇所 1 H28 
l耐厳野町".'"

34. 000 制附

(県営事業計) 10，461，793 1. 481， 060 包630，1日
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平成28年度 公共事業着工地区の概要

全体計画 H28年度事業費 H28以降

京 業 名 地匡(路線等)名 事業面所 [ J・末端事業費 [ J 末端事業費

事業領要 期間 事業費 車業被軍 事当佐賀 盟事業費

|支銀事業 良 回廊 取 市 I用区区水画画畳路並程工大 炉LA-=45a000s川m M 
I46a1O6208 01 

同水路エ L=5仰聞

I211&∞0唱o01 I353aL 凶gω1I 

1箇所 |領首工 1箇所

小 河 内
n‘ 取 市 m1a4m80 1 I112a5m沼mゆl [11 aEL 45旭師川同]

下 光

" • 取 市

用水路工 l=130tl
159188500011 1 l用水路工 l=130聞

I3fLI OM山旧間1 I3fL O9問山問川】

'‘ 
江

'‘ 
取 市

排水路J:l=12日間
H28 I35.20500 倒

|鉢水路工 l=120羽

13512m5市01 1&52∞50 01 

里 仁 島 取 市

|道路鉱幅 L=2ω剛

|悶
I35IaEaE205m500000m1I ! I 道用路水路盤帽工 LL==初194Om00聞

I3EL2ω5畑0】 f3E.2M5m0 1 

河 同 米 子 市
|用水路工 l=1，400m

|削
【3586!05∞仰01 135aE50000 01 

'‘ 
見 倉 言 市

IIIl水路工 L=300園

I115aL34188 01 用水路工 L=140m
rSzI3e4a7 O1 f4a23431 n1 

堀野田原 倉 禽 布
|用水路工凶1伽

n12a9Bo6O0 B1 

1式

I3s.6mω m 111z agn6o0 m 

不 入 岡 倉 禽 市
|樋門 1箇所

H28 {47，6mBOolll l 姐門 1館所 f4Z6Mgmo E I476n9n0 n1 

大 倉 南 倉北 宮栄 市町 I区暗渠画排'"水穴 AAZ=515711hhaa H28 
1ggLL66112 2} 

区晴画環緋猛穴水 AAEz51 7511hha a 
Iga，56112 21 Iaa66112 21 

l排水路工 L=2，200m 排"路エ L=2，200m 
四 三 寺普 倉 吉 布 H28 

I23肌川L1O唱ω団1 m2aa1n0o0 n1 122aaa10n0 n1 

町|頭冨工 1面所

』HHH23Z21S 8 0 

実施殴計 .1式

fEa 6n0n0 n1 領 波 八 頭
I12日4L0m阿川同】 【214a0o0O0B】

安 弁 宿 八 頭
排水路工 L=675岡

[臼卯17O山叩由]

|実施醐十 1式

1111E16o2m5 1 f6saa7o5o0 m 町

L=700m l:70DIII 
光 官 調製浜町 H28 

11a4m0m附ol ，u乱8n0n0n1 'u乱8酬001 

東 イ自 署 浦

町町 印同樋湧有音門緋据水処水改排路水理修工6AL=箇EL21=所0550岡h印a刷

H問自25 。
118124I65沼15田

L=l，25C阻

I12aZ 2B7B0 O1 1570a，83946 01 

寺 内 南 部

H限HH~~ 2229 8 9 7 

r2，.4aq9間'" 
|揚水処理 l"2蜘

1320n0 n1 『11.2m601 

馬 ，. 潮 部 町
1式

I34S7.2∞50 01 
|実施飯計 1式

117a，5o0o0 o】 I43a72m50 n1 

除機 A"I4.21ha |除機 A=H.2Iha
'If 取 大 山 町 H28 r2，aR2，a40 n1 I2，aa2，440 01 f2，aa2，4a0 n1 

理化現区築

'‘ 
取

'‘ 
取 市

1式
""~ Z27 8 

【22aa11ωω1 

"定
I116aL660000 1 I11aas6o0o 【n

除...趣 2箇所U!J式

』H限H立227 7 8 
f5M 305mω 101 

|問実施股貯1問1式
n5白113M45a1 天 神 野 倉 盲 市 I22aEooono n1 

禽吉第 2 倉 盲 市
1式

I2244ωωo 01 

1弐

[111ZL00000 0】 I11220白 0060001EE 

(団体営事業計}
1658145L，77843 21 12343a0173834 2] 

一般公共事業計 1仏976.576 1.729.834 5. 97凪400

全体計画 H28年度事輩鍵 H28以降

事 講E 名 地1&(路線等)名 事 業 箇 所 [ J・末端事業費 [ J 末端事業資

事業慨喜 期間 .量It 事業機曹 事業費 措事業費

良事象【鳳与t足 際与促進員の配置 限与促進員の配置

進費} l地区なし l { 箇 所 な し } 限与促進賢 H28 懐与促進費

10.138 10，138 1日， 138
現場技荷業務費 現繍銭術業務 1式 現111援術業務 1式

l地区なし} { 箇 所 な し } H'8 
7.036 7，036 7，036 

単県a業用範般修揖事業 樋門修繕 1式 姐門修繍 1式
日 光 廟 取 市 H28 

5.103 5.1ω 5. J国

単県公共穫量It 22.277 22. 277 22.277 
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平成28年度公共事業着工地区の概要

主体計画 H28年度事業費 H28以降

事 輩 名|地区(路線等)名 l事業箇所 [ } 末端事業費

瞳事業費

民書公共事業計
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平成 28年度公共事業着工地区の概要

事業名 地区(路線等)名 事業箇所 [ 1全.末体端計事画量買

革開設事 八顕地

蝦山 八頭町

一朝地区
波閲俵原 三朝町

地区

鳥取市

山守矢送 倉吉市

若桜地区
根安審米 若桜町

智頭地区

智頭町

瞳山 智頭町

南地区
富山 日南町

日野地区

宜仏山2号 日野岡

E府地区

江府町

七主
南部町

窓山 日南町

朝地区

長・江府 三朝町

日野地区

宝仏山2号 日野町

書頭地区

篭山 智扇町

(県営事業計)

賭鹿屋堂羅外 若桜町外

高路岩坪外 鳥取市外

字波竹之下 智頭町

{固体営事業計)

一般公共事業計
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平成28年度 公共事業着工地区の概要

事業名 ! 地区(路線等)名 l 事業箇所

全県 | 全県

単 県公共事業計

事業名 i 地区(路線等}名 l 事業箇所
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平成28年度公共事業着工地区の概要

事業名 地区(路線等)名 寝業箇所
全体計画 H28年度寧量買

残H2事8以業降費

事業組事 期間 喜重量密 事業普

全県 全県 H23- 1，622ha 
630， 948 

全県 全県 |車枯融情 H23- 795ha 

時謹j
89， 8061 

I 趨t鍵{(:県県M 費事買駆け陣上上業内乗乗uせaせs，}) ，. 
16.502 

H21- 442ha 
38. 438 

7，920 
46. 344 

一般公共事業計 829， 958 

事業名 地区(路線等)名 事業箇所
全体計画 間8年度事業費 H28以降

強事業費
、、 事業拠亘 期間 Z毎掌奮 事掌盟事 事業費

{保育l 調山地区外 鳥取市外 下刈 15. 76ha H28 下刈:15. 76ha 
3，738 3. 738 3， 738 

彦名地区 米子市外 |補本下数邦刈植j割勢20佐4判引0・hM0a 30ha H28 本下補世刈植田:瞥20住.4910hhnaa 30ha 
:t 454 3 3，454 

|下補メ植IJ: 0 判 |補下刈植 且04891hhaa 
中海干拓地区 境港市 0.81ha H28 

3.121 3. 121 3， 121 . 
普米地区 若桜町 下刈 2.60ha H28 |下刈 2.6伽

自.4 "， 
東小鹿地区外 三朝町

下除伐〉Uj.:E8.3001hha a 
H28 

2. 80日

|下除刈伐 : 日9010hha a 

2， 800 2， 800 

北栄埠梨浜海岸地区 北栄町外 下刈: 9. 96ha H28 ? fionl 下メ1): 9. 96ha 
2，6001 ? '"01 

下甲地区 大山町 下刈 1. 66ha H28 下刈 1.66ha 
1，098 1， 098 

(保安林改良) はわい長源地区 環梨浜町
植静栽砂工工 :I8L436m1ha 

H28 
9 

植静砂栽工工 :80436m1ha 

tω01 

弓原地区 北栄町 植静防風栽砂工工工 : 8[1i20300m m 5ha H28 16，200 植静防栽砂風工工工 : B012O30Om m 5ha 
16，200 16.200 

事波地区 北栄町 植静防栽且砂工工工 . 41107154734h56m a z 
H21 

1日 間.1植静防栽砂阻工工±・.0111m40m50h 0 
H29 ?帯 50. 6，，1 

，754 

一般公共事業計 197， 353 9~ 713 102， 353 
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ヨ‘ 輩 名 地区(路輔等}名

蒋亘轟雇語11亜情事業
境港地区

水雇孟雇蚕而事量

鳥取県沖

一般公共寝藁計

【国富ン藷アTイ
フ口 7;:漁繍聾帽 日本海西部地匡
事業負担金

隠瞳海峡地区

置轄事業計

鳥取県，中

単県公共事量計

平成28年度公共事業着工地区の概要

事量箇所

境港市

鳥取市

日本高西部地
巨

隠岐海峡地匡

( 1 圏全直体轄計総画事量買

.綴喜

喝境高港度の衛整漁港生備菅における理型市

イワガキ増殖場聾
備
12地区

保撞育成礁を陸置
8.400ha.21箇所

溝昇涜漁期造成
1 h a. ，面所

中瓦重扇量成マウ
ンド標雄官保守菅
理
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期間 事量費

H26 
~ 
H35 18. 500._000 

H25 

~ 
H陀8 760.467 

19.260.467 

H19 
~ 
H28 (8. 660.0001 
H25 
~ 
H28 (2. 100. 0001 

(10. 760. QQOI 

水産限(単位干門)

H28国年直度轄穫総量事置量( 1・ 置
残H2事8以業陣費

事業相要 事業費

陸送上屋の盤情

200. 000 17. 934. 200 

着定貴賓となブ・殴るロ置コッ
ンクリ製ー作ト
ク等の
1地区 84. 000 84. 000: 

28~ 000 

成隠礁睦北設方置の惇瞳育 66. 611 66. 611 
(1.463.97日 11.463. 9751 

地場睡岐殖}場海の造棋(理成に界お流け百る帳 29.024 29.024 
(1.480.7871 11.48凪7871

95. 635 95.635 
(2. 944 7621 (2. 944. 7621 



平成28年度当初予算歳入歳出事項別明細書(農林水産部)

(単位千円)

款 項 目 6歌農林水産業費

うち農林水産部

1項農業費

1目 2目 4串 5目

節 農業総務費
農業改良 経営構造対

農対業策金費融
普及費 策事業費

1 報 酬 370，882 345，684 163，340 13，522 18日

2 鎗 料 2，410，607 2，256，898 1，098，457 1.098，457 

3 職 員 手 当 等 1，250，017 1，170，870 565，773 565，773 

4 共 済 費 946，415 885，685 430，591 410，182 

5 災 害 補 償 費

6 思給及び退職年金

7 賃 金 660 660 

B 報 償 費 47，410 46，597 29，864 10，152 1，950 

9 旅 費 98，439 90，600 42，653 16，880 12，585 

費用弁 償 ~Æi 5，601 1，412 674 281 
ーーーー--ーー----ー--・ーーーー・ー・・ー・ー・"ーーー ー・・ーーーーーーー-----ー・・・・・・-----_.

普通旅費 82，218 75，308 35，855 12，989 11，609 
ー・困ーーーー・ーー--ー.ー-ー・・---情--ー・・悼-，

特 ~IJ 旅 費 10，147 9，691 5，386 3，217 695 

10 交 際 費

11 需 用 費 501，862 483，641 193，682 30，776 10，627 

貴糧費 4，027 4，019 2，371 1，387 281 
-ーーー・ーー・・・・・・ー・ ー・------・ー・------・・・_-------・・

その他の 需用費 497，835 479，622 191，311 29，389 10，346 

12 役 務 費 132，968 126，647 53，660 17，549 14，553 

13 委 託 料 1，791，343 1，521，601 649，156 609，498 2，988 519 

14 使用料及び賃借料 156，088 144，388 56，753 13，028 27，137 

15 工 事 請 負 費 3，366，722 2，094，182 19，622 7，603 

16 原 材 料 費 3，687 3，687 2，331 

17 公 有 財 産 購入費 54，600 54，600 

18 備 品 購 入 費 64，902 64，195 27，621 6，094 619 

19 負担金、補助及び交付金 10，866，019 10，657，731 2，118，197 1，461，486 1，462 15，790 

20 扶 助 費

21 貸 付 金 564，212 564，212 170，698 170，698 

22 補償、補填及び賠償金 201，455 191，855 

23 償還金、利子及び割引料 126，845 126，845 10，000 10，000 

24 投資及び出資金 10 10 10 10 

25 積 立 金 695，156 695，156 

26 寄 付 金

27 公 課 費 338 338 189 

28 繰 出 金 207，831 207，831 531 531 

予 備 費

言十 23，858，468 21，733，913 5，633，128 4，261，000 72，101 10，000 187，548 

M 
国 庫 支 出 金 6，500，109 5，647，591 325，619 47，174 11，700 

源 地 方 償 1，784，0日日 1，206，000 

内 そ の 他 2，930，338 2，899，868 569，590 306，517 10，000 170，925 

訳一 般 財 源 12，644，021 11，980，454 4，737，919 3，907，309 60，401 16，623 
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(単位:千円)

款 項 目

2項畜産業費

6目 7目 9目 10目 11目 1目

節
農作物

肥防料疫植費物
農業試 園芸試 農業大

畜産総務費
対策費 験場費 験場費 学校費

l 報 酬 6，550 2，816 32，968 70，154 37，150 56，065 1，604 

2 *者 料 314，916 314，916 

3 職 員 手 当 等 170，096 170，096 

4 共 済 費 960 443 5，338 7，726 5，942 125，855 117，356 

5 災 害 補 償 費

6 恩給及び退職年金

7 賃 金 331 

B 報 償 費 4，670 465 2，199 10，428 4，941 

9 旅 費 3，649 628 2，471 3，753 2，687 11，625 3，010 

費用弁償 111 39 307 488 

ー--------ーーー__ーー__・・・-------
__ーー___・__・___

ー--------------
._-------------

ーーー・・・-----ーーー ー___・・・・・----ー
普通旅 費 2，748 623 一一一___~，~~i 3，753 1，739 9，143 3，010 

---------ーー・ーー特 ~IJ 旅 費 790 5 38 641 1，994 

10 交 際 費

11 需 用 費 5，278 4，299 21，153 59，667 61，882 159，879 4，032 

金糧費 300 5 100 298 175 93 
ー・・・ーー・・・・・・四個 --------------ー__ー・ー・・・・・・・・・___ -ー・・・・・--------._ー・“・・-----ーーーそ の 他 の 需用費 4，978 4，299 21，148 59，567 61，584 159，704 3，939 

12 役 務 費 3，345 649 1，581 10，819 5，164 19，963 4，002 

13 委 託 料 1，222 2，376 7，546 4，901 20，106 45，988 164 

14 使用料及び賃借料 3，874 805 2，630 4，219 5，060 28，375 6，034 

15 工 事 諸 負 費 1，800 5，678 4，541 7，886 

16 原 材 料 費 749 1，317 265 511 

17 公有財産購入費

18 備 品 F鼻 入 費 8，863 10，329 1，716 29，267 319 

19 負担金、補助及び交付金 637，782 175 1，115 387 302，807 

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償、補填及び賠償金 2，199 

23 償還金、利子及び割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金 66，431 

26 寄 付 金

27 公 課 費 21 27 141 142 

28 繰 出 金

予 備 費

言十 669，130 12，481 85，694 179，705 155，469 1，347，277 621，533 

財
国 庫 支 出 金 244，041 5，375 435 2，594 14，300 82，376 

源 地 方 債

内 そ の {也 1，002 11 8，833 26，560 45，742 246，028 4，176 

訳 般 財 源 424，087 7，095 76，426 150，551 95，427 1，018，873 617，357 
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(単位:千円)

款 項 冒

3項農地費

2目 3目 4目 5目 1目 2目
、

節 畜産振興費
家畜保健 畜産試 中小家畜

農地総務費 土地改良費
衛生費 験場費 試験場費

l 報 酬 58 15，01l 26，489 12，903 29，306 4，772 17，789 

2 給 料 251，183 112，470 82，644; 

3 職 員 手 当 等 129，340 57，900 71，44町

4 共 済 費 2，478 4，020 2，001 97，486 42，520 53，874 

5 災 害 補 償 費

日 恩給及び退職年金

7 貰 金 331 

B 報 償 費 4，929 12 635 426 

9 旅 費 98 6，069 1，588 860 5，717 4，608 310 

費用弁償 98 152 238 431 411 

-ーーーー----ー---_ー-------------ー--------------ー・-------------・ー・・・・・------
._-------------ーー-ーー・・・・・四国・ー

普通旅費 3，923 1，350 860 4，865 3，982 310 

ー・・岨・・ー--------- 働同・ー・・・----・ー・・・・ー--
1・・・・・・--------

特 sIJ 旅 費 1，994 421 215 

10 交 際 費

II 需 用 費 25 46，747 70，129 38，946 14，719 1l，443 2，439 

食糧費 40 22 20 35 35 

-・ーーーー---------ー-----ー-"ー・ー・ー・・ ----------ーー--"-・田・_----------
._-------------

ー-------------ー・------------その他の需用費 25 46，707 70，107 38，926 14，684 1l，408 2，439 

12 役 務 費 1，142 3，287 5，672 5，860 11，564 7，734 2，901 

13 委 託 料 5，474 15，628 12，861 1l，861 338，003 21，345 120，956 

14 使用料及び賃借料 30 19，601 1，150 1，560 20，676 1l，916 6，050 

15 工 事 言青 負 費 7，886 905，1l0 294，707 

16 原 材 料 費 511 

17 公有財産購入費 4，600 

18 備 品 購 入 費 4，500 5，006 18，664 778 

19 負担金、補助及び交付金 198，213 104，564 30 4，050，267 3，136，875 283，664 

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償、補填及び賠償金 2，199 7，645 4，145 

23 償還金、利子及び割引料 24，377 24，377 

24 投資及び出資金

25 積 立 金 66，431 304，952 552 

26 寄 付 金

27 公 E果 費 109 33 

28 繰 出 金

予 備 費

百十 283，099 218，403 141，223 83，019 6，195，580 3，436，938 940，919 

員オ
国 庫 支 出 金 82，376 3，282，500 1，829，958 455，357 

源
地 方 債 363，000 90，000 

内 そ の 他 138，960 7，185 79，379 16，328 498，254 27，692 65，432 

訳 般 財 源 144，139 128，842 61，844 66，691 2，051，826 1，579，288 330，130 
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(単位千円)

款 項 目

4項林業費

3目 4目 1目 2目 3目 4目

節 農地調整費
農地防災

林業総務費 林業振興費
森林組合 森林病害

事業費 指導費 虫防除費

1 報 酬 6，745 46，137 2，441 599 8，714 

2 *.吉 料 56，069 363，653 269，928 

3 職 員 手 当 等 187，236 138，978 

4 共 済 費 1，092 141，131 100，718 1，199 

5 災 害 補 償 費

6 思給及び退職年金

7 賃 金 329 

B 報 償 費 76 133 10，055 60 9，791 

9 旅 費 683 116 15，991 173 8，498 16 963 

費用弁 償 20 一一一L一972 73 206 663 
ーーー・ーー---------ー------・・----- ーーーーーーーーーー・・・・・ -ーー-ー・・・・・・・---._-------------

普通旅 費 573 13，143 100 7，546 5 300 
ー----ーー・・・・・骨ー ー固・・・・ーーーーー・・， ー-----------・・ a・・・・---_.地・・ーーー ._--_・・-------_

特 ~IJ 旅 費 90 116 876 746 11 

10 交 際 費

11 需 用 費 837 31，915 335 9，316 485 1，800 

金糧費 726 60 628 
----・・--------ー・・・・・ーーー-----ーーーーー・・・・・骨骨骨何 -・・・・・・・・------ー・・・・，骨骨h ・ーー---._-------------ーー『・・・・・・・ー----

その他の需用費 837 31，189 275 8，688 485 1，800 

12 役 務 費 929 23，473 195 15，825 60 1，350 

13 委 託 料 23，802 171，900 415，465 18，913 90，420 52，013 

14 使用料及び賃借料 910 1，800 24，002 191 11，549 434 

15 工 事 請 負 費 610，403 1，013，570 23，000 

16 原 材 料 費 845 

17 公有財産購入費 4，600 

18 備 品 購 入 費 2，136 

19 負担金、補助及び交付金 595，928 33，800 3，565，574 500 2，244，619 149，330 

20 扶 助 費

21 貸 イ寸 金 370，936 184，936 

22 補償、補填及び賠償金 3，500 31，511 7，404 

23 償還金、利子及び割引料 92，468 92，468 

24 投資及び出資金

25 積 立 金 304，400 323，773 323，773 

26 寄 イす 金

27 公 課 費

28 繰 出 金 112，519 768 

予 備 費

許 935，402 882，321 6，772，719 532，432 2，737，390 278，733 223，207 

財
国 庫 支 出 金 525，135 472，050 1，778，107 9，198 388，790 59，803 

源
地 方 債 273，000 646，000 

内 そ の 他 314，581 90，549 1，561，895 560 1，115，216 277，904 35 

訳一 自生 M 源 95，686 46，722 2，786，717 522，674 1，233，384 829 163，369 
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(単位千円)

款 項 目

5項水産業費

5目 6目 7目 B目 l目 2目

節 造林費 林道費 治山費
林業試 水産業 水産業費
験場費 総務費 振興

1 報 酬 3，230 3，208 5，230 22，715 50，836 7，135 

2 /g 料 26，243 52，486 14，996 228，689 217，442 

3 職 員 手 当 等 13，510 27，028 7，720 118，425 112，635 

4 共 済 費 10，281 20，036 6，013 2，884 90，622 80，852 1，130 

5 災 害 楠 憤 費

6 恩給及び退職年金

7 賃 金 329 

B 報 償 費 204 1，102 532 

9 旅 費 200 1，134 1，391 3，616 14，614 5，712 

費用弁償
-ー・・・・・・------

798 232 1，298 527 ー--・M 制・・・ーーーー・ ー・-------------------ーー・・._--- ー骨--ー------ー---ー----------ーー.
普通旅費 200 1，134 593 3，265 12，302 .~，~~! -・・・・----・・.・. ーー-----・骨回・ーーー ーーーーーーーーーーーー.ーー

特 ~IJ 旅 費 119 1，014 828 

10 交 際 費

II 需 用 費 800 2，034 979 16，166 83，446 13，576 

食 糧 費 38 712 530 ー・・・ー--ー・齢岨・"ー 再-----開・ー・-_.‘'・ー ーー-ー--ー--ーーーーー ーーーー・ーーー・・ーーー・.-ー・・・・・---------ー・・・ー・ーーーーー--骨 -------同・ー・-ー・・・
その他の需用費 800 2，034 979 16，128 82，734 13，046 

12 役 務 費 350 1.890 576 3，227 17，987 3，743 

13 委 託 料 66，165 116，227 64，828 6，899 72，989 20，548 

14 使用料及び貰借料 200 5，609 294 5，725 14，582 3，474 

15 工 事 請 負 費 990，570 147，994 

16 原 材 料 費 845 

17 公有財産購入費 50，000 

18 備 品 購 入 費 1，290 846 5，171 482 

19 負担金、補助及び交付金 904，216 266，857 52 620，886 32，806 472，027 

20 扶 助 費

21 貸 付 金 186，000 22，578 22，578 

22 補償、補填及び賠償金 14，500 9，607 150，500 500 

23 償還金、利子及び割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 付 金

27 企k 課 費 7 7 

28 繰 出 金 111，751 94，781 94，781 

予 備 費

計 1，322，946 1，501，579 113，253 63，179 1，785，209 561，094 528，868 

買す
国 庫 主 出 金 499，705 787，353 33，258 178，989 92 

源 地 方 債 220，000 394，000 32，000 197，000 

内 そ の {也 65，500 93，657 5，003 4，020 24，101 1，057 1，366 

訳一 般 員才 源 537，741 226，569 42，992 59，159 1，385，1l9 560，037 527，408 
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(単位:千円)

款 項 目

4目 5目 6目 B目 9目 10目

節 漁業調整費 漁業取締費
水産試

漁港建設費
水産基盤盤備 栽培漁業セン

験場費 事業費 ター費

1 報 酬 2，517 5，323 15，124 20，737 

2 *宕 料 11，247 

3 職 員 手 当 等 5，790 

4 共 済 費 4，182 1，947 2，511 

5 災 害 補 償 費

6 思給及び退職年金

7 賃 金

8 報 償 費 144 126 300 

9 旅 費 1，543 2，052 3，705 1，602 

費用# 償 728 43 
-ーーー・・・・------ーーー----ー・._----ーーーーー・・・・・・・・・ --・・ーー・・・-------・ ーー・・・ーーーー"ー・--・ -・・・・・・・・ーーーーー・

普 通旅費 729 2，009 3，605 1，602 
ーーーーーーー・・・回司悼回 ーー・ーー・・・・・・，骨骨 e・・・・------------

特 ZJ) 旅 費 86 100 

10 交 際 費

11 需 用 費 629 12，136 37，242 19，863 

食糧費 133 10 39 
---ーーーーーー-----ーーーーー----・・---ーーーーー・ーーー・・・・・ -・ー・ー・・----------・._-----_岡田桐M ・・・ ーー・・・ーーーーー・・・・

そ の 他 の 需用費 496 12，136 37，232 19，824 

12 役 務 費 1，057 4，251 6，719 2，217 

13 委 託 料 7，035 4，320 457 40，629 

14 使用料及び賃借料 518 510 2.417 1，500 6，163 

15 工 事 言青 負 費 14，346 51，148 82，500 

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費 50，000 

18 備 品 購 ^ 費 45 112 4，532 

19 負担金、補助及び交付金 160 95，635 20，258 

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償、補填及び賠償金 150，000 

23 償還金、利子及び割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 付 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

予 備 費

計 34，867 38，618 122，860 200，000 180.D92 118，812 

M 
国 庫 支 出 金 2，819 133，000 42，000 1，078 

源
地 方 債 60，000 137，000 

内 そ の 他 427 20，662 589 

訳 般 員オ 源 31，621 38，618 102，198 7，000 1，092 117，145 
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(単位千円)

款 項 目 11歓災害復旧費

うち農林水産部

l項農林水産施設虫害檀旧費 農林水産部

1目 2目 合計

節
耕地災害 林道施設災害
復旧費 復旧費

l 報 酬 345.684 

2 *吉 料 52.486 2.256.898 

3 職 員 手 当 等 27.116 1.170.870 

4 共 済 費 19.516 885.685 

5 災 害 補 {貰 費

日 思給及び退職年金

7 賃 金 660 

B 報 償 費 46.597 

9 旅 費 934 90.600 

費用弁償

-ー・・・---・ーー・---ー・ーー・・・・幌骨骨--ー---・--骨骨回開骨骨開 ーーー・・・・・・・・・・・ ー------------- 755，，630081i | 
普通旅費 934 

ーーーーー--ーーーーーーー ー----------ーー.ーー-------------・・・・・・・・・・・・---ー・・・・・・・・・回・・・・
特 B'l 旅 費 9.691 

10 交 際 費

11 需 用 費 5.702 483.641 

金 糧 費

醐骨圃・・---------ー・-------------ー-------------ー・・・・・・--幽・・M ・ー-------ー--骨聞.
4.019 

その他の需用費 5.702 479.622 

12 役 務 費 5.751 126.647 

13 委 託 料 705.752 9.000 9.000 4.000 5.000 1.530.601 

14 使用料及び賃借料 2.003 144.388 

15 I 事 請 負 費 3.404.560 70.100 70.100 9.000 61.100 2.164.282 

16 原 材 料 費 3.687 

17 公有財産購入費 10.100 54.600 

18 備 品 f葺 入 費 64.195 

19 負担金、補助及び交付金 479.668 279.668 279.668 187，497 92.171 10.937.399 

20 扶 助 費

21 貸 付 金 564.212 

22 補償、補填及び賠償金 31.500 191.855 

23 償還金、利子及び割引料 126.845 

24 投 資 及 び 出資金 10 

25 積 立 金 695.156 

26 寄 付 金

27 公 課 費 338 

28 繰 出 金 207.831 

予 備 費

計 4.745.088 358.768 358.768 200.497 158.271 22.092.681 

Eオ
国 庫 支 出 金 2.820.464 328.690 328.690 193.297 135.393 5.976.281 

源 地 方 債 1.554.000 15.000 15.0001 1.000 14.000 1.221.000 

内 そ の 他 2.899.868 

訳一 事量 財 源 370.624 15.078 15.078 6.200 8.878 11.995.532 

-244-



節の明細

項 目 金額(千円)等

6款農林水産業費

1項農業 費

1目農業総務費

報 敵1 非常勤職員 6人

農業共済保険審査会委員 6人

鳥取県がんばる地域プラン審査会委員 5人

鳥取県東部地区農業関係プラン審査会委員 6人

鳥取県八頭地区農業関係プラン審査会委員 7人

鳥取県中部地区農業関係プラン審査会委員

鳥取県西部地区農業関係プラン審査会委員 4人

鳥取県日野地区農業関係プラン審査会委員 4人

鳥取県とっとり農ビジネス研修等開催業務プロポーザノレ審査会委員 2人

鳥取県優秀経営農林水産業者等被表彰者審査会委員 5人

鳥取県元気な里山応援事業審査委員会委員 4人

鳥取県農林水産部試験研究機関の試験研究に係る外部評価委員会委員 11人

鳥取県職務育成品種審査会委員 4人

食のみやこ鳥取県づくり支援交付金事業審査会委員 5人

米の消費拡大特別支援交付金審査会委員 5人

J鳥取県6次産業化(農商工連携)推進プラン審査会委員 9人

食のみやこ鳥取県推進協議会委員 25人

給 料 一般職員 293人

負担金、補助 -食のみやこ鳥取県フェスタ実行委員会負担金 7，500 

及び交付金 -鳥取県就農条件整備事業補助金 90，000 

-鳥取県就農支援資金償還免除事業費補助金 547 

-鳥取県就農応援交付金 8，845 

-鳥取県青年就農給付金等補助金 301，662 

-鳥取県親元就農促進支援交付金 41，070 

-鳥取県集落営農体制強化支援事業費補助金 39，758 

-鳥取県経営体育成支援事業費補助金・ 20，113 

-鳥取県新規就農者育成支援事業費等補助金 81，613 

-鳥取県版農の雇用支援事業補助金 182，378 

-鳥取県，就農研修交付金 10，800 

-鳥取県企業等農業参入促進支援事業費補助金 22，095 

-鳥取県農業経営力向上支援事業費補助金 12，000 

-がんばる地域プラン事業費補助金 112，619 

-がんばる農家プラン事業費補助金 140，000 

-全国農林水産祭表彰行事大臣賞交付負担金 30 

-全国農林水産祭表彰行事分担金 300 

-鳥取県元気な里山応援事業費補助金 7，625 
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節の明細

項 目 金額(千円)等

. (公社)氷温協会負担金 120 

-今こそ農林水産業に女性のカを!自主参画推進事業費補助金 6，000 

-鳥取県森林整備担い手育成対策事業費補助金 112，006 

-鳥取県木材産業雇用支援事業費補助金 81，247 

-おいしい鳥取PR推進事業費補助金 3，000 

-鳥取県食のみやこ鳥取ブランド団体支援交付金 24，000 

• r食のみやこ鳥取県」輸出促進活動支援事業費補助金 39，305 

-日本畜産物輸出促進協議会牛肉輸出促進部会負担金 30 

-関西販売拠点チャレンジ事業費補助金 6，160 

-企のみやこ鳥取県推漣事業費補助金(発見・体験「企のみやこ」推進事業) 6，719 

-食のみやこ鳥取県づくり支援交付金 10，000 

-食のみやこ鳥取県推進事業費補助金(魅力ある商品づくり事業) 1，500 

-食のみやこ鳥取県推進事業費補助金(魅力ある食づくり事業) 7，860 

-米の消費拡大特別支援交付金 5，000 

-食のみやこ鳥取県推進事業費補助金(食のみやこ鳥取米消費拡大事業) 308 

-米粉活用普及推進事業費補助金 300 

-鳥取県米粉食品普及推進協議会負担金 5 

-初めての6次産業化パックアップ事業費補助金 2，400 

-もうかる6次化・農商工連携支援事業費補助金 75，371 

-中間加工品開発支援事業費補助金 500 

-日野発 !3町連携・農林業創生支援事業費補助金 700 

2目農業改良普及費

幸報 酬 鳥取県農業改良普及所外部評価検討会委員 10人

負担金、補助 -全国普及情報ネットワーク負担金 260 

及び交付金 -安全運転運行管理者協議会会費 20 

.(一社)全国農業改良普及支援協会会費 377 

-鳥取県農作業安全・農機具盗難防止対策事業費負担金 805
1 

4目経営構造対策事業費

償還金、利子 -国庫補助金返還金 10，0001 
及び害IJ引料

5目農業金融対策費

負担金、補助 -鳥取県農業近代化資金利子補給金 11，118 
及び交付金 -鳥取県農業経営負担軽減支援資金利子補給金 1，661 

-鳥取県農業経営基盤強化資金利子補給金 3，007 

-鳥取県自作農維持資金利子補助金 4 

貸 付 金 -農業経営改善促進資金貸付金 170，698 

投資及び出資金 -鳥取県農業信用基金協会に対する出措(特別準備金積立分) 10 

繰 出 金 -鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計繰出金 531 

6目農作物対策費
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節の明細

項 目 金額(千円)等

報 酬 非常勤職員 4人|

鳥取県有機・特別栽培農産物等推進協議会委員 11人

負担金、補助 -鳥取県鳥獣被害防止総合対策交付金 151，737 

及び交付金 -鳥取県鳥獣被害総合対策事業費補助金 95，918 

-鳥取県有機・特別栽培農産物支援事業費補助金 2，000 

-日本有機農業学会費 10 

-オーガニック検査技術講習会負担金 720 

-鳥取県数量調整円滑化推進事業費補助金 4，000 

-鳥取県経営所得安定対策等推進事業費補助金 90，000 

-平成26年産米価格低下緊急融資利子助成事業費補助金 976 

-鳥取梨生産振興事業費補助金 107，082 

-鳥取柿ぶどう等生産振興事業費補助金 16，406 

-果樹等気象災害対策事業費補助金 4，940 

-鳥取県果樹等経営安定資金利子助成事業費補助金 2，704 

-園芸産地活力増進事業費補助金 101，696 

-鳥取芝ブランド化生産振興事業費補助金 12，540 

-鳥取県特定野菜等供給産地育成価格差補給事業費補助金 20，886 

-鳥取県ブランド野菜価格安定対策事業費補助金 25，717 

. [日野モデル]つながる f日野郡鳥獣被害対策協議会支援事業費補助金 450 

7目肥料植物防疫費

報 酬 非常勤職員 l人

9目農業試験場費

報 酬 非常勤職員 18人

負担金、補助 -大口堰土地改良区負担金 130 

及び交付金 -交通安全協会負担金 5 

-全国農業関係試験研究場所長会会費 30 

-安全運転運行管理者協議会会費 10
1 

10目園芸試験場費

報 酬 非常勤職員 53人

負担金、補助 -危険物保安協会会員費 4 

及び交付金 -安全運転運行管理者協議会会費 10 

-東伯畑かん負担金 392 

-米)11土地改良区負担金 378 

-河原水利組合負担金 B 

-鳥取いなば農協河原支庖柿生産部賦課金 6 

-北条砂丘土地改良区負担金(砂丘地農業研究センター) 136 

-北条砂丘土地改良区負担金(西圏試験地) 174 

-上阿毘縁下上井手管理組合負担金 4 

-北条ぶどう生産部会費 3 
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項 目 金額(千円)等

11目農業大学校費

報 酬 舎監兼管理人 4人

非常勤指導員 8人
. 非常勤補助員 3人

非常勤職員 5人

鳥取県立農業大学校外部評価委員会委員 5人

負担金、補助 -安全運転運行管理者協議会負担金 10 

及び交付金 -全国農業大学校協議会負担金 100 

-中国四国ブ、ロック農業大学校協議会負担金 25 

-県営ほ場整備負担金 252 

2項畜産業費

1目畜産総務費

報 酬 非常勤職員 l人

，fFJロb 料 一般職員 84人

2目畜産振興費

報 酬 -鳥取県和牛改良委員会委員 12人

負担金、補助 -県畜産物ブフンドカ向上・消費拡大事業費補助金 15，700 

及び交付金 -和牛改良推進基金造成事業費補助金 1，501 

-県優良種雄牛造成事業費補助金 500 

-第11回全共出品対策事業費補助金 5，445 

-鳥取県畜産振興対策事業費補助金 45，886 

-飼料用米利用拡大推進事業費補助金 3，360 

-鳥取地どりブランド生産拡大支援事業費補助金 277 

-鳥取県肉豚経営安定対策事業費補助金 26，329 

-ブランド豚生産拡大支援事業費補助金 790 

-高病原性鳥インフルエンザ緊急対策利子補給事業費補助金 9 

-鳥取和牛振興総合対策事業費補助金 98，416 

積 立 金 -鳥取県和牛振興戦略基金積立金 66，431 

3目家畜保健衛生費

報 酬 家畜保健衛生所事務職員 4人

非常勤採材獣医師、採材補助員 4人

負担金、補助 -鳥取県牛及び豚の予防接種促進費補助金 2，831 

及び交付金 -鳥取県家畜防疫基金事業費補助金 1，350 

-交通安全協会負担金 23 

-鳥取県農場HACCP推進事業費補助金 600 

-特定家畜伝染病セーフティネット事業費補助金 99，760 

4目畜産試験場費

報 酬 非常勤警備員 2人

非常勤職員 12人
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項 目 金額(千円)等

鳥取県和牛産肉能力検定委員会委員 17人

負担金、補助 -安全運転運行管理者協議会負担金 10 

及び交付金 -鳥取県家畜改良協議会会費 5 

-全国畜産関係場所長会負担金 15 

5目中小家畜試験場費

報 酬 非常勤職員 7人

3項農地 費

1目農地総務費

報 酬 非常勤職員 2人

鳥取県みんなで取り組む農業農村保全活動推進委員会委員 14人

鳥取県農山村ボランティア事務局運営業務受託者選考委員会委員 3人

鳥取県農業農村整備事業の環境配慮に係る意見交換会委員 6人

給 料 一般職員 30人

負担金、補助 -鳥取県水土保全対策等補助金 13，593 
及び交付金 -鳥取県土地改良負担金総合償還対策事業補助金

-鳥取県国土調査事業補助金 894，738 

-全国国土調査協会負担金 15 

-公共事業連携先行地籍調査事業費負担金 9021 

-とっとり井手・だめ池保全活動推進交付金 300 

-とっとり共生の里保全活動推進事業補助金 4，100 

-鳥取県多面的機能支払交付金(国補) 885，297 

-鳥取県多面的機能支払交付金(単県) 1，400 

-農地を守る直接支払事業費交付金 829，952 

-鳥取県環境保全型農業直接支払交付金 30，941 

-国営土地改良事業負担金 186，723 

-鳥取県米川水利用調整事業補助金 9，780 

-鳥取県大山山麓地区施設管理事業補助金 13，302 

-鳥取県東伯地区施設管理事業補助金 42，631 

-中海干拓農地負担金 3，870 

-鳥取県しっかり守る農林基盤交付金 205，000 

-農業農村自然エネルギ一利活用支援事業費補助金 11，500 

-特殊土壌対策促進協議会負担金 2 

-全国農業農村整備代表者会議会費 20 

償還金、利子 -県営畑地帯総合整備事業に係る国庫補助返還金 24，377 

及び割引料

積 立 金 -中山間ふるさと農山村活性化基金積立金 552 

2目土地改良費

報 酬 非常勤職員 11人

j作r淳b司 手ヰ 一般職員 37人
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負担金、補助 -田んぼの汎用化による園芸産地拡大支援モデル事業費補助金 10，000 

及び交付金 -鳥取県農業経営高度化支援事業補助金 24，880 

-鳥取県土地改良事業補助金(農業基盤整備促進事業) 197，184 

-鳥取県土地改良事業補助金(団体営農業水利施設保全合理化事業) 51，600 

3目農地調整費

報 酬 非常勤職員 3人

負担金、補助 -鳥取県耕作放棄地再生推進事業費補助金 25，000 
及び交付金、 -鳥取県農業担い手育成支援事業費補助金 216 

-鳥取県農業委員会補助金 86，302 

-鳥取県人・農地問題解決加速化支援事業費補助金 16，615 

-鳥取県機構集積協力金交付事業費補助金 304，000 

-鳥取県農業委員会ネットワーク機構補助金 34，706 

-鳥取県農地中間管理機構支援対策事業費補助金 114，729 

-鳥取県農地中間管理機構緊急支援対策事業費(基金事業)補助金 12，500 

-鳥取県農地売買支援事業費補助金 1，451 

-鳥取県固有農地等管理処分事業事務取扱交付金 409 

積 立 金 -鳥取県農業構造改革支援基金積立金 304，400 

4目農地防災事業費

負担金、補助 -鳥取県土地改良事業補助金(ため池防災減災対策推進事業) 33，800 

及び交付金

4項林業費

l目林業総務費

報 酬 森林審議会委員 14人

非常勤職員 1人

給 料 一般職員 72人

負担金、補助 -鳥取県市町村森林所有者情報整備事業費補助金 500 

及び交付金

2目林業振興費

報 酬 林業普及指導事業外部評価検討会委員 8人

鳥取県森林環境保全税関連事業評価委員会委員 10人

鳥取県緑化関連表彰等審査会委員 10人

負担金、補助 -鳥取県森林整備担い手育成対策事業費補助金 51，421 

及び交付金 -鳥取県林業労働力確保総合対策事業費補助金 1，697 

-鳥取県森林整備地域活動支援交付金等 60，354 

-鳥取県林業団体等支援交付金 4，000 

-鳥取県木育推進事業費補助金 800 

-青年林業グ、ループ活動支援補助金 750 

-鳥取県林業後継者育成事業費補助金 560 

-鳥取県緑の産業活力創生プロジェクト事業費補助金 759，000 
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-鳥取県間伐材搬出等事業費補助金 702，000 

-鳥取県林業再生事業費補助金 158，080 

-鳥取県架線系作業システム導入支援事業費補助金 9，667 

-鳥取県産材情報発信支援事業費補助金 1，000 

-鳥取県乾燥JAS材推進事業費補助金

-鳥取県産乾燥材安定供給推進利子補助金 2，400 

-鳥取県木材産業再生事業費補助金 353，500 

-智頭杉住宅販路開拓支援事業費補助金 1，000 

-鳥取県内装材生産支援プロジェクト事業費補助金 3，000 

-県産木材・竹材製品開発・販路開拓支援事業費補助金 7，000 

-鳥取県CLT生産支援プロジェクト事業費補助金 400 

-鳥取県木質バイオマス燃料供給支援事業費補助金 15，000 

-鳥取県しいたけ品評会負担金 300 

-鳥取県原木しいたけブランド化推進事業費補助金 10，902 

-鳥取県乾しいたけ価格安定対策事業費補助金 4，519 

-鳥取県クヌギ原木林緊急造成事業費補助金 8，520 

-新たなきのこ販路開拓推進事業費補助金 1，500 

-公益社団法人鳥取県緑化推進委員会負担金 1，420 

-森と海の交流体験プロジェクト支援事業費補助金 1，000 

-鳥取県森林環境保全税関連事業費補助金 83，340 

-鳥取県森林Jークレジット取得支援事業費補助金 300 

-カーボン・オフセット推進ネットワーク負担金 50 

-集落型里山林整備事業費補助金 450 

積 立 金 -鳥取県森林整備地域活動支援基金積立金 191 

-鳥取県緑の産業再生プロジェクト基金積立金 144，200 

-鳥取県森林環境保全基金積立金 179，382 

3目森林組合指導費

貸 イ寸 金 -木材産業等角度化推進資金貸付金 184，936 

償還金、利子 -農林漁業信用基金元利償還金 92，468 

及び割引料

繰 出 金 -林業・木材産業改善資金助成事業特別会計繰出金 768 

4目森林病害虫防除費

報 酬 松くい虫被害調査員 10人

松くい虫発生予察等調査員 l人

鳥取県森林病害虫等(松くい虫)防除連絡協議会委員 9人

ナラ枯れ調査員 2人

ナラ枯れ被害拡大防止監視員 2人

負担金、補助 -鳥取県松くし、虫等防除事業費補助金 149，330 
及び交付金
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5目造林費

報 酬 非常勤職員 2人

給 キヰ 一般職員 7人

負担金、補助 -鳥取県「美しい森林j事業推進費補助金 2，500 
及び交付金 -公益財団法人鳥取県造林公社日本政策金融公庫利子補給事業費補助金 97，341 

-鳥取県造林事業費補助金 798，097 

-苗木供給安定促進事業費補助金 6，278 

貸 付 金 -公益財団法人鳥取県造林公社貸付金 186，000 

繰 出 金 -県営林事業特別会計繰出金 1 111，751 

6目林道費

報 酬 非常勤職員 2人

給 料 一般職員 14人l

負担金、補助 -鳥取県林道事業補助金 174，977 
及び交付金 -緑資源幹線林道県負担金 91，880 

7自治山費

報 酬 森林保全巡視指導員 17人

森林審議会森林保全部会委員 4人

非常勤職員 l人

給 料 一般職員 4人

8目林業試験場費

報 酬 非常勤職員 17人

負担金、補助 -関西地区林業試験研究機関連絡協議会会費 10 

及び交付金 -全国林業試験研究機関協議会会費 32 

-智頭地区安全運転運行管理者協議会会費 10 

5項水産業費

1目水産業総務費

給 キヰ 一般職員 58人

負担び金交、補助
-漁業近代化資金利子補給金 27，976 

及 付金 -漁業経営安定資金利子補給金 564 

-漁業経営維持安定対策事業利子補給金 284 

.~帝業経営財務基盤強化資金利子補給金 3，927 

-農家が取り組む6次産業化推進利子補給金(漁業関係) 55 

貸 付 金 -鳥取県県営境港水産施設事業特別会計貸付金 22，578 

繰 出 〈品ム -鳥取県県営境港水産施設事業特別会計繰出金 93，645 

-鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計繰出金 1，136 

2目水産業振興費

報 酬 非常勤職員 4人

鳥取県カワウ繁殖抑制対策検討会 3人

水産物流通・消費拡大チャレンジプラン審査会委員 4人
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負担金、補助 -磯場資源緊急回復事業費補助金 2，950 

及び交付金 -湖山池覆砂支援事業費補助金 5，700 

-鳥取県水産多面的機能発揮対策事業費補助金 1，895 

-栽培漁業地域支援対策事業費補助金 17，014 

-栽培t魚業ビジネスプラン推進事業費補助金 3，519 

-ギンザ、ケ養殖支援事業費補助金 35，898 

-漁業就業者確保育成事業費補助金 78，755 

-鳥取県漁業経営開始円滑化事業費補助金 51，490 

-漁業活動相談員設置事業費補助金 1，238 

-鳥取県省エネ漁業推進事業費補助金 14，529 

-鳥取県漁獲共済掛金軽減事業費補助金 5，260 

-もうかる漁村再生活動支援事業費補助金 2，000 

-魚食普及強化推進事業費補助金 1，500 

-水産物流通改革・消費拡大チャレンジ支援事業費補助金 3，000 

-日本水産資源保護協会負担金 450 

-漁業情報サ}ピスセンター負担金 1，090 

-漁業指導監督用海岸局運営費負担金 5，026 

-漁場油濁被害対策事業費負担金 6 

-船舶無線電波利用負担金 104 

. (社)全国豊かな海づくり推進協会負担金 1，840 

-日本海中西部海域栽培漁業推進協議会負担金 20 

-鳥取県沖合底びき網漁業生産体制存続事業費補助金 16，667 

-漁船リース推進事業費補助金 8，652 

-魚を育む活動支援事業費補助金 9，000 

-水産養殖企業立地支援事業費補助金 200，000 

-鳥取県マグロ資源地域活用推進事業費補助金 650 

-境港お魚ガイド活動支援事業費補助金 2，532 

-境港市産地協議会調査・発信活動事業費補助金 642 

-高度衛生管理型市場推進実証事業費補助金 600 

4目漁業調整費

報 酬 海区漁業調整委員会委員 10入

内水面漁場管理委員会委員 8人

漁船登録システムフ。ロポーサル委員会委員 2人

給 手ヰ 一般職員 3人

負担金、補助 -全国海区漁業調整委員会連合会負担金 160 

及び交付金

5目漁業取締費

報 酬 内水面漁業指導員 13人

日目水産試験場費
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節の明細

項 目 金額(千円)等

報 酬 非常勤職員 9人

9目水産基盤整備事業費

及負担金、補助 -フロンティア漁場整備事業負担金 95，635 
び交付金

10目栽培漁業センター費

報 酬 非常勤警備員 2人

非常勤職員 12人

負担金、補助 -全国養鱒技術協議会負担金 10 
及び交付金

-全国湖沼河川養殖研究会負担金 40 

.(公財)鳥取県栽培漁業協会交付金 20，208 

11款災害復旧費

1項農林水産施設災害復旧費

1目耕地災害復旧費

負担金、補助 -鳥取県農地及び農業用施設災害復旧事業補助金 186，8971 
及び交付金 -工業用水負担金(米川用水渇水対策) 6001 

2目林道施設災害復旧費

負担金、補助 -鳥取県林道災害復旧事業等補助金 92，171 
及び交付金
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

l
N
町一山

l



限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ

11.832 

限度額に閉じ

ー
同
町
田

l



千円 千円 千円

平成経28営年財度務

平岡 平岡 平岡 千円

漁業 基盤強化 20，625 
平 成29年度から

20，625 
資金事1J子補給

平成39年度まで 20，625 

平も連う携成か支2る8援年6次資度金化・農商工 912 
平成 29年度から

912 
利子補給

平 成 38年度まで 912 

平成28年度

漁管船理登委託録システム保守 1，428 
平成 29年度から

1，428 
平成 32年度まで 1，428 

平成28年度

公益財団法会人交付鳥取金県栽 101，040 
平成 29年度から

101，040 
培漁業協

平成 32年度まで 101，040 

l
M
町
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 度 額
前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

白 財預向言再

限 財

期間 金額 期間 舎描 ヲ守情 ヂ 百1面 般財親

:rr;:， 

r，" 予同 平岡 千円 子 l 千円 千円

品時司巴 唱。 QO.E 成 2 7 年度 4，641 平平成成 28年度まかでら 9，282 モ受章〈宇"'，同 29年 度 9，282 

|胃成 2 7 年度 1，620 平平成成 28年度かまでら 3，240 
書註 =弓"'" 29年 度 3，240 

|胃成 2 7 年度 1，726 平平成成2289年年度度かまでら 3.456 
事~~宅

3.456 

|平農成業大26学年校度官 1，079 平成 2 7 年度 104 平平成成 28年度かまでら 208 206 29年度

778 平成 2 7 年度 212 平平成成 28年度まかでら 424 424 
Eまf委司

29年度

10，707 平成 2 7 年度 '1 '1J11 平平成成 28年度まかでら 6，688 6，688 
活

29年 度

平成27年度
9，387 平平成成 28年度まかでら

30年度
日，387 9，387 

附時リ

"FI支

6，690 |平平成成 28年度かまでら 6，690 

沖響韮
30年度

6，690 

1，001，052 |平平成成 8 年度かまでら 189，887 |平平成 28年度まかでら 11，25日

韓蒔F
27年度 成 32年度

， 11，259 

817，665 |平平成成297年年度度かまでら 117，752 |平平成成 28年度まかでら

警蒔夏
33年度

13，815 13，815 

801，771 |平平成成 10年度かまでら 118，162 l平平成成 28年度かまでら 19，532 S給 山，~.. 27年度 34年 度
19，532 

Z成10年度
569，310平平成成 11年度まかでら 92，686 |平平成成 28年度まかでら 25，548 25，548 

盆盆
27年度 35年度

過年度議決清巨量る分

I
M町
田

I



l:f啓11年皮.

千匹 千円

""' 子 予F 手胃 .... 
410.022 平成 12年度まかでら ?I> fl.?1I 1平平成 28年度まかでら 45.948 

|扇語
平成 27年度 成 36年 度 45，948 

l'!'成12年度
?ミ1nClRO 平成 13年度まかでら 24.762 |平平成 28年度かまでら 41曾746干成 27年度 成 37年 度 41.746 

，13年度
'l1C1 ?AI> 平成 14年度まかでら l平平成 28年度まかでら 50.987 ，ι 千成 27年度

46.841 
成 38年度 50.987 

，14年度
唱貝A <唱s平成 15年度かまでら 9，407 |平平成 28年度まかでら 39.052 70 

|補給
干成 27年度 成 39年 度 38.982 

平成15年度
156.493 平平成成 1267年年度度かまでら 8.329 I平平成成28年度かまでら 43.380 159 

韓官官

40年 度 43.221 

131，491 平平成 17年度まかでら 13.230 
平 成 28年度から

44.709 200 本書幸吉 成 27年度 平 成41年度まで 44.509 

平由成41M7m年n度抽

117.790 平平成成 18年度かまでら 9.10， !平平成成 28年度まかでら 48，82~ 274 

惨事更

守 27年度 42年 度 48.548 

。"17nn|平成 19年度かまでら 9.529 l平平成成 28年度かまでら 48.31C 
補給

、，~ マ何，.，
|干成 27年度 43年度 321 47.989 

，19年度
132.651 |平平成 20年度まかでら 31.05! 平平成 28年度まかでら 74.231 凶，~且・ 成 27年度 成 44年 度 321 73.910 

11平 126.209 |平平成 21年度かまでら n ..ι 平平成成28年度かまでら 86.345 264 
|扇語

成 27年度 45年 度 86.081 

|ま竪主1，TRR
119.910 |平平成 22年度まかでら 1Rn70 平平成成 28年度まかでら 自0.145 262 

1語宗 成 27年度 46年度 89.883 

103.947 |平平成成 23年度かまでら 唱?nl':l'o平平成成 28年度かまでら 84.219 428 
|講話山、t 27年度 42年 度 83.791 

li一補ι給司if:.lLL l刈、山'刷ω一且~~ 寸干引判1] 99.619 l平平成 24年度度まかでら 9.066 平平成成 28年度かまでら 90.553 
成 27年 43年度 90.553 

87.342 |平平成成 25年度かまでら 平 成 28年度まかでら 83.673 
補給

円丁 27年度 千成44年 度

56.832 l平平成成 26年度かまでら 1.250 平平成成 28年度かまでら 55.582 
l補給 27年度 45年 度

瞳主二三竺本1]手
56.832 1m:成 2 7 年度 579 平平成成 28年度かまでら 56.131 46年 度

56.131 
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千円 千円 千円 予円 千円千円 平岡

平成27年度 平成 28年度から
56，832 56，832 農業近代化資金等利子 56，832 平成 47年度まで

補給

平成 28年度から平成6年度 平成 7 年度から
12.447 7，474 7.474 農業経営基盤強化資金 65，010 

平成 27年度まで 平成 31年度まで
利子補助
平成7年度

86，725 
平成 8 年度から

8，658 
平成 28年度から

12，709 12，709 農業経堂基盤強化資金 平成 27年度まで 平成 32年度まで
利子補助
平成B年度

86，725 
平成 9 年度から

5，211 
平成 28年度から

15，888 15，888 農業経営基盤強化資金 平成 27年度まで 平成33年度まで
利子補助
平成9年度 平成 10年度から

8，633 
平成 28年度から

9，563 9，563 農業経営基盤強化資金 43目340平成 27年度まで 平成 34年度まで
串l子補助
平成10年度

21，675 
平成 11年度から

10，018 
平成 28年度から

5，179 5，179 農業経営基盤強化資金
平成 27年度まで 平成 35年度まで

利子補助
平成11年度

34，675 
平成 12年度から

6，014 
平成 28年度から

10，659 10，659 農業経営基盤強化資金 平成 27年度まで 平成 36年度まで
利子補助
平成12年度

33，088 
平成 13年度から

16，560 
平成 28年度から

10，820 10，820 農業経営基盤強化資金
平成 27年度まで 平成 37年度まで

利子補助
平成13年度

31，215 
平成 14年度から

13.467 
平成 28年度から

12，280 12，280 農業経営基盤強化資金 平成 27年度まで 平成 38年度まで
利子繍助
平成14年度

62，425 
平成 15年度から

21，250 
平成 28年度から

27，355 27，355 農業経営基盤強化資金 平成 27年度まで 平成 39年度まで
利子補助
平成15年度 平成 16年度から

18，515 
平成 28年度から

31，186 31，186 農業経営基盤強化資金 62.425 平成 27年度まで 平成40年度まで
利子補助
平成16年度

99，225 
平成 17年度から

19，19 
9平成 28年度から

57，862 57，862 農業経首基盤強化資金 平成 27年度まで 平成41年度まで
利子補助
平成17年度 平成 18年度から

19，209 
平成 28年度から

72，066 72，066 農業経営基盤強化資金 111，37 5平成 27年度まで 平成42年度まで

利平子成補18助年度
平成 19年度から

3，48 
8平成 28年度から

47，532 47，532 農業経営基盤強化賞金 68，58 5平成 27年度まで 平成43年度まで
利子補助
平成17年度 平成 18年度から

4，749 
平成 28年度から

179 179 就農支援資金償還免除 34，800 
平成 27年度まで 平成 30年度まで

補助
平成18年度

39，600 
平成 19年度から

1，81 
8平成 28年度から

351 351 就農支援資金償還免除 平成 27年度まで 平成 31年度まで
補助

l
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子F 十 i 千F 千円 ォーp 十F 平岡

平成19年度
"睦 51.600 |平平成 20年度かまでら 591 平成 28年度かまでら 25， 25， 

障害
成 27年度 平成 32年度

18.000 |平平成 21年度まかでら 420 平成 28年度かまでら 180 180 
補助

成 27年度 平成 33年度

|平百世間韮

山且白広.，白..~

1"，陸自，-田1・

I~一i」叩をつすいるヨの属廿匂
I~皿~、

I .!I! ~"JI 布
、z

|十士一日の損属失司4る
限度額に閉じ

l-r，x，o、、

早匝25韮唐古、久，、損， 

と買こをろすにるよ日りの損属失す補る
限度額に閉じ

半"邑志ピ

平H・成惜崎26町年.度""_か由ら、A損' 
|主ー'1常‘E比品'"目/J'J 与語禍 d品た..日目に-おAい司

益豊村財担団法い手人育鳥成取機県構農
償年とこを度ろすまlこるでよ日eの〔属ーす"る

|圃障輯，-田，."白a骨. .  

岡田
EZ滞晶金師及び違害

， )に旧

I!要2iE92J
|借ー公業益農入村金財担損団失法いほ手補人育償鳥成取機県構農

|て訓 巨止ま山+閉J崎斗'Z年副U人めをUHT経全受る円最'過国けH h終るし農噛たこ償地d4とu自還保が1に期、有で司，田お，限合き噛いI 理日な品 l償年dを度すまl元るで日の属する
|限度額に同じ

11，~刷戸Jvi

l 子~~<t;0)に相

E韓5取議発!ア警グリ鐘スEι聖ー
J.144 1平平成 28年度まかでら 70，144 0.144 成 29年度

|平平成成 21年度かまでら |平平成成 2381年年度度かまでら 組 。q ロqτ . |費信当t(B国~営1 山

1~ 1;; '11 
27年度

4.530.631 

l
N
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千円 平岡 平岡 千円 平何
千円 千円

平成23年度 湖振地金興山化の池総額したの合が農水対10家質策アがー事浄得ル化業るあにに固た対よかりり応年水らしの額田た補4を農8償畑干業

平成 28年度から
湖山池の水質浄化に対

限度額に同じ応した農業振興総合対
円を下回った場合において、当該畑 平成 43年度まで

策事業に係る畑地化差
地の面積に10'アールあたり年額48

額補償
千円を乗じて得た額から固からの補
償額を減じた額の2分の1の額

平成 28年度から
平成25年度

平成 26年度から
218，470 327，705 327，705 鳥取県立鳥取一十世紀 546，175 

平成 27年度まで 平成30年度まで
梨記念館管理委託

平成 28年度から
平成26年度

平成 2 7 年度 1，231 2，260 2，260 平成26年産米価格低 17，202 
平成 31年度まで

下緊急融資利子補給

平成 28年年度度 から
平成27年度

1，804，370 1，804，370 鳥取県立とっとり花田廊 1，804，370 
平成 32 まで

管理委託

平成 28年度から
平成26年度

平成 2 7 年度 47 94 94 農業試験場機械警備業 312 
平成 29年度まで

務委託

平成 28年度から
平成26年度

平成 2 7 年度 256 512 512 原種合理化施設種子貯 768 
平成 29年度まで

蔵庫保守点検業務委託

平成 28年度から
平成26年度

平成 2 7 年度 720 1，440 1.440 園芸試験場機械警備業 2，856 
平成 29年度まで

務委託

平成2原3性年鳥度イ
平成 24年度から 平成 28年度から

10 10 
高病 ンフJレヱ

100 
平成 27年度まで 87 平成 29年度までンザ緊急対策資金利子

補給
県が行う種雄牛候補牛の現場検定

平成26年度
に協力した肥育農家が適正に飼育・

平成26年度から、現
出荷した検定牛の販売価格が、再

場後代検定推進契種雄牛造成和牛産肉能
生産可能な額を下回った場合にお 平成 26年度から

3，140 約に定めるところに 限度額に同じ力検定肥育牛枝肉所得
いて、当該再生産に必要な額から出 平成 27年度まで

より損失補償をする補償
荷日のZ等級と3等級の枝肉の平均

日の属する年度まで
価格に出荷牛の枝肉重量を乗した

襲籍じた額
県 行う種雄牛候補牛の現場検定

平成27年度 に協力し検た肥定育牛農の家販が売適価正格lがz飼、再育・ 平成27年度から、現
出荷した

場後代検定推進契種雄牛造成和牛産肉能
生産可能な額を下回った場合にお

約に定めるところIこ限度額に同じ力検定肥育牛枝肉所得
いて、当該再生産に必要な額から出

より損失補償をする補償
荷自の2等級と3等級の枝肉の平均

自の属する年度まで
価格に出荷牛の枝肉重量を乗じた
額を減じた額
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l行鳥聞A 取政にA占対法県山し農人町て農業占f左，端ーー曹 …師凶ι iー『八 1刊苦

干F

I家す成畜る損飼19失料年補支度世拒
子P 一手商 T宅

|平平成 27年度かまでら 限度額に同じ

民且ι ヲ匂間

成 31年 度

τ11.1. 
124 平成 2 7 年度 41 |平平成 28年度まかでら

|註
成 29年 度 83 83 

号品看4目住居師署

nlir." 
221 平成 2 7 年度 65 |平平成成 28年度まかでら

l話
29年 度 157 157 

轡務量
1，05 1平成 2 7 年度 178 [平平成 28年度かまでら 873 成 29年 度 873 

|土ε，、
>-f.才 4，481 |平平成 28年度まかでを

|季語
成 30年 度

4，482 4，482 

|圭JiJ1;27主主
1::岡、国市1 岬町 3，111 平平成成 28年度かまでら 3，111 30年度 3，111 

口 E 亡損失
， __ 

軍，.ミヨJ 巳R宵r.~
:日において

I!財工会ト団怠聖h法z人t金と鳥を皐
提b置手とを度フにこす?ま閉ろるで1貝に自ヨよ健の司りlo1属損1-す失反己る補. 

~，ニ lJ' 同、門4 T-q! =?2r損計z害z額金り(損を旬
限度額に同じ

. 
に事償つ賓い期て限損剖失

|昭目オ和間6生3A年阜度酌且帯お
京農こと林'"由漁山〈で伊業き金丹な官融かE 

こ日において
:る償年と失度をこす補まろるで償に日契よの約り属損にす失定る補め

liH芸 1
..， 限度額に同じ

社平財借成団法入元金年人度損鳥取失補県造償， 

|進 ‘1n 

!こ償つ賓い期て限損到失

作月を経過l..t=SI::白1"¥-(. 
損償年るとを度失こす補まろるで償に日契よの約り属損にす失定る補め 限度額に閉じ

11合 T計間

，仏



限度額に閉じ

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ
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コいて損子F
千F

，ベ戸、
? 千下

|平財社成団借9法入年人金度損鳥取失補県造償林公

|討ヰiiio;i，;月吾経温Lた白f::;:おい
|ーる償年とを度こすまろるでに日よのり属損にす失定る補止

手"

li一-一 -lhj合m計ι A額H 
限度額に同じ

対語妻「円I__-J"'~ l.調

l-財社借団法入人金損鳥度耳5I開園田骨以
l償る年と失を度こす補まろるで償に日契よの約り属損にす失定る補め|到lIEli宇. J た日におい

曲かト，v-Aっ申た，司匹M元M、Z事AZlE合，nZI計Z込個A額室H 
限度額に同じ

l平財社借成団話J1K1年"-，¥11度駒 田 こd 明、両

融刷隣百資諸詰醐叩童7話に06，定町器めっ描た拡副内第l品-一合つ長計L官q肺J品到失
|る償年…とを度こすまろるで一に日よのり属損一す失る補 限度額に同じ

t， _ )lこ相

『、、，7a 二一Jいι現芦

|平財卦品成団法112岳人年歯鳥度取止措県 押'，_.帰I二ーー

R1・H0Nか4E月A 』 +-
3受額.け(損L る |口償るtをすころるに日契よの約り属損にす失定る補め 限度額に同じ

見

)l 

'え吾民ピ

61 ，41 .，招電

|社一財借団法入金人損鳥度失取補県償造林公

|到来型 したEこおい
|平拷1 内ら損

lCTf 
|るごと

宏首司l
T者賞 |断年度まるで日の属 Fる

限度額に閉じ

辺，64三0重，81 iについて碩

|平男子年度?主主

|平財金+よ成団邑法1244人ら年も鳥度毘取，.，ま県歯止造堂林 |制、ーナ

宅E再10山か田J =日におい

と叫こムろにー‘ 円ヨ属，、す…る 限度額に閉じ

量を含む。) t『量に全つ量いL 

圃年度~~まl'でM 

亡損失

平成15年度 |季語10; ，た日 ‘JLL ， 

|平些15年度から主

財団法人鳥取県造林公 12苛三
社借入金損失補償 |己 言語 同け寅 !町年度ヲま@で 〉属する

限度額に同じ

|吾Zコ ι色

l
N
回
目

l



予円 平岡 千円 平岡 干阿 千阿 子何

融資元本235，726千円に;償つ還い期て限損到失
補償契約に定める最終 平成16年度から損

平成16年度 来後叩か月を経過した日において 失補償契約に定める
財団法人鳥取県造林公 農林漁業金融公庫が弁済を受ける ところにより損失補 限度額に同じ
社借入金損失補償 三とができなかった元利合計額(損 償をする日の属する

失補償契に約相に当定すめる金る遅額延損害金を 年度まで
含む)
融資z本75，561千円について損失
補償契約に定める最終償還期限到

平失償とζ成補をろす償1に7る契年よ日約り度の損にか属定失らすめ補損るる
平成17年度 来後10か月を経過した日において
財団法人鳥取県造林公 農林漁業金融公庫が弁済を受ける 限度額に閉じ
社借入金損失補償 ことができなかった元利合計額(損

失補償契約に定める遅延損害金を 年度まで
含む。)に相当する金額

融資元本5に9定，87め2千る円最に終つ償い還て期損限失到
補償契約 平成18年度から損

平成18年度 来後10か月を経過した日において 失補償契約に定める
財団法人鳥取県造林公 農林漁業金融公庫が弁済を受ける ところにより損失補 限度額に同じ
社借入金損失補償 ことができなかった元利合計額(損 償をする日の属する

失補償契に約相に当定すめるる遅延損害金を 年度まで
含む。) 金額
融資元本38，000千円について損失
補償契約に定める最終償還期限到

平成補償19契年約度Iこか7ら損
平成19年度 来後叩か月を経過した日において 失 定める
財団法人鳥取県造林公 農林漁業金融公庫が弁済を受ける ところにより損失補 限度額に同じ
社借入金損失補償 ことができなかった元利合計額(損 償年を度すまるで日の属する

失補償契に約相に定める遅延損害金を
含む。) 当する金額
融資z本39，013千円について損失
補償契約に定める最終償還期限到

償平失とこ補成をろす償2に0る契年よ日約り度の損にか属定失らすめ補損るる
平成20年度 来後1日か月を経過した日において
財団法人鳥取県造林公 農林漁業金融公庫が弁済を受ける 限度額に同じ
社借入金損失補償 ことができなかった元利合計額(損

失補償。)契に約相に当定すめるる遅延損害金を 年度まで
含む 金額

借入元本38，896千円の償還期限到 が日本財政策金融公庫

来後10か月の期間満了の日(以下、 団法人鳥取県

平成21年度 「損失確定日Jという。)において、日 造林公社に資金を貸

財団法人鳥取県造林公 本政策金融公庫が#済を受けるこ 付けたときから、当該

社の日本政策金融公庫 とができなかった元利金合計額並び
貸付金の最終償還

限度額に閉じ
借入金に対する損失補 に遅延損害金に相当する金額及び 期限到来後、 10か

償
損まで失の確利定率目年の1翌1.0日怖かにら相補当償す履る行利固

月の期間策が満了し、

が日本補政償 金融公庫

息 の履行日とし
て指定する日まで

ー
同
町
田
!



千円 千円

借入元本26.549千円の償還期限到

千円 手円 千円 千円

日本政策金融公庫
干門

来後10か月の期間満了の日(以下、
が財団法人鳥取県

平成22年度 「損失確定日』という。)において、日
造林公社に資金を貸

財団法人鳥取県造林公 本政策金融公庫が弁済を受けるこ 付けたときから、当該

社借償入の金日本に対政す策る金損融失公補庫 とにが遅で延き損な害か金っlた元利金合計額並び
貸付金の最終償還

限度額に同じ
こ相当する金額及び

期限到来後、 10か

損失確定日の翌日から補償履行日 月の期聞が満了し、

までの串l率年11.0崎に相当する利
日本政策金融公庫

息 てが日指裕本定政償すの策る履金臼行融ま公日でと庫し

借入z本29.9日O千円の償還期限到

平成23年度
来「損後失10Eか月の期間満了の日(以下、

が財団法人鳥取県

確定日」という。)において、日 造林公社に資金を貸

財団法人鳥取県造称公 本政策金融公庫が弁済を受けるこ 付けたときから、当該

社の日本政策金融公庫 とができなかった元利金合計額並び
貸付金の最終償還

限度額に同じ
借入金に対する損失補 に遅延損害金に相当する金額及び 期限到来後、 10;6'

償 損失確定日の翌日から補償履行日 月の期間が満了し、

までの利率年11.0拍に相当する利
日本政策金融公庫

息
が補償の履行日とし

てが造日指本財林定政公団す社策法る金人に日資融鳥ま金取公でi を県貸

平成24年度
借来『本損入後政失元1策0確本か金定1月融2日1の公8J0期と庫4千い間がう円満弁。の済了)に償のをお還受日い期け(以て限る下、到こ日、

財団法人鳥取県造林公
付けたときから、当該

社の日本政対す策る金損融失公補庫 とができなかった元利金合計額並び
貸付金の最終償還

限度額に同じ
借入金に対 損に遅失延確損定害日金のに相当する金額及び

期限到来後、 10か

償 翌日から補償履行日
月の期聞が満了し、

までの利率年11.0%に相当する利
日本政策金融公庫

息 てが指補定償の履行固とし
定する日まで

借入元本15.622千円の償還期限到
日本政策金融公庫

来後叩か月の期間満了の日(以下、
が財団法人鳥取県

平成25年度 『損失確定日』という。)において、日 造林公社に資金を貸

財団法人鳥取県造林公 本政策金融公庫が弁済を受けるこ
付けたときから、当該

社の日本政策金融公庫 とができなかった元利金合計額並び
貸付金の最終償還

限度額に同じ
借入金に対する損失補 に遅延損害金に相当する金額及び

期限到来後、 10か

償 損失確定日の翌日から補償履行日
月の期聞が満了し、

までの利率年11.0拍に相当する利
日本政策金融公庫

息 がて日指本補定償政す策のる金履固融行ま公日でと庫し. 
借入z本43.819千円の償還期限到
来後10か月の期間満了の日(以下、

が財団法人鳥取県

平成26年度 「損失確定日Jという。)において、日
造林公社に資金を貸

公益財団法人鳥取県造 本政策金融公庫が弁済を受けるこ
付けたときから、当該

林公社の日本に対政す策る金損融 とができなかった元利金合計額並び
貸付金の最柊償還

限度額に同じ

失公補庫償借入金 損に遅失延確損定害日金に相当する金額及び
期限到来後、 10か

の翌日から補償履行日
月の期聞が満了し、

までの利率年11.0怖に相当する利
日本政策金融公庫

息
が補償の履行日とし
て指定する固まで

l
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目
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5，551 5，551 
成 B 年度か
成 27年度ま

成 9 年度か
成 27年度ま

成 10年 度 か
成 27年度ま

成 11年 度 か
成 27年度ま

成 12年 度 か
成 27年度ま

成 13年 度 か
成 27年度ま

31，195 

27，891 

成 16年度か
成 27年度ま

成 17年度か
成 27年度ま

成 18年 度 か
成 2"7年度ま

成 19年度から
成 27年度ま

成 14年度か
成 2.7年度ま

成 15年度か
成 27年度ま

成 20年度から
成 27年度ま

l
N
回目寸



軍 、f恒産

干5主 千P 手F 十 子 予F 干，

'~II平描 9.052 平成 21年度まかでら 1.739 |平平成 28年度かまでら 5.492 マ成 27年度 成 49年度 5.492 

t21年度
.~ Q n'}~ |平成 22年度度かまでら 1.152 |平平成成 28年度まかでら 4.416 

鞍聖韓
1""成 27年 50年度 4.416 

'‘陣 6.177 |平平成 23年度かまでら 650 |平平成成 28年度まかでら 3.99日

瞥舞;
『閉 成 27年度 51年度 . 3.990 

IJ'H岡 6.958 |平平成 24年度かまでら 416 平平成成2582年年度度まかでら 2.600 成 27年度 2.600 

'罰l平 i 3.000 |平平成 25年度かまでら 169 平平成成28年度かまでら 1.465 成 27年度 53年 度 1.465 

3.624 平平成 26年度まかでら 125 平平成成 28年度か宮でら 1.685 
成 27年度 54年 度 1.685 

寵龍示一
10.166 平成 2 7 年度 14【平平成成 28年度まかでら 3.925 55年 度 3.925 

9.968 l平平成 28年度かまでら 9.968 
成 56年度

喜善
¥ 9.036 平成 26年度まかでら |平成 28年度まかでら 4.52日

平成 27年度 |平成 29年度
4.520 

429 |平成 2 7 年度 12E I平平成成 28年度かまでら 256 
事季註

聞"" 29年 度

E肋 1目 旬自白 一.，ι... 32.000 平成 2 7 年度 ?Ani |平平成 28年度まかでら 7守200
成 30年 度

7.200 

F成20年度

1.574.205 !平平成成 21年度まかでら 平平成成 28年度かまでら唱 M 。ー，.， 534.378 
.申且 27年度 40年 度

534.378 

ヨ寺、

F迄成酌2臣5官年Jい度「 A 172.570 平平成成 26年度かまでら 66.320 |平平成成 28年度まかでら 99.480 27年度 30年 度
99.48日

Z成14年度
109.179 平平成成 15年度まかでら ?1 ?Q'1 平平成成 28年度かまでら

1;給'=~品 1 27年度 29年度
81 81 

|給平漁成業近15代年化度量 aヲ...平平成成 2176年年度度まかでら 6.060 平平成成 28年度まかでら 99 30年 度 99 

平成16年度
A? Rn'.l |平成 17年度かまでら |平成 28年度かまでら 313 陸:一 ザ成 27年度 |平成32年 度

313 

l
N
由
也

l



干何 手円 千円 予円 子阿千円 子同

平成17年度 平成 18年度から
3，017 

平成 28年度から
15 15 漁業近代化資金事1]子補 54，925 平成 27年度まで 平成 29年度まで

給
平成18年度 平成 19年度から

3，687 
平成 28年度から

128 128 漁業近代化賞金利子補 49，914 
平成 27年度まで 平成 33年度まで

給
平成19年度 平成 20年度から

13，679 
平成 28年度から

3，828 3，828 漁業近代化資金利子補 49，699 平成 27年度まで 平 成 34年度まで
給
平成20年度 平成 21年度から

3，911 
平 成 28年度から

1日8 108 漁業近代化資金利子補 49，699 平成 27年度まで 平 成 30年度まで
給
平成22年度

202，526 
平成 23年度から

46，993 平成 28年度からi 32，693 32，693 漁業近代化資金利子補 平成 27年度まで 平成 37年度まで
給
平成23年度

114，024 
平成 24年度から

28，575 
平成 28年度から

28，378 28，378 漁業近代化資金手1]子補
平成 27年度まで 平成42年度まで

給
平成24年度

81，566 
平成 25年度から

14，828 
平成 28年度から

28，484 28，484 漁業近代化資金利子補 平成 27年度まで 平成43年度まで
|給
平成25年度

89，661 
平成 26年度から

2，351 
平成 28年度から

4目772 4，772 漁業近代化資金利子補 平成 27年度まで 平成44年度まで
給
平成26年度

平成 2 7 年度 971 平成 28年度度 から 3，335 3，335 漁業近代化資金利子補 79，148 
平成45年まで

給
平成27年度

平成 28年度度 から 108，232 108，232 漁業近代化資金利子補 108，232 
平成47年まで

給
平成27年度 平成 28年度から

2，960 2，960 漁業経営安定資金利子 2，960 
平成 32年度まで

補給
平成23年度 平成 24年度

22，508 
平成 28年度から

65目236 65目236沖合底ぴき網漁業生産 113，156 平成 27年度まで 平成 38年度まで体制鶏警費
平成 平成 26年度から

8，860 
平成 28年度から

28，607 28，607 沖合底ぴき網漁業生産 38，96 9平成 27年度まで 平成40年度まで
体制手書讐費
平成 平成 22年度から

20，19 。平成 28年度から 4，739 4，739 漁業経営財務基盤強化 66，71 8平成 27年度まで 平成 31年度まで
緊急対策資金利子補給
平成22年度

g平成 23年度から
5，875 

平成 28年度から
2，301 2，301 漁業経営財務基盤強化 46，57 

平成 27年度まで 平成 32年度まで
緊急対策資金利子繍給
平成23年度 。平成 24年度から

1，505 
平成 28年度から

613 613 漁業経営財務基盤強化 24，26 平成 27年度まで 平成 33年度まで
資金利子補給
平成24年度

。平成 25年度から 1，357 
平成 28年度から

733 733 漁業経営財務基盤強化 24，26 平成 27年度まで 平成 34年度まで
資金利子補給

!
日
吋
白

l
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区百~25年唐

品苦市告匹漏l平目
主度盆

|f揖 皿盛 恒ζ 
望讐

降襲撃
|借語

¥，j， 
|借料

マP f/J --.::i巾幅眉

脅l

|と揮JすkE官L。J*師枯語、雄にっ揖こ笹館E 

戸品工
ヒ円っ蜘と日り賀守露且かにっこ館

嗣晶，~

缶|平油とっ詰成時と玉2品り6幸融賀年芸掴露度内品かに占目悼っ一こ世館担回

|芸Z
'JJii 

千F

。JI '1~n |平平成成 26年度まかτE 
27年度

?.d ?Rn l耳 成 2 7 年度

24，260 

1，336 |平平成 26年度かまでら
成 27年度

760 平成 2 7 年度

2，664 |平成 2 7 年度

15，251 平成 2 7 年度

1，746 [平成 2 7 年度

759 平成 2 7 年度

189 |平成 2 7 年度

3，98 11平成 2 7 年度

341 平成 2 7 年度

.，. 千円 子同 子 子円 平岡

成 28年度度まかでら
成 36年 708 708 

572 |平平成成237B年年度度まかでら 1，612 1，612 

l平平成成 28年度かまでら
38年度

24，26( 24，260 

530 平平成成2289年年度度かまで忌 481 481 

168 |平平成成2380年年度度かまでら 59~ 592 

810 |平平成 28年度かまでら
成 29年 度

1，854 1，854 

2，950 |平平成成 28年度かまでE 
29年 度

12，30日 12，308 

513 |平平成成 28年度かまでら
29年 度

1，233 1，233 

221 |平平成 28年度まかでE 
成 29年 度

53日 538 

37 平平成成 28年度かまでら
29年 度 152 152 

960 |平平成 28年度かまでら
成 29年 度

3，021 3，021 

44 |平平成 28年度かまでE 
成 29年 度

304 304 



議案第B号

平成28年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計歳入予算事項別明細書

揖λ

紋 本年度 前年度 比較 ロ
説明項 目

区分 金
平河 子同 予円 手町

1繰 入 金 531 675 ム144

1一般会計繰入金 531 675 ム144

1一般会計から
繰 入

531 675 企 1441一般会計から
繰 入

531 業 務 費

2繰 越 金 12，500 19，683 1> 7，183 

1繰 越 金 12，500 19，683 1::. 7，1回

1繰越 壷 12，500 19，683 1.::. 7.183 1前年度繰越童 12，500 就農畳業改主良掴資賞金金111.317282 

3踏 収 入 18，369 28，850 1:::.. 10.柑 1

1貰付金元制収入 18.367 28，848 t::. 10，481 

1 就賞付農金主元擁'1'1賞収金入 18，367 28，848 l:::.. 10，481 1就賞村農金支元援事l宜収金入 18，367 就農主揖資金

Z県預金利子 1 。

1県預金利干 1 1 011県 預 金 利 子 1業 務 置

3雑 入 1 1 。
1雑 入 1 1 011雑 入 1業 務 費

11 

最 入 合 計 31，400 49，208 
1>17醐 ----------1/1____._三三

-272-



平成28年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計当初予算説明資料
1款就農支援資金貸付事業費

1項就農支援資金貸付事業費 経営支援課(内線:7260)

1目業務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国車完封金 起債 その他 繰入金

(諸収入)

業務費 533 677 ム144 2 531 

トータノレコスト 1，313千円(前年度 1，454千円) [正職員:0.1人]

主な業務 内容 資金管理・保全等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

就農支援資金及び農業改良資金の資金管理に要する事務費及び資金を取り扱う金融機関の融資事務

に対して補助する。

2 主な事業内容

(単位千円)

区 分 内 ?，iゴT・ー 予算額

就農支援資金貸付事務 資金を取り扱う金融機関 (JA、銀行)が行う融資事務に対し 215 

費補助金 補助金を交付する。

鳥取県信用農業協同組 農業改良資金貸付金に係る債権の保全及び取り立てに関す 18 

合連合会事務委託料 る事務委託に要する経費

事業推進費 その他貸付事業に必要な経費(旅費等) 300 

〆口合、 計 533 
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平成28年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計当初予算説明資料

2目 貸付事業費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庭拙金

源

起債

内

経営支援課(内線:7260)

(単位:千円)

訳

その他 繰入金
備考

|就農支援資金貸付事業

(繰越金等)

30，867 48，531 ム17，664 30，867 

トータノレコスト 40，225千円(前年度 57，849千円) [正職員:1.2人]

主 な業務内容 制度の推進、申請書の審査・貸付原資の支払い、固との調整等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

新たに農業経営を目指す者が就農研修、就農準備を行う場合及び農業経営を開始する場合に就農支援

資金を融資する金融機関等に貸付金原資の貸付を行うとともに、貸付財源として借り入れた国庫貸付金の

償還及び県費負担分の県一般会計への繰出を行う。

また、農業改良資金に係る償還金等収入について、国費相当額の償還及び県費相当額の県一般会計へ

の繰出を行う。

2 主な事業内容

(1)融資機関等への貸付原資の貸付

就農支援資金

就農研修資金 就農準備資金 就農施設等資金

資金の概要 認定就農者及び認定雇 認定就農者及び認定雇用 認定就農者の農業経営開

用主の農業大学校等で 主の就農先の調査、住居 始初期に必要な機械・施

の研修経費を貸付 移転等の経費を貸付 設の整備経費及び肥料代

等の営農経費を貸付

貸付利率 無利子

負担割合 国 2/3 県 1/3

貸付先 (公財)鳥取県農業農村担い手育成機構 JA・銀行等

認平の融成定資2農8見年業度込者額等へ 3，525千円

(2)国庫貸付金等の償還 18，012千円

(内訳)就農支援資金 17，479千円 農業改良資金 533千円

(3)県一般会計への繰出 9，330千円

(内訳)就農支援資金 8，741千円 農業改良資金 589千円

(参考)

農業経営基猿強化法の改正に伴い認定就農者制度が改正され、平成26年10月以降は市町村において

認定された新規就農者においては、経営を開始する場合に必要な経費について(株)日本政策金融公庫

から無利子で青年等就農資金を借り入れて事業を行うこととなった。

しかし、平成26年9月までに県で認定した新規就農者については、就農計画等に変更が生じない限り就

農支援資金で貸付を行う予定であり、平成28年度まで就農支援資金に係る貸付が見込まれている。

(計画に変更が生じた場合には、市町村で就農計画等の認定を受け、青年等就農資金を活用する。)
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平成28年度当初予算歳出事項別明細書(農林水産部)
(単位:千円)

款 項 目白
就農支援資金貸付事業特別会計

1款就農支援資金貸付事業費

1項就農支援資金貸付事業費

節
1目 2目

業務費 貸付事業費

1 報 酬

2 最古 料

3 m能 員 手 当 等

4 共 済 費

5 災 害 補償 費

6 思給及び退職年金

7 貨 金

8 報 償 費

9 旅 費 250 250 250 250 

費 用 弁 償

普 通 旅 費 250 250 250 250 

特 ~JJ 旅 費

10交 際 費

11需 用 費

12役 務 費

13委 託 料 18 18 18 18 

14使用料及び ー賃借料 50 50 50 50 

15工 事 言青 負 費

16原 材 料 費

17公 有 財 産購入費

18備 品 購 7、費

19負担金、補助及び交付金 215 215 215 215 

20扶 助 費

21貸 付 金 3，525 3，525 3，525 3，525 I 

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料 18，012 18，012 18，012 18，012 

24投 資 及 び出資金

25積 立 金

26寄 付 金

27公 課 費

28繰 出 金 9，330 9，330 9，330 9，330 

計 31，400 31，400 31，400 533 30，867 

財 国庫支 出 金

棟、 繰 入 金 531 531 531 531 

内 そ の 他 30，869 30，869 30，869 2 30，867 

訳 事 業 収 入
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節の明細

項 目 金額(千円)等

l款就農支援資金貸付事業費

1項就農支援資金貸付事業費

1目業務費

負担金、補助 -就農支援資金貸付事務費補助金 215 

及び交付金

2目貸付事業費

貸付金 -就農支援資金貸付金 3，525 

償還金、利子 -国庫償還金 18，012 

及び割引料

繰出金 -一般会計繰出金 9，330 
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末に
おける現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

区 分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

就農支援資金貸付金 296，206 279，298 。 17，479 261，819 

l
N
寸『
l



議案第9号

平成28年度鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計歳入予算事項別明細書

車入

軟 項 目 本年度 前年度 比較
区 金額

説明

千円 千円 千円 千円

1繰入金

768 691 77 

1 般会計繰入金

768 691 77 

1 般会計から i 

繰入
766 691 7711一般会計から繰入 766 

2繰越金

70，015 11，742 58.273 

1繰越金

70，015 11，742 58，273 

1繰緯童

70，015 11.742 56，273 1前年度繰越金 70，015 

3諸収入

27，123 26，499 1::. 1.376 

1貰付金z利収入

26，984 28，257 1:::.. 1.273 

改元1林善利業貴収・金入木量材付産金業
26，964 26，257 d. 1，273 1林業・1付木金材元産利車収改入善

賞金貰
26，984 

Z県預金利干

138 241 1::. 103 

1県預金刺子

138 241 ム1031県預金利子 136 

3雑入

1 1 。
1雑入

1 1 011雑入 1 

揖 入 合 E十 97，906 40，932 56，974 ------/ ~ 
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平成28年度鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計当初予算説明資料
1款 林業・木材産業改善資金貸付事業費

1項林業・木材産業改善資金貸付事業費 林政企画課(内線:7300)

1目 業務費 (単位:千円)

事 業 名 本年度|前年度 比較 内
一
例
一
門

モ→備考
繰入金

業務費 906 932 ム26 768 

トータルコスト 11，686千円(前年度 1，709千円)[正職員:0.1刈

主な業務内容|補助金及び委託料の支払い

工程表の政策目標(指標)I 
事業内容ゐ説明

1 事業の目的・概要

林業・木材産業改善資金について、平成16年度以前の貸付に係る資金管理業務を県森林組合連合会に

委託する経費及び取扱い金融機関の貸付・償還に係る事務費の補助を行うための経費である。

2 主な事業内容

資金管理業務の委託及び補助金の支出
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平成28年度鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計当初予算説明資料

林政企画課(内線 7300)

2目 貸付事業費 (単位:千円)

l本年度 l前年度|比較 l国4141内
事業名

その他

(繰越金等)
貸付事業費 97，0001 40，0001 57，0001 97，000 

1 事業の目的・概要

林業及び木材産業経営の改善、労働災害の防止及び林業労働に従事する者の確保を目的として、事業者

が創意工夫を活かして行う取組を支援するため、その必要な資金を無利子で貸付けるための経費である。

⑦償還

⑥貸付決定及び貸付

2 主な事業内容

①事業者への貸付業務は金融機関が行い、県は貸付原資を金融機関に貸付ける。(貸付枠 40，000千円)

(単位:千円、件)

区分 平成26年度 平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

貸付額 11，150 17，459 15，768 35，540 23，215 

(貸付件数) (3) (2) (3) (6) (3) 

②当事業を実行するために積み立てた資金について、適切な資金規模とするため、国及び県へ自主納付(返

納)する。

自主納付額 57，000千円(国2/3 38，0∞千円、県1/3 19，000千円)
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平成28年度当初予算歳出事項別明細書(農林水産部)

(単位.千円)

林業・木材産業改善資金助成事業特別会計

君主項目 1款林業・木材産業改善資金貸付事業費

l項林業・木材産業改善資金貸付事業費

1目 2目

節 業務費 貸付事業費

1報 酬

2給 料

3職員手当 等

4共 済 費

5民害補償費

6恩給及び退職年金

7賃 金

8報 慣 費

9旅 費

費 用 弁 慣

普 通 旅 費

特 ~II 旅 費

10交 際 費

11需 用 費

12役 務 費

13香 託 料 103 103 103 103 

14佳用料ll.tJ'賃借料

15工事情負費

16原 材 料 費

17公有財産購入費

18備品購入費

19負担金、補助及び交付金 803 803 803 803 

20扶 助 費

21貸 付 金 40，000 40，000 40，000 40，000 

22補償、補填及び賠慣企

23償還金、利子及び割引料 38，000 38，000 38，000 38，000 

24投資及び出資金

25積 立 金

26害 付 金

27公 課 費

28繰 出 金 19，000 19，000 19，000 19，000 

言十 97，906 97，906 97，906 906 97，000 

財 国庫支 出 金

源 繰 入 金 768 768 768 768 

内 そ の 他 97，138 97，138 97，138 138 97，000 

訳 事 業 収 入
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節 の 明 細

項 自 金額(千円)等

1款林業・木材産業改善資金貸付事業費

1項林業・木材産業改善資金貸付事業費

1目業 務費

負担金、補助 -鳥取県林業・木材産業改善資金転貸融資事 803 

及び交付金 務費補助金

2目 貸付事業費

貸 イ寸 金 -林業・木材産業改善資金貸付金 40， 000 

償還金、利子 -国への償還金 38， 000 

及び割引料

操 出 金 -一般会計操出金 19， 000 
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議案第10号

平成 28年度鳥取県県営林事業特別会計歳入予算事項別明細書

歳入

款 項 目 本年度 前年度 比較
町

説明
区分 金額

1国庫支出金 千円 千円 千円 千円

12，036 12，774 
'" 738 

1国庫補助金

12，036 12.774 '" 738 

補1県助富金幹事業費国庫
12，036 12，774 f:j. 738 

庫1県補宮助林金事業費国
12，036 

2財産収入

16，416 20，916 1::J. 4，500 

1財産売払収入

16，366 20，866 d. 4，500 

1造林収入 1造林収入

2，238 1，799 439 2，238 

2物品売払収入 1物品売払収入

12，264 15，178 A 2，914 12，264 

3不動産売払収入 1不動産売払収入

1 。 1 

4売二払灘収化入鹿素吸収量
1，863 3，888 ム2，025

量1二売酸払化担院入素吸収
1，863 

2財産運用収人

50 50 。
1財産貰付収入 1財産貰付岨入

50 50 。 50 

113繰入金

111，751 113，211 ム 1，460

1 般主計繰入金

111，751 113，211 A 1，460 

1 般会計から繰λ

111，751 113，211 '" 1，460 1 般会計から繰入 111.751 

4繰越金 。
1繰越童 。

1繰越金

1 011前年度繰越金

同収入

400 400 。
1雑入

400 400 。
1雑入

400 400 011雑入 400 

歳 入 古 E十 140，604 147，302 '" 6，698 / / / 
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平成28年度鳥取県県営林事業特別会計当初予算説明資料
1款県営林事業費

1項職員費 森林づくり推進課(内線:7298) 

1目職員費 (単位・千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 繰入金

職員費 35，365 34，480 885 35，365 

事業内容の説明

事業の目的・概要

県営林の適正管理のため、県営林事業に従事する職員5名分の人件費である。

2 主な事業内容
県営林の保育事業、処分事業、管理事業及び日本政策金融公庫からの造林資金に係る償還事務。

2項保育事業費
1目 保育事業費

財 源
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

保育事業費 26，131 26，160 ム29 12，036 。
トータノレコスト 35，489千円(前年度3_5，478千円)[正職員1.2人]

主な業務内容 保育施業の委託設計、監督

工程表わ政策目標加議努 県営林保育事業等の適切な執行管理

事業内容の説明

事業の目的・概要

森林づくり推進課(内線:7298) 

(単位:千円)

内 訳

その他 繰入金
備考

(財産収久)

7，104 6，991 

県営林の健全な育成を図るための下刈、間伐、作業道開設等に要する経費である。

2 主な事業内容 (単位千円)

区 分 事 業 内 H々コ胃ー 予算額

県営林保育事業 下刈(13.75ha)、間伐(43.65ha)及び鳥取式作業道(950m)の開設 24，993 

松くも、虫防除事業 地上散布(4.0ha) 618 

事務費 520 

l口b、 言十 26，131 
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平成28年度鳥取県県営林事業特別会計当初予算説明資料

3項処分事業費

1目 立木処分費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

処分事業費 7，406 7，980 ム574

トータルコスト 18，323千円(前年度 18，851千円)[正職員・1.4人]

主な業務内 容 間伐材の搬出経費、木材市場手数料、分収交付金

工程初攻策目樹齢勢 県営林保育事業等の適切な執行管理

事業内容の説明

事業の目的・概要

源

起債

森林づくり推進課(内線:7298)

(単位千円)

内 訳

その他 繰入金
備考

(財産収入)

7，406 

県営林の収入間伐における木材の搬出及び木材販売に係る市場手数料に係る経費である。

2 主な事業内容

(1)間伐により収益が見込まれる県営林について、木材(間伐材)を搬出して、市場において販売する。

(2)契約期聞が満了した県行造林地の立木評価を行い、契約の解除を行う。

4項管理事業 費

1目 管理事業費

森林づくり推進課(内線:7298) 

(単位:千円)

本年度
財 源 内 訳

事業名 前年度 比較
国庫支出金 起債 繰入金

備考
その{也

尉産収入場

管理事業費 20，326 18，380 1，946 2，306 18，020 

トータノレコスト 33，583千円(前年度 31，581千円)[正職員1.7人]

主な業務内容 県営林の管理、林道等の維持管理、県行造林地の調査業務

工程調刀政策目標続調 県営林保育事業等の適切な執行管理

事業内容の説明

事業の目的・概要

林道及び作業道の維持管理、林分調査、「緑の循環J認証会議(SGECエスγェック)による森林認証の管

理審査等を行い、県営林を適切に管理する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分
、

事 業 内 ~ 予算額

県有林維持管理 県有林林道・作業道の草刈及び側溝の清掃、林分調査 13，882 

負担金及び交付金 緑資源幹線林道賦課金、立木補償金の分収交付金 4，394 

需用費 林道管理用資材、侵入防止柵修繕 581 

役務費 森レジ林y保ト険取加引入手数、森料林、認県有証林(S内GEゴCミ)処定理期審査、支障木搬出、Jク 1，144 

公課費 消費税確定申告 200 

事務費 調査旅費 125 

J口b、 計 20，326 
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平成28年度鳥取県県営林事業特別会計当初予算説明資料
2款公債費

1項公債費
1目元 金

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

元金 21，956 29，335 ム7，379

トータノレコスト 22，736千円(前年度 30，112千円)[正職員 0.1人]

主な業務内 容 元金償還事務

工程表の弱者目棟指関

事業内容の説明

事業の目的・概要

日本政策金融公庫からの融資に係る元金償還金である。

2 主な事業内容

日本政策金融公庫からの融資に係る元金償還業務。

2目利子

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

利子 29，420 30，967. ム1，547

トータノレコスト 30，200千円(前年度 31，744千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 利子償還事務

工程表刀攻策目欄樹君申

事業内容の説明

事業の目的・概要

日本政策金融公庫からの融資に係る利子償還金である。

2 主な事業内容
日本政策金融公庫からの融資に係る利子償還業務ロ

-286-

源

起債

源

起債

森林づくり推進課(内線:7298) 
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 繰入金

21，956 

森林づくり推進課(内線 7298)

(単位:千円)

内 訳

その他 繰入金
備考

(繰越金)
l 29，419 

v 



平成28年度当初予算歳出事項別明細書(農林水産部)
¥，，*，-1JL ;ーr，.."

県宮林事業特別会計

1款県営林事業費

1項職員費 2項保育事業費 3項処分事業費 4項管理事業費

1目 1目 l目 l目

職員費 保育事業費 立木処分費 管理事業費

1報 酎

2給 料 18，745 18，745 18，745 18，745 

3職員手当等 9，650 9，650 9，650 9，650 

J込集 8有 gを 6，970 6，970 6，970 6，970 

5災害補償費 20 20 20 20 

6 恩給及び過職年金

7 1電 金

8線 償 " 
9旅 '量 125 125 125 125 

費用#慣

普 通 路 費 125 125 125 125 

特別旅費

10'ミ 際 " 
11需 周 ，を 871 871 290 290 581 581 

12役 滋 '寄 3，308 3，308 210 210 1，954 1，954 1，144 1，144 

阻害容 民 料 44，050 44，050 25，611 25，611 4，557 4，557 13，882 13，882 

14使用料及び賃借料

15工事問負費p

日原 本t 料

'ー
17公有酎車購入費

18備品雌入費

19負担金、補助&u究付金 5，289 5，289 895 895 4，394 4，394 

20扶 助 lt 

211;者 付 金

22楠信，補填及u賠償金

23慣遣企.1社:)'1-:&び副引料 51，376 

124投資及び出資金

25繍 立 金

26帯 付 金

27公 2果 " 200 200 200 200 

回繰 凶 金

Z十 140，604 89，228 35，365 35，365 26，131 26，131 7，406 7，406 20，326 20，326 

財団庫支出企 12，036 12，036 12，036 12，036 

源練 入 金 111，751 60，376 35，365 35，365 6，991 6，991 18，020 18，020 

内そ の 他 401 400 400 400 

"事 業 収 入 16，416 16，416 7，104 7，104 7，406 7，406 1，906 1，906 
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~・， cコ

2歎 公 憤 費

1項公憤費

1目 2目

元 金 利子

1報 劇

2総 料

3職員手当等

4共 務 3署

5災害補償費

日 恩 給 及 び 退 職 年 金

7 lt 金

8報 償 費

B 錦 費

費用 弁償

普通 旅費

特 別旅 費

10.3芝 際 '陸

11得 用 'を

12役 務 買を

13委 院 料

14他用料及び賃借料

15工事踊負費

16原 材 料 lt 

17公有財産脂入費

18備品陣入費

19負担金司楠助w 空付金

20扶 助 費

i
21貸 付 金

22補償‘捕槙及び蹄憤企

23慣遣金、利子車び割引料 51，376 51，376 21，956 29，420 

24投資及び出資金

25欄 立 金

白書 付 金

27公 限 費

路線 出 金

'十 51，376 51，376 21，956 29，420 

財団庫支出金

根締 入 金 51，375 51，375 21，956 29，419 

内そ の 他 l 1 l 

"事 業 収 入
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節 の 明 細

項 目 金額(千円)等

l款県営林事業費

1項職員費

1目職員費

車合 料 -一般職員 5人

3項処分事業費

1目立木処分費

負担金、補助 -土地所有者交付金 895 

及び交付金

4項管理事業費

1目 管理事業費

負担金、補助 -緑資源幹線林道賦課金 4， 063 

及び交付金 -土地所有者交付金 300 

-公有林野全国協議会会費 31 

2款公債費

1項公債費

1目元金

償還金、利子 -造林資金償還金 13， 544 

及び割引料 -施業転換資金償還金 8，412 

2目利子

償還金、利子 -造林資金償還金 28， 426 

及び割引料 ヒ施業転換資金償還金 994 
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書細明費与給
1 

給 与 費

区分
職員数 共済費 合計 備考

給料 職員手当 言十

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度
5 18.745 9，285 28，030 6，970 35，000 

前年度
5 18.495 9，055 27，550 6，550 34，100 

比較 。 250 230 480 420 900 

扶養手当 地域手当
時間外

期末手当 勤勉手当 通勤手当 管理職手当 初手任給調当整 特殊勤務
住居手当 宿日直手当

区分 勤務手当 手当

(千円) (干円) 、(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 580 。 330 4，325 2，660 600 370 。 。 360 。
前年度 605 。 325 4，220 2，505 605 385 。 01 350 。
比較 ム25 。 5 105 155 ム5 ム 15 。 。 10 。

職員手当の
内 訳 管理職員特 休日勤務 夜間勤務 定時制通信

へき地手当
特地勤務 義務教育等 単身赴任

退職手当
区分 別勤務手当 手 当 手当 教育手当 手 当 教員特別手当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (干円) (千円) (千円)

本年度 5 。 。 。 。 。 。 55 。
前年度 5 。 。 。 。 。 。 55 。
比較 日 。 。 。 。 。 。 。 。

括

一般職

(1 )総

ー
阿
国

{
]
l



(2)給料及び職員手当の増減額の明縄

区 分 i普 減 額 増減事由別内訳 説 明 備 考
(手円) (千円} (干円)

1制度改正に伴う増減分 233 (1 )給与改定に伴う増分 233 給与改定の状況(平成28年1月以降適用)
給 料 250 給料月額を1.26%引上げ

2 昇給に伴う増加分 220 (1)本年度昇給発令に係る所要額 220 平均昇給率 1.10%

3 その他の増減分 "'" 203 (1 )新陳代謝等に係る減分 ム 203

給与改定の状況(平成27年12月以降適用)

職員手当 230 1 制度改正に伴う増減分 170 (1)期末手当 51 期末手当を0.03月分引上げ

(2)勤勉手当 119 勤勉手当を0.07月分引上げ

2 その他のi首減分 60 (1)新陳代謝等に係る減分 60 

l
M

∞-ー



給料及び職員手当の状況

ア 臓員 1人当たりの給与

区 分 行 政 職

平 均給料 月 額 IPl) 290，060 

平成 2 8 年 1 月 1 日現在 平 均 給 与 月 額 {円} 315，370 

平 均 年 歯含 {歳} 42. 40 

平 均給料 月 額 {阿} 270.200 

平成 2 7 年 l 月 1 日現在 平 均給 与 月 額 IPl) 312，927 

平 均 年 齢 {歳) 38. 80 

イ初任給

区 分 行 政 職

(何}

商 絞 卒 147，400 

大 学 卒 181. 300 

高 後 卒 144，600 

固の 制度

大 学 言亭 176，700 

(3) 

l
N
U
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ウ級別駿員数

行 政 職

区 分

級 職員数{人} 構成比(%)

1 級

2 級 3 60. 0 

3 級 2 4 o. 0 

4 級

平成 28年 l 月 l 回現在 5 級

6 級

7 銭

8 綾

9 級

E十 5 1 00. 0 

l
N白
ω
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行 政 職

区 分

級 職員数{人} 構成比(%)

1 級 l 2 O. 0 

2 般 2 4 Q. 0 

3 級 1 2 O. 0 

4 級

平成 27年 1 月 1 日現在 5 級 1 2 O. 0 

6 級

7 級

8 級

9 級

3十 5 1 00. 0 

l
M
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{級別の標q.的な載務内容}

. 
区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 ttl 6 級 7 級 8 級 9 級

主事又は技師の職 高度の知誕又は経 係長の脂肪 本庁〈地方自治法 困難な業務を行う 本庁の課長の聴務 困難な業務を行う 本庁の次長の臨務 本庁の部長の聡務

務 験を必要とする業 (昭和田年法律第 本庁の課長補佐の 本庁の課長の醸務

務を行う主事又は 61号}第158条第 職務

技師の臓務 1項の規定に基づ

き設置される知事

行政峨 の直近下位の内部

組織並ぴに当該内

部組織の下に設け

られる局[局に相

当するものを吉

む.l及ぴ課(aJ!

に相当するものを

含むJ をいヨJ

の課長補佐の膿務l
N
田
町

l



ヱ昇給

区 分 行 政 職

取 員 数 (A) {人} 5 

昇給に係 る 臓 員 数 (B) (人} 5 

本

1号給{人} 1 

年 2号給{人}

3号結{人]

度 号給数別内訳

4号給{人) 3 

5号給[人} 1 

比 率 (B)/(A) (%) 100. 0 

臓 員 数 {削 {人} 5 

昇給に係る臓員数 fBl (人} 5 

前

2号給{人} 1 

年 3号給{人}

号給数別内訳

4号給[人} 2 

度

5号給{人} 2 

比 尋: 間 /(A) (%) 1 00. 0 

!
日
田
町

i



オ期末手当・勤勉手当

支 給 期 河川 支 給 司区 職制上の段階、曜荷の

区 分 支給率計{月分} 備 考

6 月 {月分} 1 2 月 (月分} 級等による加算措置

本 年 度 1. .95 5 2. 145 4. 1 有

前 年 度 1. 90 5 2. 19 5 4. 1 有

国 の 制 度 2. 025 2. 1 75 4. 2 有

カ 定年退臓及び勧奨退職に係る退職手当

区 分 2 0 年勤続の者 2 5年勤続の者 3 5年 勤続の者 a主 高 限 度 そ の 他 の 備 考

{月分} {月分] {月分} {月分} 加算指置等

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49. 59 49. 59 定年前早期退蔵特例 過酸三f，当は、基本額と調盤額から締

措置 (2......20 %加算l 成されー調整額は給料表‘聴務の級

等に応じ決定される固

固 の 制 度 25.55625 34.5825 49. 59 49. 59 定年前早期退践特例 追臓手当は.基本額と調盤額から1M

{支 給 率 等} 措置 (1......45 %加算) 成され.嗣笹額は給料表‘職務の級

等に応じ決定される.

l
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吋
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キその他の手当

区 分 国の制度との異同 差 B亀 の 向 容

扶 養 手 当 11 な る 記偶者の手当額 10.500円

会自 域 亨ユ 当 異 t. る 支給串の低い地域へ異動した場合の手当額保障指置なし

住 居 手 当 同 じ

過 鋤 手 当 異 Fょ る 自動車等使用者の手当額(通勤距離に応じ‘ 2，200円......46. 4.00円を支給}

交通機関の利用に伴って駐車場を利用している場合の駐車料金に係る手当【月 3. 000円を上限}

特別急行列車に係る手当額〈特別料金等の 1/2を支給.最高限度領を設けないJ 及び手当支給要件

l
N
目
白

l



地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末に
おける現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

区 分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込

千円 千円 千円 千円 千円
県営林事業債 1，099，740 1，070，537 。 21，956 1，048，581 

l
M恒
国
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

;;1=0_1ポ匂刀

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特 定 財 源

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債
繰入金

その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成2源0幹年線度林
69，785 平成 21年度から 50，87日平成 28年度から 18，915 18，915 

緑資 道事業賦 平成 27年度まで 平成38年度まで

課金

→ 

ー

ω
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議案第11号
平成 28年度鳥取県県営境潜水産施設事業特別会計歳入予算事項別明細書

世主

款 ま車 目 本年度 前年度 比較
区

脱明

千内 千阿 千円 千円

1使用料及び手数料 141.767 141.563 204 

1使 周 料 141.767 141.563 204 

1魚市場使用線 141.767 141.563 204 1魚市場使用料 141.767 

2繰 入 金 116.223 128.766 d. 12.543 

1一般会計繰λ金 116.223 128.766 d. 12.543 

1一般会計から幌入 93.645 97.652 ム 4.007 1一般会計から繊入 93.645 

2-般会計から倦ス 22.578 31.114 d. 8.536 ，-般会計から借入 22.578 

3線 組 金 。
1繰 越 金 。

1繰 越 金 01 ，前年度繰越金

4緒 収 入 8.632 7.986 646 

1緯 入 8.632 7.986 646 

1雑 λ 8.632 7.986 646 1維 入 8.632 

b 

歳 入 合 E十 266.623 278.316 d. 11.693 -----/ -------
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平成 28年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計当初予算説明資料

1款事業費

1項事業費 水産課・境潜水産事務所(0859-42-3167)

1目 魚市場事業費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前 年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出生 起債 その他 繰入金

魚市場事業
(使用料)

(職員人件費)
14，161 13，807 354 9，913 4，248 

事業内容の説明

県営境港水産施設事業特別会計にて支弁する職員2名分の人件費である。

魚市場事業
(使用料等)

(事業費)
165，743 175，014 ム9，271 97，126 68，617 

トータルコスト 181，339千円(前年度 190，544千円) [正職員:2.0人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 県営境港水産物地方卸売市場の維持管理、施設修繕、巡視

工程表乃政策目棟端軍司

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

市場の管理運営に要する経費である。

平成21年度から指定管理制度を導入し、業務の一部を委託している。

2 主な事業内容

市場管理委託費(指定管理制度) 147，326千円

その他管理運営経費 18，417千円

-302-
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平成28年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計当初予算説明資料
2款公債費

1項公債費 水産課(内線:7309) 

1目元 金 (単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源

国庫支出金 起債

元金 78，383 80，063 ム1，680

トータノレコスト 78，383千円(前年度 80，063千円) [正職員:0.0λ]

主な業務内容 元金償還

工程表の政策目棟指居間

事業内容の説明

魚市場建設に伴う県債の元金償還に要する経費である。

2目 利子

事業名 本 年 度 前 年 度 比較
財 源

国庫支出金 起債

利子 8，336 9，432 ム1，096

トータノレコスト 8，336千円(前年度 9，432千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 利子支払

工程表の政策目標錨暢

事業内容の説明

魚市場建設に伴う県債の利子支払に要する経費である。
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内

その他

(使用料)

39，192 

内

その他

(使用料)

4，169 

訳
備考

繰入金

39，191 

水産課(内線 7309)

(単位:千円)

訳
備考

繰入金

4，167 



平成28年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(農林水産部)
{単位平円)

下と
県営境樺水産施世事業特別会計

l融事量費 2融公噴費

l項事 業 費 1項公憤費

1目 1目 2目

魚市場事量費 元 金 事l 子

、
1 報 酬 2. 161 2. 161 2. 161 2. 161 

2 給 料 1.498 1.498 1.498 1.498 

3 職員手当等 3.815 3.815 3.815 3. 815 

4 共演費 3._I38 3. 138 3. 138 3~38 

5 災 害補 償費

6 恩給及び退臓年金

7 賃 金

8 報償費

g 旅 • 100 100 10J! 100 

一一~…費周一発憤 ~一 15 … .  ..J5.. 15 15 同‘ F ・一一品 目 ‘"一・凶 .'岨 .. 酔山M 副' M 円円』副圃ー制 圃円四--. 胴 日

…一賢一週一日暗ー曹】 一 】一… ..8.5... 85 85 一一一..85. 

特別練費

10 安際費

刊需用費 158 158 158 158 

12役務費 511 511 511 511 

13 !I!庇料 141..226 141.326 141. 326 141臼6

14 使用料及び貧1告製 2.001 2. 001 2.001 2.001 

15 ヱ事I育負_lI

16 原材斜一豊

市7 公有財産麟入費

18 備品鶴入費 45 45 45 45 

19 負担金.補助及び交付金 192 192 192 1.92 

20狭助 一畳

21 貸付金

22 補償‘補繍及盟関償童

23 償還金利そ旦l}割"斜 95. 446 8.121 8. 121 8. 121 86.119 86.119 18. 383 B幻自

24 役翼及び出資金

25積立金

26寄付金

27 公諜費 3..>00 3. 500 3.500 3. 5J!0 

28総出金

予備 費

針 266. 623 119~ 904 11.9. 904 119. 904 86. 119 86. 119 18. 383 & 336 

財
国 庫支 出金

Z軍
繰 入 金 116. 223 n 865 12.865 12. 865 43. 358 43. 358 39. 191 4. 161 

内
そ の 俄 8. .33 8. 633 8. 633 8. 6.33 

釈
事象収入 141. 161 98. 406 9.8. 406 98. 406 43.361 43.361 39. 192 4. 169 
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節の明細

項 目 金額(千円)等

1款事業費

1項事業費

1目魚市場事業費

報 醐| 非常勤職員 1人

給 料 一般職員 2人

負担金、補助及 -固有資産等所在市町村交付金 1921 

び交付金

償還金、利子 -市場施設改良資金 8， 727 

及び割引料

2款公債費

1項公債費

1目元金

償還金、利子 -市場施設改良資金 78，383 

及び割引料

2目利子

償還金、利子 -市場施設改良資金 8， 336 

及び割引料

一305-



重量
匡冨

。ロ

期末手当

区分 職員数 報酬 給料 (千円) 調整手当 寒冷地手当 その他の手当 計 共済費 合計 備 考
年間支給率

[人) [千円) {平円} [月分} (千円} (千円) (千円) (千円) (平円) {千円)

長等

議員
本年度

2，161 2，161 350 2，511 
その他の特別職

言十 2，161 2，161 350 2，511 

長等

議員
前年度

その他の特別融
2，126 2，126 343 2，469 

言十 2，126 2，126 343 2，469 

長等

比較
議員

その他の特別職
。 35 35 7 42 

計 。 35 35 7 42 

細明費与給
特別職1 

ー

ω口
町
l



一般職

、IIIL~a:.- すロ

給 与 費

区分
職員数 共済費 合計 備考

給料 職員手当 言十

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度
2 7，498 3，729 11，227 2，788 14，015 

前年度
2 7，398 3，637 11，035 2，620 13，655 

比較 。 100 92 192 168 360 

扶養手当 地域手当
時間外

期末手当 勤勉手当 通勤手当 管理職手当
初任給調整 特殊勤務

住居手当 宿日直手当
区分 勤務手当 手当 手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 232 。 132 1，730 1，064 240 148 。 15 144 。
前年度 242 。 130 1，688 1，002 242 154 。 15 140 。
比較 ム 10 。 z 42 62 ム2 ム6 。 。 4 。

職員手当の
内 訳 管理職員特 休日勤務 夜間勤務 定時制通信

へき地手当
特地勤務 義務教育等 単身赴任

退職手当
区分 別勤務手当 手当 手当 教育手当 手 当 教員特別手当 手 当

(千円) (千円) {千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 2 。 。 。 。 。 。 22 。
前年度 2 。 。 。 。 。 。 22 。
比較 。 。 。 。 。 。 。 。 。

2 

ー
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~"、 ， 孟=司‘'"・Eヨ柑事例.l'IXV"'~.n'l"岨

区 分 i昔 滅 額 増減事由別内訳 説 明 備 考
(千円) (干円) (千円)

1 l制度改正に伴う増減分 93 (1)給与改定に伴う増分 93 給与改定の状況(平成28年1月以降適用)
給 料 100 給料月額を1.26%引上げ

2昇給に伴ラ増加分 88 (1)本年度昇給発令に係る所要領 88 平均昇給率1.10覧

3その他の増減分 Ll. 81 (1)新陳代謝等に係る減分 Ll. 81 

給与改定の状況(平成27年12月以降適用)
職員手当 92 1 制度改正に伴う増減分 68 (1 )期末手当 21 期末手当を0.03月分引上げ

(2)勤勉手当 47 勤勉手当を0.07月分引上げ

、

2その他の増減分 24 (1)新陳代謝等に係る減分 24 

電2 ， 

ー
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む

給科及び職員手当の状配

ア 臨員 1人当たりの給与

区 分 行 政 駿

平均給料月額 {円} 355，700 

平成 2R年 1月 1日現在 平均給与月額 {円} 425，090 

平 均 年 齢 {歳} 49. 50 

平均給料月額 {門} 350，400 

平成 27年 1月 1日現在 平均給与月額 (f'l) 403，465 

平 均 年 齢 {歳} 48. 50 

イ初任給

区 分 行 政 駿

(円)

高 校 卒 147，400 

大 学 卒 181. 300 

高 校 言る 144，600 

国の制度

大 学 言る 176，700 

13) 
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ウ級別峨員数

IT 政 職

区 分

級 駿 員 数 { 人 } 構成比 1%1

緩

2 級

3 望匙 1 5 O. 0 

4 級

平時 2 8 年 1 月 1 日現在 5 級 1 5 o. 0 

6 級

7 級

8 級

9 級

，t 2 1 00. 0 

、，

ー

ω
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行 政 験

区 分

級 験員 数 { 人 } 1M成比(%)

1 級

2 級

3 t& 1 50. 0 

4 8伎

平時 2 7 年 1 月 1 日現在 5 級 1 5 O. 0 

6 望匙

7 級

8 級

9 級

，( 2 1 00. 0 

ー
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{級別の標申的な践務内容]

区 ~; 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 9 級

主事文は技師の臓 高度の知識又は経 院長の職務 本庁(地方自治法 困難な業務を行う 本庁の課長の職務 困綾な業務を行う 本庁の次長の離務 本庁の部長の聴務

務 験を必要とする業 (昭和"年法律第 本庁の課長補佐の 本庁の課長の職務

務を行ヨ主事又は 6J号)第158条第 職務

伎師の臓務 1項の匁定に基づ

き設置される知事

行政聡 の直近下位の内部

総織説ぴに当該向

部組織の下に設け

られる局{局に相

当するものを含

むJ 及び煤(謀

に担当するものを

含むJ をいうJ

の課長補佐の職務
ー

ω
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ヱ昇給

区 分 行 政 践

車 民 数 仙} {人} 2 

昇給に係る臓員数 (BJ (入} 2 

本

2号給I人} 1 

年 3号給{人}

号給数別内訳

4号給{人} 1 

度

5号給 I人l

比 率 IBJ/('I (%1 1 00. 0 

験 員 数 ('1 {人} 2 

昇給に係る職員数 (B) (人} 2 

前

2号給(人} 1 

年 3号給{人}

号給数別内訳

4号給{人} 1 

度

5号給{人}

比 率 (BI/ ('1 (%1 1 00. 0 
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オ期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 文 給 司区 醸制上の段階、職務の

区 ク? 支給衛計旧分} 備 考

6 月 {見分} 1 2 月 {月分} 級 等 に よ る 加 算 指 置

本 年 度 1. 95 5 2. 1 4 5 4. 1 有

前 年 度 1. 90 5 2. 1 95 4-. 1 有

国 の 制 度 2. 02 5 2. 1 1 5 4. 2 有

カ 定年退職及び勧奨退院に係る退総手当. 

区 分 2 0年勤 続 の 者 2 5年創続の者 3 5年勤続の者 経 商 限 度 そ の 他 の 個師 考

{月分} {月分} 旧分} {月分} 1m 算措置等

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49. 59 49. 59 定年初早期退蔵特例 返職手当は、基本額と測盤額から術

措置 (2-20%加算} 成され，調整額は給料表、職務の扱

等に応じ決定される四

国 の 指q 度 25.55625 34.5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例 退職手当は.基本額と調整額から拙

{支 給 事 等} 措置 (1-45%加算} 成され‘調整額は給料表も職務の級

等に応じ決定される.

ー
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ド

キその他'"手当

区 分 国の制度との異同 差 Bも の 内 容

扶 鋒 手 当 Sも な る 配偶者の手当額 10，500円

i也 域 手 当 異 な る 変給率の低い地1>1へ異動した場合の手当額保障借確なし

{も 居 手 当 同 じ

通 勤 手三 当 異 な る 自動車等伎町者の手当額【通勤距雌に応巳‘ 2，200円-46，400円を支給)

交通障関の平'Jmに伴って駐車場を利用している場合の駐車料金ヒ係る手当(月 3. 000円を上限)

特別念行列車に係る手当額(特別料金等の 1/2を支給園続高限度額を設貯ないJ 及ぴ手当支給要件

ー
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末に
おける現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

区 分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

千円 千円 千円 干円 千円
県営境潜水産施 616，464 536，401 。 78，383 458，018 
設事業債

~ 

‘r 
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

耳亘ニ午J3E冒茸"'~司rl-l末句刀'

前年度末までの支出(見込)韻 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特 定 財 源

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方償
繰入金

その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成25年度 699，880 平成 26年度から 279，952 平成 28年度から 419，928 419，928 
鳥取県営境港水産物地 平成 27年度まで 平成30年度まで
方卸売市場管理委託

平成2県7営年境度港 22，050 平成 28年度から 22，050 22，050 

鳥取 水理産委物託地
平成 30年度まで

方卸売市場管

ー
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議案第12号
平成28年度鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計歳入予算事項別明細書

歳入

款 項 目 本年度 前年度 比較
節

説明
区分 金額

千円 干円 千円 千円

1繰 入 金 1，136 1，161 ，; 25 

1一般会計幌入金 1，136 1，161 ，; 25 

1-融会計から暢入 1，136 1，161 ，; 25 1一般会計から揖入 1，136 

2暢 越 金 89，888 85，125 4，763 

1繰 越 金 89，888 85，125 4，763 

1韓 越 金 89，888 85，125 4，763 1前年度繰越金 89，888 

3諸 収 入 10，112 14，875 ，; 4，763 

1賞付金先制収入 10，112 14白875 ム4，763

1 沿付岸金車乗元車制善賞収金入賞 10，112 14，875 ，; 4，763 1 沿賞岸付融金業元改制善収賞金λ 10，112 

歳 入 合 言十 101，136 101，161 ，; 25 ----ピイk竺三
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平成 28年度鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計当初予算説明資料

1款 沿岸漁業改善資金貸付事業費

1項 沿岸漁業改善資金貸付事業費

1目業務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

業務費 1，136 1，161 ム25

トータノレコスト 1，136千円(前年度 1，161千円)[正職員 0.0人]

主な業務内容 事務委託料の支払

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

内

その他

水産課(内線:7309)

(単位.千円)

訳
備考

繰入金

1，136 

沿岸漁業改善資金貸付金の貸付及び償還事務を鳥取県信用漁業協同組合連合会に委託するのに要する

経費である。

2目貸付金

事業 名

貸付金

トータルコスト

本年度 前年度 比較
財 源 内

国庫支出金 起債 その他

(諾収入等)

100，000 100，000 。 100，000 

102，339千円 (前年度 102，330千円) [正職員 0.3人]

水産課(内線 7309)

(単位:千円)

訳
備考

繰入金

主な業務内容 貸付申請・完了報告の審査、貸付金事務、償還事務、周知説明

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

沿岸漁業の生産技術の改善、生活環境の改善及び漁業後継者の育成確保を図るため、沿岸漁業従事者等

に対して、短・中期の無利子資金の貸付を行う。

(単位:千円)

区 分 貸付対象 償還期間
本年度

貸付限度額
融資枠

経営等改善資金
エンジン、 GPS、魚群探

2~10年 87，000 500~25 ， 000 
知機、養殖施設等

生活改善資金 居室、炊事施設、衛生施
2~7年

日，000 100~1 ， 500 

設等

青年漁業者等養成確保資金
漁業経営開始資金、研修

3~10年 7，000 1 ， 500~20 ， 000 
教育資金等 、、、~

計 100，000 
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平成 28年度当初予算歳出事項別明細書(農林水産部)
(単位.千円)

沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

l款沿岸漁業改善資金貸付事業費

1項沿岸漁業改善資金貸付事業費

1目 2目

業務費 貸付金

1 報 酬

2 給 料

3 職員手当等

4 共 済 費

5 災害補償費

6 思給及び退職年金

7 賃 金

B 幸匝 償 費

9 旅 費

費用弁償

普通旅費

特別旅費

10交 際 費

11 需 用 費

12役 務 費

13委 託 料 1，136 1，136 1，136 1，136 

14使用料及び賃借料

15工事請負費

16原材料費

17公有財産購入費

18備品購入費

19負担金‘補助及び交付金

20扶 助 費

21 貸 付 金 100，000 100，000 100，000 roo，ooo 

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料

24投資及び出資金

25積 立 金 司/

26寄 イサ 金

27公 課 費

28繰 出 金

予 備 費

計 101，136 101，136 101，136 1，136 100，000 

財 国庫支出金

源 繰 入 金 1，136 1，136 1，136 1，136 

内 そ の {也 100，000 100，000 100，000 100，000 

訳 事 業 収 入
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節の明細

項 目 金額(千円)等

1款沿岸漁業改善資金貸付事業費

1項沿岸漁業改善資金貸付事業費

2目貸 付 金

貸 付 金 -鳥取県沿岸漁業改善資金貸付金

、.

、‘

ョ，

、4
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議案第44号(条例関係) 経営支援課

条

例 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正について

名

等

1 提出理由
農地法の一部改正等に伴い、市町村長が処理する農地転用の許可等の事務に

関して意見聴取先である農業会議を農業委員会等に変更する等所要の改正を行

提 つ。

J 

2 概 要

出 (1 ) 市町村長が処理する農地転用の許可等の事務に関して意見聴取先である農

業会議を農業委員会等に変更する。

(2 ) 施行期日は、平成28年4月 1日とする。

理

由

及

び

概

要
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包

ザ，

鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例(平成II年鳥取県条例第35号)の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後 改 正 前

別表(第2条関係) 別表(第2条関係)

事務 市町村等 事務 市町村等

略 wg 

24の4 農地法(昭和27年法律第229号) 鳥取市及び 24の4 農地法(昭和27年法律第229号) 鳥取市及び

に基づく事務のうち、次に掲げるもの 西伯郡南部 に基づく事務のうち、次に掲げるもの 西伯郡南部

(1 ) 略 田T (1 ) 略 町

iえL第4条第 3項(同条第 6項にお

いて準用する場合を含む。)の規定

による農芸会議の意見の聴取(特定

転用に係るものを除く。)

i主上第4条第 B項の規定による国又 i主上第4条第 5項の規定による国又

は県との協議(特定転用に係るもの は県との協議(特定転用に係るもの

を除く。) を除く。)

i主上第4条第9項の規定による農業

委員会の意見の聴取(特定転用に係

るものを除く。)

(4) 略 (4) 略

i主上第 5条第3項又は第 5項におい

て準用する第4条第3項の規定によ

る農業会議の意見の聴取(特定権利

取得に係るものを除く。)

i主上略 4立L略

(6) 第 5条第 5項において準用する

第4条第9項の規定による農業委員

会の意見の聴取(特定権利取得に係

るものを除く。)

(7)~(9) 略 (7) ~(9) 略

24の5 農業振興地域の整備に関する法 西伯郡伯者 24の5 農業振興地域の整備に関する法 酋伯郡伯者

律(昭和44年法律第58号)に基づく事 町 律(昭和44年法律第58号)に基づく事 田T

務のうち、次に掲げるもの 務のうち、次に掲げるもの

(1 )略 ( 1) 略

(2) 第15条の 2第 6項又は第7項の (2) 第15条の 2第6項の規定による

規定による都道府県機構の意見の聴 農業会議の意見の聴取

取

(3)~ (5) 略 (3)~(5) 略

略 略

附則

この条例は、平成28年4月1日から施行する。
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議案第52号(条例関係) 水産課

条

伊l 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部改正について

名

等

1 提出理由

漁業研修支援資金の貸付制度を廃止することに伴い、所要の改正を行う。

提 J 

2 概 要

出 (1) 漁業研修支援資金の返還に係る債務の免除に関する規定を削る。

(2) 施行期日等

理 ア 施行期日は、平成28年4月1日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

由

及

び

概

要

v 

、，
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し

‘' 

，、《

、ど

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例(昭和44年鳥取県条例第35号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の摘に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する

改正後 改正前

知事は、次の表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受 知事は、次の表の左楠に掲げる貸付金の貸付けを受

けた者(以下「借受者」といち。)が同表の中欄に掲 けた者(以下「借受者」という。)が同表の中欄に掲

げる免除の条件に適合する場合は、それぞれ同表の右 げる免除の条件に適合する場合は、それぞれ同表の右

欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務 欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務

を免除することができる。 を免除することができる。

貸付金の種類 免除の条件 免除の範囲 貸付金の種類 免除の条件 免除の範囲

略 略

医師 県内における 1 留学におけ 債務の全部 医師 県内における 1 留学におけ 債務の全部

海外 医療水準の向上 る研修を終了 海外 医療水準の向上 る研修を終了

留学 及び医師の確保 した日から起 留学 及び医師の確保 した日から起

資金 を図るため、海 算して 3月 資金 を図るため、海 算して 3月

貸付 外に留学して園 (災害、疾病 貸付 外に留学して国 (災害、疾病

金 内では修得し、 その他やむを 金 内では修得し、 その他やむを

又は経験するこ 得ない理由に 又は経験するこ 得ない理由に

とが難しい診療 !より知事が必 とが難しい診療 より知事が必

に係る知識又は 要と認めたと に係る知識文は 要と認めたと

技術を修得する きは、知事が 技術を修得する きは、知事が

研修を受ける者 その都度定め 研修を受ける者 その都度定め

で、留学終了 る期間)以内 で、留学終了 る期間)以内

後、知事が指定 に知事が指定 後、知事が指定 に知事が指定

する県内の病院 する県内の病 する県内の病院 する県内の病

において医師の 院において常 において医師の 院において常

業務に従事し、 勤医師として 業務に従事し、 勤医師として

その成果を伝達 の勤務を開始 その成果を伝達 の勤務を開始

しようとするも し、当該病院 しようとするも し、当該病院

のに対して貸し において常勤 のに対して貸し において常勤

付ける資金 医師としての 付ける資金 医師としての

業務に医師海 業務に医師海

外留学資金貸 外留学資金貸

付金の貸与を 付金の貸与を

受けた期間の 受けた期間の

2倍に相当す 2倍に相当す

る期間(その る期間(その

期間が 1年に 期間が 1年に

満たないとき 満たないとき

は l年とし、 は 1年とし、

災害、疾病そ 災害、疾病そ

の他やむを得 の他やむを得

ない理由によ ない理由によ

¥ 
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り知事が必要 り知事が必要

と認めたとき と認めたとき

は知事がその は知事がその

都度定める期 都度定める期

聞とする。) 間とする。)

以上従事し、 以上従事し、

かつ、当該勤 かっ、当該勤

務を開始した 務を開始した

日から起算し 日から起算し

て l年以内に て l年以内に
J 

留学における 留学における

研修で得た成 研修で得た成
、，

果を伝達する 果を伝達する

講習会を県内 講習会を県内

において開催 において開催

したとき。 したとき。

2 前号に規定 2 前号に規定

する業務に従 する業務に従

事する期間中 事する期間中

に、業務上の に、業務上の

事由により死 事由により死

亡し、又は業 亡し、又は業

務に起因して 務に起因して

精神若しくは 精神若しくは

身体に著しい 身体に著しい

障害を受けた 障害を受けた

ためその業務 ためその業務

に従事するこ に従事する乙

とができなく とができなく

なったとき。 なったとき。

3 前号に該当 債務の全部 3 前号に該当 債務の全部

する場合を除 文は一部 する場合を除 又は一部

き、死亡し、 き、死亡し、

又は精神若し 又は精神若し

くは身体に著 くは身体に箸
，n 

しい障害を受 しい障害を受

けたため医師 けたため医師
、ν

の業務に従事 の業務に従事

することがで することがで

きなくなった きなくなった

とき。 とき。

漁業 県内における l 漁業研修を 債務の 2分

研修 漁業者(漁業法 修了した日か の1

支援 (昭和24年法律 ら 1年(災

資金 第267号)第 2 害、疾病その
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L 

、命v

U 

，~ 
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、
条第2項に規定

する漁業者をし

う。)及び漁業

従事者(同項に

規定する漁業従

事者をいう。)

の確保に資する

ため、新たに海

面における漁業

に就業しようと

する者で、知事

の認定を受けた

研修計画に基づ

き実施される漁

業の技術文は経

営方法を修得す

るための研修

(以下「漁業研

修」という。)

を受けるものに

対して貸し付け

る資金

他やむを得な

い理由により

知事が必要と

認めたとき

は、知事がそ

の都度定める

期間)以内に

県内において

海蘭における

油業に従事

し、引き続き

5年間従事し

たとき(当該

5年間の期間

l年につき90

日以上出漁し

た場合に限

る。)。

2 前号に掲げ 前号の規定

る条件を満た により免除

すこととなっ された後の

たときから引 債務の 5分

き続き 1年間 の1

県内において

海面における

漁業に従事し

たとき(当該

1年間の期間

内に90日以上

出漁した場合

に限る。)。

3 前号に掲げ 前号の規定

る条件を満た により免除

すこととなっ された後の

たときから引 債務の4分

き続き 1年間 のl

県内において

海面における

漁業に従事し

たとき(当該

1年間の期間

内に90日以上

出漁した場合

に限る。)。

4 前号に掲げ 前号の規定



る条件を満た により免除

すとととなっ された後の

たときから引 債務の3分

き続き 1年間 の1

県内において

海面における

漁業に従事し

たとき(当該

1年間の期間

内に90日以上 J 

出漁した場合

に限る。)。 、、合J

5 前号に掲げ 前号の規定

る条件を満た により免除

すこととなっ された後の

たときから引 債務の 2分

き続き 1年間 のl

県内において

海面における

漁業に従事し

たとき(当該

1年間の期間

内に90日以上

出漁した場合

1::限る。)。

6 前号に掲げ 前号の規定

る条件を満た により免除

すこととなっ された後の

たときから引 債務の全部

き続き 1年間

県内において

海面における

漁業に従事し

たとき(当該

1年間の期間
U 

内に90日以上

出漁した場合 ら

に限る。)。

7 前 6号の期 債務の全部

間内に、業務

上の事由によ

り死亡し、又

は業務に起因

して精神若し

くは身体に著
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守、
L 

、、l

~ 

|略

備考

1~4 

附則

(施行期日)

略

l この条例は、平成28年4月1日から施行する。

(経過措置)

しい障害を受

けたため漁業

に従事するこ

とができなく

なったとき。

8 前号に該当 債務の全部

する場合を除 又は一部

き、死亡し、

又は精神若し

くは身体に著

しい障害を受

けたため漁業

に従事するこ

とができなく

なったとき。

略

備考

1~4 略

_Q_漁業研修支援資金の項急除の条件の欄第 l号

から第6号までの規定による海面における漁業

に従事した期間(以下「漁業従事期間」とい

う。)の計算については、災害、疾病その他や

むを得ない理由のため漁業に従事するととがで

きなかった期間がある場合において、当遂期開

終了後直ちに再びこれらの規定に定めるところ

により漁業に従事したときは、後の漁業従事塑

間は、前の漁業従事期間に引き続くものとみな

主L

2 この条例の施行前に貸し付けた漁業研修支援資金の返還に係る債務の免除については、改正前の貸付金の返

還に係る債務の免除に関する条例の規定は、なおその効力を有する。
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